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本論文の目的は、①公共性の概念を整理し公共性に関する学術的知見を得ると共
に、文化の公共性を考える際の重要な視点を導き出すこと、②文化芸術振興を支え
る文化施設と文化を核とした活動・事業を合わせて文化資源と位置づけ、公共性概
念と文化資源の実態を対応させることで、文化資源の公共性と地域社会に果たす役
割を明らかにすること、である。同時に、住民自らが地域の文化的資源を再発見し、
活性化に取り組む事例研究を通じて、地域活性化を促すダイナミズムを探り、文化
資源が地域の課題に対してどのような条件の下で活性化の推進利器としての役割を
果たすことができるのかを検証する。 
本論文は、全７章で構成される。第１章で、研究の背景、問題意識、目的を述べ
る。第２章では、対象とする文化資源の範囲、公共性の枠組みを定義する。本論文
においては、文化を「もの」と人、人と人の関係を媒介するものとして捉え、さら
に文化的事象とそれらを共有・継承し、かつそれらの持続可能な発展の基盤となる
仕組みとしての側面を含めて検討するにあたり、「文化資源」という用語を用いる。
そして、文化芸術の本質面と、その外部効果、有用性といった両方の側面から公共
性を捉える。 
第３章では、文化資源の公共性について理論的、実証的に検証するにあたり、ハ
ンナ・アーレントの「公共世界と人間」論、ユルゲン・ハーバーマスの「討議的公
共世界」論を中心に、欧米の代表的な公共性概念、日本における近年の公共性につ
いての議論を整理する。さらにボウモル/ボウエン（1966）をはじめ、文化芸術への
公的支援の根拠に関する研究、文化芸術という有形･無形の財の性質についての議論
を整理した。 
欧米、日本の公共性議論にみる市民的公共性の可能性、文化芸術の公共財としての
便益を整理・検討し、文化資源の公共性を考える際には、①公開性：すべての人に
開かれていること、②市民性：自ら参加し他者と関わり合いながら課題を解決する
自律的で能動的な資質、③協働性：それぞれの白律性と相互信頼をべ一スとして協
力し合うこと、の 3つの視点が重要であることを導きだした。 
 第４章、第５章では、公開性、市民性、協働性という公共性の視点から文化施設
の役割を検証した。第４章はミュージアム、第５章は文化ホールが対象である。文
化施設に課せられた公共性（社会的要請）は、地域に開かれ、地域の誇りとなるこ
と、そのためには、誰もが自由にアクセスできる公開性と次世代育成を含め主体的
活動を誘発する市民性の視点が重要であることを明示した。 
第６章では、住民自らが地域の文化資源を再発見し、活性化に取り組む事例を通
して、文化資源が地域活性化に寄与するための要件とその便益を見出した。特に住
民の参画、連携、活動の広がりといったプロセスに着目し、経営学における場の論
理を援用して、相互作用を生み出す場の形成とネットワーク展開から分析を行った。 
文化資源を活かした地域活性化のダイナミズムの生成にとって、 
①まちづくりの初期段階から多様なセクターが参画し、地域資源の選択、コンセ
プトの形成について議論の場を設け共感を生み出すこと 
②主体間を繋ぐネットワークと外部との開かれた交流によりさらに連携と主体が
拡大すること 
という２点が、重要な要因（または条件）であることが明らかになった。 
第７章は結論である。本論文では、「公共性」を地域社会を動かす新しい領域の可
能性として捉え、文化資源の公共性について理論と実証の両面から検討した。 
文化資源の公共性を考える際に重要な視点は、公開性、市民性、協働性であり、
ミュージアム、文化ホール、地域活性化の実証研究を通して明らかになったことは、
人々が文化資源を通して、議論し、交流し、活動するプロセスが有する公共性であ
る。事業に関わる意思決定に地域の人々がかかわることで、人々の主体的参加が促
され、地域的なまとまりや地域のアイデンティティの醸成に結びついていく。換言
すれば、地域に根ざした文化施設や文化事業には、そのようなプロセスを生み出す
仕掛けが必要だということである。 
「公共性」の視点からみて文化資源が地域の活性化に果たす役割については次の
ように論じることができる。 
① 文化施設や事業が、文化芸術の鑑賞機会に止まることなく、文化芸術を通じて
人々が交流・議論し、活動に参画していく場となることで、地域に開かれ、地
域の誇りとなっていく。そのために、誰もが自由にアクセスしやすい仕掛けと
次世代育成の活動が重要である。 
② 文化資源はリソースであると同時に仕掛けや触媒でもある。地域活性化の活動
において、文化資源を契機・媒介として、地域の人々が集まり、議論し、事業
の方向性を決めていくという意思決定のプロセスへの参画が、その後の活動や
組織形成、活動の連鎖につながっていく。いわば「主体的参加のダイナミズム」
こそが文化資源の持つ重要な便益のひとつであり、公共性の発露である。 
文化施設や事業が、いかにして地域社会に貢献し、持続的にステイクホルダーに
支持される空間（社会との関係性）を創り出していくのかが問われている。「公共性」
の視点からその役割を検証し、「主体的参加のダイナミズム」の意義とそれが起こる
要件を明らかにしたことは、文化施設や事業が目指すべき方向性、ならびに文化施
設や事業への公共投資の根拠を提示したといえるだろう。 
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第1章 序論  
 
１．研究の背景 
 
2001年6月に「行政機関が行う政策の評価に関する法律」が成立し、翌年度から施
行されたことにより、行政施策のあらゆる分野で政策評価が行われている。公立の
文化施設や文化政策についての評価への関心も高まっている。しかし、一般的な事
務事業評価にあるような、入場者数、施設稼働率、事業収支といった効率性や経済
性のアウトプット指標だけで、文化施設や文化事業の価値を評価することは難しい。
同じ文化ホールでも、それが立地する地域の課題に即して、期待される役割、優先
される事業も異なる。評価は、目標の達成度として測られるべきであるが、その目
標も、社会環境やニーズが変化する中で揺れ動きがちである。 
公立の文化施設が市場性や効率性のみを優先すれば、営利を追及する民間劇場と
変わりはなく、公共セクターが取り組む意義、すなわち市場原理や経済原理だけで
成立し得ない文化的な事業や芸術的価値を支えるといった側面が失われてしまう。
一方経営効率や市場性をまったく無視したり、入場者を獲得する努力を放棄するこ
とが許されるものではない。公共性や文化的価値の実現と、効率性や経済的な価値
の実現、この2つの異なるベクトルを総合的に評価することの難しさが、文化政策を
評価する困難の要因の一つになっている。さらに文化活動や文化政策の地域社会へ
の貢献、社会的な役割の実現は何を持って成功とするかが不明瞭であり、評価を困
難にしている。 
近年は、「公共性」が重要なキーワードとなりつつある。国立博物館・美術館の独
立行政法人化や文化施設への指定管理者制度の導入等を契機に、文化や文化政策に
おける公共性の問題が改めて議論されるようになった。しかし、その根拠は従来の
経済学では必ずしも明確に説明できず、「文化をめぐる社会現象において公共性が今
もって論争の中にある」（阪本崇 2008）。公共性を狭い範囲で論じていることも多
く、齋藤純一（2000）が指摘するように、「人々の間に形成される言説や行為の空間」
や「公共的価値を解釈し、定義すべき政治が行われるアリーナ」といったより広い
意味での公共性を考慮した研究は著についたばかりである。 
一方、今日、文化の機能は、経済学や公共政策の領域のみならず、都市再生・地
域再生の議論へと広がっている。1980年代以降、製造業の衰退によって地域経済の
危機を迎えたヨーロッパの諸都市で、文化の集中的な投資によって都市イメージを
転換し、そこから新しい産業をひきつけ、産業構造の転換や新産業の創出を果たし、
都市再生の成果を上げてきたのは周知のことである。芸術文化だけでなく、風景や
食べ物、土地固有の職人仕事など、地域住民の暮らし方そのものを地域の文化資源
として、まちづくりや観光資源として活用する事例も増加している。歴史的建造物
や産業遺産を、ギャラリー等の文化施設に転換したり、文化的な祭典に活用して大
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勢の人をひきつけている例も各地に見られ、地域経済の活性化に寄与している。  
 
２．問題意識と研究の目的 
 
財団法人地域創造が 200７年に実施した「地域の公立文化施設実態調査」の対象施
設は、ホール、美術館、練習場･創作工房、及びそれらを含む複合施設であるが、そ
の数は 3,944 館、延べ 4,183 施設にのぼっている。美術館以外の博物館等の公立文
化施設を加えると、その数はさらに増える。 
文化施設が「地域の装置」として様々な職業や文化的背景を持つ市民、当該施設
のあるコミュニティの人々、一時的な来訪者などを結ぶ公共空間となれば、存在意
義は大きい。その役割は、市民が文化芸術を観賞する機会を提供したり、市民自身
が創造的活動に携わることを支援するなどの直接的な事柄に止まらない。１）コミ
ュニティの細分化や中心市街地の空洞化といった地域の課題に対していかなる使命
（ミッション）を果たし得るのか、２）そのためにはどのような事業創造が求めら
れるのか、換言すれば、官民を問わず、文化施設がその使命の達成を通じて地域社
会に貢献し、持続的にステイクホルダーに支持されていくための空間（社会との関
係性）をいかに創り出していくのかが問われている。 
文化事業や文化施設の公共性のひとつは、地域に住む人々がその活動にかかわり、
それをきっかけに人々が交流し地域的なまとまりができ、地域のアイデンティティ
の確立につながることではないだろうか。さらには、そこを訪れる広域の人々も巻
き込んだ文化圏がつくられていくことで、経済活動の循環もできていく。 
芸術や文化は道路や警察のような典型的な公共財とは異なり、「民衆を基盤とし
た共同財から生まれ、近代国家の成立とともに、公共財的側面と私的財的側面に乖
離した」（後藤和子 2005）混合財である。 
文化施設や事業が市民にとって、地域にとって、社会にとって必要なものである
ならば、その存在意義や可能性を設置者、施設職員、利用者の間で共有しなければ
ならない。文化施設や事業がトップダウンで与えられた芸術の鑑賞の場に止まるこ
となく、どうすれば、市民にとって自分たちの「公共空間」となり得るのか。「公共
性」の概念からその役割を検証し直すことは、今後求められる地域活性化への寄与
を考える際に、一つの示唆を与えるものと考える。 
そこで本論文では、「人々の創造性をはぐくみ、その表現力を高めるとともに、
人々の心のつながりや相互に理解し尊重し合う土壌を提供し、多様性を受け入れる
ことができる心豊かな社会を形成するもの」（「文化芸術振興基本法」前文）である
文化芸術を核とした活動･事業と、文化芸術振興を支える文化施設を合わせて文化資
源と位置づけ、「公共性」の概念からその役割を検証する。あわせて、文化芸術活動・
文化施設の公共性に関する文献と照らし合わせ、文化芸術の公共性に関する学術的
な知見を得る。さらに住民自らが地域の文化的資源を再発見し、活性化に取り組む
事例研究を通じて、地域活性化を促すダイナミズムを探り、文化資源が地域の課題
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にどのような条件の下で活性化の推進利器としての役割を果たすことができるのか
を検証する。 
以上のように、公共性の概念を整理し、公共性に関する学術的知見を得ると共に、
文化の公共性を考える際の重要な視点を導き出す。そして文化芸術振興を支える文
化施設と文化を核とした活動・事業を合わせて文化資源と位置づけ、公共性概念と
文化資源の実態を対応させることで、文化資源の公共性と地域社会に果たす役割を
明らかにすることを目的とする。文化資源が個人や社会に果たす役割、文化活動の
成果が地域社会に果たす役割の一端を明らかにすることで、今後の文化政策の根拠
を提示することを試みるものである。 
 
３．研究の方法 
 
文化資源を「公共性」の概念からその役割を検証するにあたり、まず文化芸術、
文化施設の公共性、外部性に関する理論研究を行う。 
ヨーロッパにおける代表的な公共性論である、ハンナ・アーレントの「公共世界
と人間」論、ユルゲン・ハーバーマスの「討議的公共世界」論、またアメリカ合衆
国の公民権運動等を背景に正義とは何かを問うジョン・ロールズの「善き共同社会」
論、人々の多様性に着目した福祉理論であるアマルティア・セン「潜在能力と機能」
論について検討する。 
1990年代以降日本でも、公共経済学、社会学、政治思想、政治哲学、法律学、法
哲学、行政学、法律学等、広い分野で公共性議論が盛んになっており、それらの論
点を整理する。特に、「公共性」が国家や行政そのものであるという文脈から飛び
出して、「公共」を担う主体が、政府や市場のみでなく、地域社会や住民にも拡大
されている点を注視する。行政＝「官」としての公と私的領域としての「民」の間
にある、地域社会を動かす新しい領域の可能性について検討する。 
そして、文化芸術という財の性質についての議論を整理した上で、文化芸術の外
部性について検討し、公共財としての文化芸術のあり方について考察する。 
 次に、１）ミュージアムの新しい試みから考える文化施設の公共性、２）文化ホ
ールの使命から考える公立文化施設の公共性、３）文化資源を活用した地域活性化
の3テーマについて、事例研究を行う。 
１）では、地域の特性を生かし、市民の自発的な活動への参画、ミュージアムを
核とした新たなネットワークの形成を目指すミュージアムを取り上げ、各施設の事
業報告書、予算書、利用者アンケート結果等を活用するとともに、一部インタビュ
ー調査を実施した。 
２）では、関西の二大県立ホールである滋賀県立芸術劇場びわ湖ホールと兵庫県
立芸術文化センターを取り上げ、そのミッション、事業内容、地域への波及効果、
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メディアの評価などの仔細な比較を行う。各施設の事業報告書、予算書、利用者ア
ンケート結果を活用するとともに、開館からびわこホールの存続問題が起こる2008
年までの全ての新聞記事を確認し、合わせて両ホールの準備段階から事業に携わっ
てきた人々への取材を実施した。 
３）では、地域住民が主体的に関わり、地域の文化的資源を使って活性化に取り
組んでいるまちづくりを取り上げ、地域活性化のダイナミズムが生まれる要因を探
る。具体的には、神戸市新開地と沖縄市で行われている文化資源を使った地域活性
化の取り組みを対象に、関係者からのヒアリング調査、資料収集を行った。特に主
体形成、ネットワーク展開といった地域内の個人や組織の相互作用に着目し、経営
学における場の理論を援用し分析、考察を行う。 
以上のとおり、まず「公共性」の概念と文化芸術の外部性について整理し、公共
性の視点から、文化的資源を使って地域活性化を図ろうとしている事例を分析・検
証する。文化事業が活動の動機付けや主体形成、ネットワーク形成といった地域内
の相互作用をもたらし地域の内発的な発展に貢献するには、どういった仕組みが必
要なのか。地域の文化活動にかかわる多様な人々や享受者を結びつける要因、条件、
仕組みを考察する。 
実証研究から導き出された成果（文化資源の有用性）を、文化の公共性について
の理論と照らし合わせ、文化資源の公共性に関する学術的な知見を得る。 
さらに住民自らが地域の文化的資源を再発見し、活性化に取り組む事例研究を通
じて、地域活性化を促すダイナミズムを探るとともに、文化資源が地域の課題にど
のような役割を果たすことができるのかを検証する。 
 
４．本論文の構成 
 
本論文は、全７章で構成される。第１章では、研究の背景、問題意識、目的を述
べる。第２章では、当研究全体に関わってくる文化資源について、対象とする文化
資源の範囲、公共性の枠組みを定義するとともに、文化資源と地域社会のかかわり
について明記する。 
第３章では、文化資源の公共性を論ずるにあたり、欧米の代表的な公共性概念、
日本における近年の公共性についての議論を整理する。さらに文化芸術という有形･
無形の財の性質についての議論を整理した上で、文化芸術の外部性について検討し、
公共性の概念からみた文化芸術のあり方について考察する。 
第４章では、公立文化施設の運営や文化事業の基となる国の文化政策と理念に関
して戦後の動きを概観する。その上で、文化施設の一つである博物館について、新
しい役割と公共性の実現に向けての動きを、具体的な活動を通して考察する。 
第５章は、文化ホールの事業運営から公共性について考える。具体的には、関西
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の二大県立ホールである滋賀県立芸術劇場びわ湖ホールと兵庫県立芸術文化センタ
ーを取り上げ、そのミッション、事業内容、地域への波及効果、メディアの評価な
どの仔細な比較を行い、文化芸術の外部性と照らし合わせた上で文化施設の使命の
流動性を明らかにする。そして、2つのホールの使命の変化と活動内容から、公立文
化ホールの公共性について検討する。 
第 6 章は、文化資源の外部効果、公共財としての有用性を、地域活性化という視
点から実証的、理論的に検証する。特に人と人との関係を媒介する可能性を持つ文
化資源を用いた地域活性化活動において、どのように地域住民の参加が促され、ビ
ジョンが共有され、地域活性化に向けた動きが加速していったのかを検証し、地域
活性化のダイナミズムが生まれる要因を探る。そして文化資源が、地域の人々の意
識や活動、主体的参画にどのようにきっかけを与え、地域活性化に寄与しうるか、
その効果を検証する。 
第７章では、本研究の目的である、文化施設や地域活性化事業の実践から窺がえ
る文化資源の役割について、文化の公共性の概念からその有用性を検証し、地域の
課題にどのような役割を果たしうるのかについて結論を述べる。 
 
 
 
 
（図 1）本論文の構成 
第1章：研究の背景、問題意識、研究の目的、研究方法、論文の構成
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を検証し、地域の活性化にどのような役割を果たしうるのかについて結論を述べる。
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た地域活性化
文化資源の外部効果、公共
財としての有用性を、地域
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第３章：公共性の概念と文化の外部性に関する理論的考察
欧米の代表的な公共性概念、日本における近年の公共性議論を整理。文化芸術の財の性質、
文化芸術の外部性についての検討、公共財としての文化芸術のあり方について考察する。
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関西の二大県立ホールのミッ
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第２章 文化資源の定義と公共性     
                         
1． 本論において対象とする文化資源 
  
文化資源(Cultural Resource)という言葉は、米国で使用され始めた。主に考古学
分野の研究者によって、1970年代に文化資源マネジメント（Cultural resource 
Management）という用語が誕生した。当時、自然資源に対する専門的研究が進む一
方、歴史・文化資源に対してももっと専門的な研究がなされるべきであるという声
があがり、自然資源の保護である「Natural Resource Management」の対語として、
「Cultural resource Management」という用語がうまれたという（1）。 
  日本でも、近年文化資源という言葉が使われるようになってきた。2000年に東
京大学大学院人文社会系研究科に文化資源学研究専攻が設置され、それを母体に
2002年に文化資源学会が誕生した。また2004年には、国立民族学博物館に文化資源
研究センターが設置された。 
文化資源学会の設立趣意書を見ると、「文化資源とは、ある時代の社会と文化を
知るための手がかりとなる貴重な資料の総体であり、（中略）博物館や資料庫に収
めきれない建物や都市の景観、あるいは伝統的な芸能や祭礼など、有形無形のもの」
が含まれるとし、これらが「死蔵され、消費され、活用されないまま忘れられて」
いることから、これら「埋もれた膨大な資料の蓄積を、現在および将来の社会で活
用できるように再生・加工させ、新たな文化を育む土壌として資料を資源化し活用
可能にすることが必要」と述べている。 
さらに、国立民族学博物館の文化資源研究センターでは、文化資源とは「さまざ
まな有形のモノや情報、身体化された知識・技法・ノウハウ、制度化された人的・
組織的ネットワークや知的財産など、社会的運用に向けて開発可能な資源と見なさ
れるもの」としている。 
これらを踏まえて伊藤裕夫（2010）は、文化資源とは、「人間が歴史の中でつく
りあげてきた有形・無形の文化的産物を、新たな文化を育む土壌として社会的に活
用（運用）できる開発可能な『資源』として見なそうという捉え方」と定義してい
る。一方、文化を利活用（消費）することへの反発が想定されることや、観光客誘
致といったきわめて即物的な利用で捉えられて、「身体化された知識・技法・ノウ
ハウ、制度化された人的・組織的ネットワーク」が無視されてしまうことを懸念し、
文化資源を「有形・無形の文化的事象の利活用と捉えがちだが、文化資源の本質は
そうした文化的事象とそれらを共有・継承し、かつそれらの持続可能な発展の基盤
となる『仕組み』にあると見なすべき」と論じている。 
 人類学的な立場では、内堀基光（2007）が、「資源を考えることは人間社会の基
本を考えることにつながる」と述べ、資源は「もの」と人、そして人と人の関係を
媒介するものなのであると主張する。また、山下晋司（2007）は、文化の資源化と
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は、「文化がある条件下において、ある目的にとって、ある機能もしくは効能を持
つ」ことによって成り立つものである。その過程には様々な主体があり、誰が、誰
の文化を、誰を標的として資源化しているのかということを問題にすることができ
るという。 
文化資源の概念、定義については、このような議論の俎上にある。本論では、文
化を「もの」と人、人と人の関係を媒介するものとして捉え、さらに「文化的事象
とそれらを共有・継承し、かつそれらの持続可能な発展の基盤となる『仕組み』」と
しての側面を含めて検討するにあたり、「文化資源」という用語を用いる。尚、「人
間が歴史の中でつくりあげてきた有形・無形の文化的産物」である文化資源は広範
囲にわたるが、本論では、文化芸術振興の一端あるいは中核を担う文化施設と、「人々
の創造性をはぐくみ、その表現力を高めるとともに、人々の心のつながりや相互に
理解し尊重し合う土壌を提供し、多様性を受け入れることができる心豊かな社会を
形成するもの」（「文化芸術振興基本法」前文）である文化芸術を核とした事業・活
動を対象とする。 
尚、文化芸術の定義は研究者によりその範囲は様々であるが、「文化芸術振興基本
法」でも定められているとおり、文学、音楽、美術、写真、演劇、舞踊等の芸術の
みならず、文化財、伝統芸能、生活文化を含めたものとする。また、文化施設の捉
え方についても議論はあるが、「美術や音楽、演劇といった芸術、文化活動を行うた
めの場、あるいはそれらを鑑賞するための場」といった設備としての施設という側
面だけでなく、文化芸術の創造、発展、保存、継承などに貢献し、人々の豊かな生
活を支える文化振興を担う機関として捉える。つまり本論において検討する文化資
源は、「文化的事象とそれらを共有・継承し、かつそれらの持続可能な発展の基盤
となる『仕組み』」としての側面を含めたものであり、文化施設もその趣旨に悖るも
のとする。 
 
2．文化資源と公共性 
   
 文化政策の財政基盤は脆弱で、政策上の優先度は決して高いとはいえない。さら
に指定管理者制度や市場化テスト等が普及し、文化事業や文化施設において、短期
間のうちにその成果や効率性を証明することが求められている。そのような状況に
あって、文化資源の公共性について理論的、実証的に検証し、その一端を明らかに
することは、文化資源が個人や社会に果たす役割、文化芸術活動の成果が地域社会
や経済に果たす役割を見つめなおし、今後の文化芸術活動を支援する公共政策の根
拠を提示することになる。 
 「公共性」とは、漠然として多義的な概念である。次章において、代表的な公共
性概念、わが国における近年の公共性についての議論を整理するが、公共性の追及
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は「誰が取り組んでも容易に解答や妙案を見出しがたい難題」（中島茂樹 2005）
といった指摘もある。何に着目して、どういう観点から公共性を捉えるかによって
も異なるだろう。国家や行政といった公共団体の存在に着目して公共性が語られる
こともあれば、公共交通のように事業主体の所属を問うのではなく、事業の内容・
役割から公共性が問われることもある。また、公共空間、公共圏のように、人と人
との関係や領域に着目して語られることもある。併せて、これらは相互に関係があ
る。 
 「公共性」の一般的な意味は、「広く社会一般に利害・影響を持つ性質。特定の
集団に限られることなく、社会全体に開かれていること」（『大辞林』松村 1995）、
「広く社会一般に利害や正義を有する性質」（『広辞苑』新村 2007）と定義され
ている。 
文化芸術振興基本法の前文では、文化芸術の役割・意義について、文化芸術の本
質面すなわち文化芸術が人間の本性に根ざしたものという側面と、効用面すなわち
文化芸術の社会、経済にとっての有用性という側面の両面から規定している。この
両面から文化芸術の公共性を考えていくことができるだろう。 
 
3．文化資源を使った地域活性化 
  
多くの市民や地域社会の共通の利益としては、経済的な豊かさ、良好な環境、社
会の安全性などがある。それらを実現するために、政府（地方自治体を含む）は公
園や道路、図書館、警察、消防といった、経済学でいうところの公共財、準公共財
を供給するわけであるが、有形･無形の地域の文化資源も直接、間接の経済・精神的
効果を持つという視点にたてば、公共財（準公共財）のひとつと捉えることができ
るだろう。文化資源の公共性・外部効果を検討するにあたって、文化資源がどのよ
うに人々や地域社会に貢献し得るかを、「地域活性化」という視点からも実証的、理
論的に検証し、公共財としての有用性を検討する。 
 地域活性化の考え方や定義、文化資源を活かした地域活性化の意義については、
第6章で具体的に論じる。近年、地域固有の技術や文化を見つめなおし、それらを再
評価して地域活性化の土台として活用を考えることが重視されている（守友 2008）。
芸術文化、風景や食べ物、土地固有の職人仕事など、地域住民の暮らし方そのもの
を地域の文化資源として、まちづくりや観光資源に活用する事例が増加している。
地域の特徴や人々の生活に根ざした地域固有の資源を有効に活用することは地域住
民の誇りや自信に繋がり、地域再生に大きく貢献すると考えられる。 
 どの地域にもその土地ならではの歴史があり、歴史に支えられた有形・無形の文
化財や地域資源がある。それらの文化資源が、教育、まちづくり、観光・産業振興
をはじめ、そこに住む人々や地域に、どのような効果をもたらし、公共的な目的に
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寄与するのか。文化資源が地域の経済及び社会の発展に果たす役割、効果を、具体
的な事例をもって検証する。 
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第３章 公共性の概念と文化の外部性に関する理論的考察 
 
１節 本章の問題意識と研究目的 
 
 文化資源の公共性について理論的、実証的に検証するにあたり、代表的な公共性
概念、わが国における近年の公共性についての議論を整理する。 
わが国においては、1990年代後半から政治学、社会学、経済学等、幅広い領域で、
公共性理論についての議論が盛んになってきた。 
文化および文化施設における公共性の問題についても、近年改めて議論されるよ
うになっている。2003年に施行された地方自治法の一部改正による指定管理者制度
の導入は、公立文化施設の運営への民間事業者の参入を可能にしたと共に、事業内
容の見直し、職員定数の見直し、利用料金制導入施設の増加等、文化施設の運営に
大きな変化をもたらしている。 
社団法人 全国公立文化施設協会が2007年3月に行った調査「公立文化施設におけ
る指定管理者制度の効果的な活用に向けて」の結果では、制度導入後最も効果があ
ったとされる項目は「経費の縮減」であり、設置者、指定管理者共に6割を超える高
評価をしている。それに続いて評価の高い項目は「住民サービスの向上」「管理運
営体制の効率化」「経営効率の改善」であり、いずれも5割前後の評価を得ている。
これに対して「地域住民の自主的文化活動への支援」「芸術・文化の振興」の項目
では、効果があったとする割合は2割前後に留まる。さらに「地域文化の担い手の育
成」は11%、「公演芸術作品を担う人材の育成」は7%と低い。つまり、施設の効率的
運営には寄与しているものの、公立文化施設の設置目的として掲げられている地域
への文化的貢献、人材育成、教育普及といった面での効果が低い。 
地域の文化振興を目的とした文化政策、その実現の場としての文化施設の公共性
とは何か。施設の効率的運営や文化の経済効果といった側面だけでは必ずしも明確
に説明できず、「文化をめぐる社会現象において公共性が今もって論争の中にある」
（2）と言われている。また公共性を狭い範囲で論じていることも多く、齋藤純一
（2000）が指摘するように、「人々の間に形成される言説や行為の空間」や「公共的
価値を解釈し、定義すべき政治が行われるアリーナ」といったより広い意味での公
共性を考慮した研究は著についたばかりである（3）。 
文化施設は、公園や広場のような無料空間に比べて、誰にでも開放された自由な
空間とは言いがたい。入館料･公演料の問題、立地場所等、物理的な距離だけでなく、
空間や展示作品、公演作品へのイメージから心理的な距離を抱くこともある。した
がって、文化施設がその活動をいかに社会に開いていき、地域の文化活動にかかわ
る多様な人々や享受者を結びつけ、文化の社会的循環を可能にしていくかが、文化
施設の公共性を保障していくうえで重要な視点となる。文化施設における公開性と
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相互コミュニケーションの展開は、人々の文化芸術に対する享受機会増加のみなら
ず、地域社会を活性化させる可能性を持つ。 
 本章では、まず欧米の代表的な公共性の概念を整理する。特に「市民的公共性」
という概念を、20世紀後半に広めた二人の思想家、ハンナ・アーレントとユルゲン・
ハーバーマスの公共性論を中心に検討する。彼らの思想において共通する公共性の
概念は、誰もが公共的活動へ参画でき、人間の主体的な活動が促されること、つね
に市民に「開かれていること」である。この定義は、今文化施設に課せられている
「市民の主体的な参加を促す」という課題に有用な視座を与えてくれるだろう。 
 1990年代以降盛んになりつつある日本の公共性議論は、公と私が垂直方向に位置
付けられた二項対立的な思考図式からの変化に着目している。福祉国家としての「大
きな政府」の限界、地方分権の議論とともに、「公共」を担う主体が、政府や市場
のみでなく、地域社会や住民にも拡大されている。行政＝「官」としての公と私的
領域としての「民」の間に、地域社会を動かす新しい領域が存在する可能性である。
これは、アーレントのいう公共空間、ハーバーマスのいう市民的公共性にも呼応す
る公共性の構造と言えるだろう。 
 文化芸術への公的支援の根拠、すなわち文化の外部性議論は、文化施設の公共性
そのものを検討することでもある。 以上のように、公共性の意味・定義について
論考を試みつつ、文化および文化施設に課せられている新しい役割、公共性を考察
する切り口とする。 
 
２節．公共性の概念について 
 
１．ヨーロッパに始まった公共性の概念 
 
１－１．ジョン・ロールズとアマルティア・セン 
「公共性」というとき、一般的にはヨーロッパ社会において誕生した概念を指す。
代表的な公共性論は、ハンナ・アーレントの「公共世界と人間」論、ユルゲン・ハ
ーバーマスの「討議的公共世界」論がある。 
一方、1950～60年代のアメリカ合衆国の公民権運動、ヴェトナム反戦運動等を背
景に、正義とは何かを問うジョン・ロールズの「善き共同社会」論がアングロサク
ソン圏の政治哲学・道徳哲学に大きな影響を与えた。また、アマルティア・センは、
ロールズが「権利、自由と機会、所得と富、自尊心の基礎」という「社会的基本財」
の分配を問題にした意義を高く評価しつつも、人間の多様性が考慮されていないと
して、人々の多様性に着目した新たな福祉理論として「潜在能力と機能」論を提唱
した（4）。 
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 ジョン・ロールズとアマルティア・センに共通する視座は、それぞれ「正議論」、
「潜在能力」理論にもとづき、資本主義社会における不平等に対して、公正な分配
制度を構築しようというものであり、市場原理主義の欠陥を補い社会保障を基礎付
けた。 
ロールズは「公共性」を「善く秩序づけられた社会」としている。これを創出す
るために、「公正としての正義」を具体化する基本原理として「正義の二原理」をあ
げる。これは公平無私な見地から望ましい社会のあり方について考えた人々が選ぶ
とされる原理である。第一原理は、各個人は基本的自由に対する平等の権利をもつ
べきである、という平等な自由の原理である｡その基本的自由は、他人と同様な自由
と両立しうる限りにおいて、最大限広範囲にわたる自由でなければならない｡第二原
理は、社会的、経済的な不平等が許されるべき場合を述べている。社会的・経済的
不平等が満たすべき 2つの条件は、１）それらの不平等が最も不遇な立場にある人
の期待便益を最大化にすること、２）それが公正な機会の均等という条件下におか
れること、である（5）｡ 
ロールズの正義論の基本的構想は、個々人は他者との相互依存を通して、また、
知識や基礎理論との反省的考察を重ねながら自分自身の公共的判断を研ぎ澄ませて
いくというものである。 
アマルティア・センは、ロールズから規範倫理学を摂取しながら、ロールズの格
差原理では身体的・社会的障害がある人々を除外している点を指摘している。何か
を平等化することが最善ならば、重要なのは人々の主観的な効用レベルや基本財の
配分の方法ではなく、基本的潜在能力の平等化を達成することだというのがセンの
主張である（6）。 
センは、ロールズの正義の原理の限界を補強する立場から、福祉の哲学的基礎付
けを論じた。人間の福祉well-being(豊かさ)というものは、所得や主観的な効用と
いったものではなく、潜在能力の実現度合として捕らえるべきである。潜在能力と
は「ある人が価値あると考える生活を選ぶ真の自由」であり、その個人がもつこと
のできる選択肢の多さである。潜在能力の発揮とは、生きる幅の拡大であり、自由
の拡充である。福祉や社会保障は、人々の自己実現と自由を尊重するように行われ
なければならないと説いた（7）。 
ロールズとセンの論じる公共性は、自立した個人・強者の論理ではなく、他者の
置かれた立場に目線を合わせる原理・理念が必要であるとしたものである。人間が
多様であることを前提とし、誰もが持っているニーズ、権利としてのニーズを満た
すことが国家の役割とする統治論的な公共性を明らかにした。 
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１－２．ハンナ・アーレントとユルゲン・ハーバーマス 
 「国家的公」の概念とは異なる市民的「公共性」という概念を、20世紀後半に広
めた思想家がハンナ・アーレントとユルゲン・ハーバーマスである。 
アーレントとハーバーマスは、それぞれの視点から人々の「活動」と「コミュニ
ケーション」によって成立する「公共性」という概念を定式化した。アーレントは、
古代ギリシャのポリス公共性を、ハーバーマスは18世紀の公権力に抗した文芸的・
政治的公共性を範とし、それぞれ新たな時代の公共性のあり方を探っていった。 
アーレントは『人間の条件』（8）の中で、人間の活動を労働、仕事、行為に分類
した。労働は生物としての人間の身体的な必要性に応じるもの、仕事は人間の制作
能力によるもの、行為は人間が自分自身を他者の前で露わにする活動である。ア―
レントは、行為の世界に公共性を位置づけた。公共性を公開性と公共世界の2つの意
味で定義し、公開性の定義に見られる「万人」は唯一性を持つ一人一人の集合体と
して捉えられる。つまり個別性と共通性が備えられた人々である。彼らが言語活動
を通じて共有しあう世界が公共世界であり、それが人間の条件をなすというのであ
る。彼女は、万人や私たちということばを、均質で画一化された万人や私たちとい
う意味ではなく、「共通性」のみならず、「独自性をもつ多種多様な人々の構成体」
という意味で用いた。人間は他者と異なる自己を際立たせながら、「言語活動」に
よって他者とコミュニケーションし、自己のアイデンティティを確立していくこと
を強調した。言語を媒介とした相互的な行為がその個人の個性を最も表出するもの
である。だが、それが表出されるには、すなわち行為が可能となるためには、公的
な空間がなければならず、また公的な空間にみずから姿を現さねばならない。行為
には、行為を可能にする公的空間が存在していること、政治的＝ポリス的な秩序が
存在することが必要だと論じた。 
このハーレントの公共性論に大きな影響を受けたと自身が認めているのが、ユル
ゲン・ハーバーマスである。ハーバーマスによれば、ヨーロッパ社会において18世
紀中頃、カフェやサロンを舞台に「文芸的な公共圏」が立ち現れた。宮廷や教会な
ど旧来の公的・精神的権威に対抗して、また、生産や消費の必要性からも解放され
た空間にあって、表現の自由を標榜する全くの私人（市民）による自律的な領域が
形成された。「『公共圏』とは了解を志向するコミュニケーションが成立する相互主
観的な社会空間のことである。公共圏は、多種多様な意見を集約する討議（ディス
カッション）のアリーナ（闘技場）とそれらの意見の個別的なネットワークによっ
て構成される社会空間である。」（9） 
ハーバーマスが示した18世紀における市民的公共性の基本構図は図１のように表
せる。「基本的な分割線は国家と社会の間を分ける線で、これが公的領域を私的(民
間)領域から隔てている。公的領域の範囲は、公権力だけに限られているが、われわ
れはこれに宮廷をも加える。私的領域の中には、本来の意味での『公共性』も含ま
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れている。なぜなら、それは民間人の公共性だからである。(中略) 政治的公共性
は文芸的公共性の中から姿を現してくる。それは公論をつうじて、国家を社会の欲
求へ媒介する。」（10） 
 
（表１）ハーバーマスによる18世紀における市民的公共性の基本構図 
私的（民間）領域 (Privatbereich) 
公権力の領域 
(Sphäre der öffentl. Gewalt) 
市民社会 
（商品公易と社会的労働の領域） 
政治的公共性 
国 家 
（「内務行政」の領域） 
 
文芸的公共性 
（クラブ・新聞） 
（文化財市場） 
 
小家族的内部[親密性]空間 
（市民的知識層） 
都市 
 
宮 廷 
（貴族的宮廷的社交界） 
 (ユルゲン・ハーバーマス 1962 PP49-50より作成) 
 
やがて、この「文芸的な公共圏」という社会空間は、フランス革命に前後して、言
論、出版、集会の自由を核とする市民層の要求と結び付き、政治的意味合いを強く帯
びるようになっていった。19世紀後半からは、国家行政と経済の結び付きが強くなり、
国家と社会の分離を前提とする市民的公共性の自律性は相対的に弱体化する。1873年
に始まる大不況以来、自由主義の時代は終わり、国家によって失業、事故、病気、老
年、志望といったリスクはまかなわれるようになる。同時に「私的な留保領域である
家庭も、その地位の公的保障によって、ある意味で私的性格を奪われるのである。」
（11）また、文芸的公共性が発展して文化消費へ変貌していくにつれて、「文化を議
論していた公衆は、文化を消費する公衆」（12）へと変化し、「生産と消費の循環の
中に引き込まれ、もはや生活の必要から開放された別世界を構成しえないという理由
からみても、すでに非政治的なものなのである。」（13） 
こうして、公共性の原理は機能変化、構造変化を起こした。その後２０世紀後半ま
で状況はよりいっそう深刻化するが、ハーバーマスは、行政・経済のシステムから相
対的に自律した社会の新しい理解と公共性の理念を結合させる政治・社会理論を展開
していく。 「公共性」の批判的・規範的な側面を再生させようとしたのである。そ
の中心となる概念が、「コミュニケーション的自由」と「批判的公開性」である（14）。
絶えざる合意形成へと向かう試行錯誤の空間そのものが「公共性」であり、常に「開
かれている」こと、すなわち「公開性」を「公共性」の第一の条件とした。 
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１－３．アーレント及びハーバーマスの公共性概念についての総合的検討 
アーレントの公共空間論、ハーバーマスの公共性・公共圏論は、近代の公共論に
大きな影響を与えたが、両者の思想に対しては共通する批判点がある。それは、あ
る種の人々の排除の上に成立しているということである。 
アーレントは、私的なもの、社会的なものを排除している。彼女が模範とした古
代ギリシアの都市国家ポリスでは、生活圏（公的領域）と各個人に固有な家族の生
活圏（私的領域）が明確に区別されていた。自分自身のものである家族と、共同体
のものであるポリスの政治的領域はそれぞれ異なる機能を有していたからである。
「家族という自然共同体は必要〔必然〕から生まれたものであり、その中で行われ
るすべての行動は、必然〔必要〕によって支配される。」（15） 
ギリシャ市民であることは政治の舞台に参加することを意味していた。そのため
にはまず家族内での雑務である必然から解放されていなければならない。ポリスで
はこの自由は、奴隷制という暴力を用いて獲得することができた。「暴力は、世界の
自由のために、生命の必然から自分自身を解放する前政治的な行為」（16）として家
族内では正当化されており、この暴力も家族という組織も政治的領域に参加するた
めに必然からの解放として用いられたのである。「要するに、ポリスはただ『平等者』
だけしかいないのに、家族は厳格な不平等の中心であるという点で、両者は区別さ
れていたのである。自由であるということは、生活の必要〔必然〕あるいは他人の
命令に従属しないということに加えて、自分を命令する立場に置かないという、二
つのことを意味した。それは支配もしなければ支配されもしないということであっ
た。」（17） 私的な領域とは、privative の語源が示す通り、何ものかを奪われて
いることを意味する。家族内部では奴隷制という暴力によって不平等が存在し、そ
の存在によって家長は自由を手にしていた。それは政治への参加を意味し、その政
治の領域での言論と活動は自由に行われていたのである。家庭内部で行われる活動
は種の保存といった必然性に関連した活動であり、そのための不平等なのである。
これが私的領域で行われる活動であった。一方、公的領域である政治は家庭の不平
等を前提にして存在する平等な市民によって支配されていた領域である。だからギ
リシャ市民が政治への参加を誇りに思っていた反動として、私的領域（private）が 
deprived という「なにものかを奪われている状態」（18）として位置づけられてい
たのである。 
 「ギリシャ人の都市国家は、知られる限り、もっとも個人主義的で、もっとも画
一的でない政治体であった。」（19） しかし、「近代の私生活は、政治的領域よ
りもむしろ社会的領域のほうに密接かつ確実に結びついている。」（20）とア―レ
ントはいう。社会的領域とは「生命の維持のためにのみ存在する相互依存の事実が
公的な重要性を帯び、ただ生存にのみ結びついた活動力が公的領域に現れるのを許
されている形式にほかならない。」（21） つまり、社会的領域は家族的領域の延
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長であり、画一的であり経済的であり、社会的領域に属する近代人は、没個性化し
た存在であると捉えることができる。 
アーレントの公共性概念は、古典的理論に固執したものであり、あまりにも理想
主義的で、現実への適用可能性に乏しいとする批判も多く存在する（22）。 また
アーレントにおける公・私のあいだの境界線はジェンダーの二項対立軸と一致して
おり、「公的」領域すなわち男性性、唯一無二の存在としての個人、自由、政治、
行為の空間と、「私的」領域すなわち女性性、身体、必然、家庭、自然の空間を峻
別するために設けられていると、多くのフェミニストたちから批判されることにな
った（23）。  
ハーバーマスもアーレントの公共性概念に対して、その古典的理論への固執ゆえに、
現代的な諸問題には適用出来ないといった指摘を行っている（24）。 
一方、ハーバーマスが公衆の担い手としたのはブルジョアに相当するもので、多
くの人々はそこから排除されていたことを指摘した批判が多い。たとえばフレイザ
ーは、「問題なのは，公開性と接近可能性というレトリックを用いるにもかかわら
ず、公式の公共圏がかなりの部分の人びとの排除にもとづいており，じっさいにそ
の排除が重要な構成要素をなしていたことである」と指摘している。「女性，農民，
ナショナリスト，労働者階級の公共圏の可能性を排除し，逆に言えば公共圏がブル
ジョア公共圏とされることで、それらが歴史の闇に葬り去られるのである」（25）。 
 尚、ハーバーマス自身も、こういった批判を積極的に受け入れた。後年は、1960
年代以降に起こった平和運動、環境運動、女性運動や、80 年代の東欧での民主化運
動といった「新しい社会運動」に注目。それらが政治に与えた影響力、NGOの登場と
影響力を踏まえ、自発的に構成された団体、組織、運動をブルジョア社会とは異な
る新しい市民社会の構成単位として位置づけている。 
アーレントとハーバーマスの公共性には、排除性という問題はあるが、両者の思
想に共通した価値理念である近代社会的共同性（連帯）や公開性については、市民
的な公共性の重要な視点と考えられる。両者とも開かれた公共空間に主眼がおかれ
ているという点である。アーレントの公共性は、直接的な話し合いと相互に人格を
顕現する活動の空間であり、ハーバーマスの公共性は、対話と共同の行為によって
成立する公共圏である。それらが政策に影響を与える公論を形成しうる空間として、
私的領域と国家をつなぐ市民社会における公共性の発露になると考えられている。 
ハーバーマスのいう「公共圏」においては、人々は他者との交流の中で生きてお
り、オープンなコミュニケーション(討議)が展開され、多様なネットワークが形成
されることで、「公論」が形成される。アーレントも、人は「言語活動」によって
他者とコミュニケーションし、自己のアイデンティティを確立していくことを強調
し、そのために公的な空間が必要と説く。また、アーレントにおいても、ハーバー
マスにおいても「公開性」が重要な概念であり、誰もが公共的活動へ参画でき、人
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間の主体的な活動が促されること、つねに市民に「開かれていること」こそが公共
性であると定義している。 
ハーバーマスの『公共性の構造転換』は、公共圏の批判機能（討議機能）の喪失
を主要テーマにした論文である。市民的公共圏が再び「消費の享楽」を乗り越えて
「公論（公共的な意見の集約）」を取り戻すためにどうすれば良いのかがハーバー
マスが提示する問題点である。この課題は､後年『コミュニケーション的行為の理論』
(26)で、国家・行政システムと経済システムの複合体による生活世界の植民地化と
して理論化される。社会を「生活世界（コミュニケーション的合理性）」と「シス
テム（国家行政・資本主義経済）」の二層構造としてとらえ、目的合理性や経済効
率性などの原理によって作動する「システム」が、道徳的なコミュニケーション的
合理性の原理によって運営される「生活世界」を脅かすと、各領域に病理現象が発
生すると説く。システムによる生活世界（自由の王国）の支配に抵抗するためには、
「公共圏」での了解を志向するコミュニケーションと討議による「民主的な意志の
集約」が必要になる。「公共圏」の概念はハーバーマスの思想に一貫する中心的概
念であり、市民社会の再建（非経済的・非国家的な個人相互の主体的なネットワー
ク化）という課題を提示している。 
 
２．日本における公共性議論 
 
日本社会では、「公」は、民である「私」と上下関係を形成し、多くの場合「公」
である「お上」が民に「お触れ」として告知するという独特の構造をもつ。政治や
行政、組織には依然としてこの対立図式が色濃く残っている。あるいは実務的には
「公共事業」、「公益法人」、「公共の福祉」、「公道」、「公民館」といった言
葉に代表されるように、国や自治体が市民に理解を求める際に使用される言葉が「公
共性」であった。 
丸山眞男は『政治学』(1960)で、「戦後において滅私奉公の神話が崩れ、エゴつ
まり私的利害が日陰者の地位を脱しながら自発的結社の発生はまだ定着しないため
に、そこから公共性への自主的通路が生まれない。だから依然として官憲国家が公
共性を代表し、その慈恵による国庫支出、社会保障という性格が強く残っている。」
と、本来官憲国家は公的なるものとは必ずしも一致しないと説いた。それに対して
間宮陽介(1999)は、「公と私とは別に、公と私を結びつけるものとしての公共性と
いう概念がある。これが大事である。それを導入すれば丸山政治学で言えば、政治
的なるものは公的なるものとは必ずしも一致せず、むしろ公共性と過不足なく一致
することが理解できるであろう。」（27）と述べている。 
「公共性」が国家や行政そのものであるという文脈から飛び出して、肯定的でし
かも活発に用いられるようになったのは1990年代になってからである。山口定
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(2003)によれば、国立情報研究所が提供するデータベースにおいて、「公共性」と
いう語を表題に含む人文・社会科学関係の論文数は、1975年から2002年までの間に
1100点にも達し、とりわけ90年代後半以降その増加が著しいという。それら1100点
の論文をキーワードごとに分類し、論文数の多い順にあげると、行政一般、教育、
都市、環境、学校、自治体、民営化、公害、まちづくり、公共事業、グローバル化、
となっている（28）。きわめて広範な領域において公共性への関心が高まっている
ことが示されている。学問領域でみても、公共経済学、社会学、政治思想、政治哲
学、法律学、法哲学、行政学、法律学等、議論は広い分野に及び、理論的にも実務
的にも様々な論点を抱えている。 
齋藤純一(2000)によれば、「公共性」が「肯定的な意味合いを獲得するようにな
ったコンテクストの一つは、国家が〈公共性〉を独占する事態への批判的認識」の
拡がりがあったからだという。「すでに60年代末以降、公共事業を含む政府の『公
共政策』に対して、住民運動、市民運動という形での抗議が提起されてきた。それ
が、90年代初頭、バブル崩壊後に国家の財政破綻が露になると、『公共性』に対す
る批判的な問題意識は広く一般に共有されるようになった」（29） 
また、斉藤純一(2000)は、様々な議論を整理し、一般に「公共性」という言葉が
用いられる主要な意味は、次の三つに大別されると言う。第一に、国家に関係する
公的な（official）ものという意味。第二に、特定の誰かにではなく、すべての人
びとに関係する共通のもの（common）という意味。この意味での「公共性」は、共
通の利益・財産、共通に妥当すべき規範、共通の関心事などを指す。第三に、誰に
対しても開かれている（open）という意味。この意味での「公共性」は、誰もがア
クセスすることを拒まれない空間や情報などを指す。そして、これらはいずれも国
家との関係の程度や関係する人々の範囲、公開の程度という大小関係の想定（測度
化）や順序付け、分類などが可能であり、ある事象の公共性を判定する際の示標と
して用いることができる。 
山脇直司(2004)は、「governmental やofficial という意味での『政府の公』と、
市民、国民、住民の総称としての『民の公共』と、私有財産とか営利活動とかプラ
イバシーなどの『私的領域』の３つを区別しつつ、その相互作用を考察するような
三元論的なパラダイムを、実体概念としてではなく関係概念として捉えるという見
方が必要である」という（30）。そして、「滅私奉公」という「人間―社会」観で
も、「滅公奉私」（31）、つまり他者感覚を喪失した「人間―社会」観でもなく、
「活私開公」という人間観、個人一人一人が活かされながら民の公共を開花させ、
政府の公をできるだけ開いたものにしていくような「人間―社会」観が必要と説く。
ここでもやはり、「開いていくこと」=「公開性」が公共性の重要なファクターとさ
れている。 
山口定（2003）は、以下の8点を「公共性」を判定する基準として提起している。 
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①社会的有用性もしくは社会的必要性：社会にとっての必要性あるいは効用の大小。 
②社会的共同性：社会ルールや価値観との適合性。 
③公開性：開かれていること。 
④普遍的人権：人権の保障。 
⑤国際社会で形成されつつある「文化横断的諸価値」：自由、人権、デモクラシー、
寛容、持続可能性 
⑥集合的アイデンティティの特定レベル：重層的、多元的な帰属意識の中で、共
同体をどの範囲に設定するか。 
⑦新しい公共争点への開かれたスタンス：新しいリスクに対して柔軟で開かれた問
題意識を持つ。 
⑧手続きにおける民主性：定められた手続きが民主的であるか。手続きが遵守され
ているか。 
政治経済学の立場からいち早く公共性の基準を提起したのは宮本憲一である。宮
本(1989)は、自ら関わった大阪空港訴訟の経験を踏まえて、公共事業や公共サービ
スの公共性について以下のような尺度を提唱する（32）。 
①その事業やサービスが生産や生活の一般的条件、あるいは共同社会的条件であ
ること。 
 ②その事業やサービスが特定の個人や私企業に占有されたり、利潤を直接間接の
目的として運営されるのではなく、すべての国民に平等に安易に利用されるか、
社会的公平のために運営されること。 
 ③公共施設の建設、改造、管理、運営に当たっては、周辺住民の基本的人権を侵
害せず、かりに必要不可欠の施設であっても、出来うる限り周辺住民の福祉を増
進しうること。公共サービスについても基本的人権を侵害してはならない。 
 ④公共施設の設置、改善や公共サービスの実施については住民の同意を得る民主
的な手続きを必要とすること。この民主的な手続きには、事業・サービスの内容
が住民の地域的な生活と関係するような場合には、住民の参加あるいは自主的な
管理をもとめることをふくんでいる。 
以上の４つの基準をあげ、「この基準にしたがって、現実の公共財・サービスを判
断すると、公共性の秩序がつくられるであろう。これらの諸条件を満足させるよう
なものは公共性が高次である」と説く。 
2001年11月以降の9ヶ月で一挙に全10巻を刊行し、その後も第2期 5巻、第3期 5
巻を発刊、全20巻からなる佐々木毅、金泰昌編『公共哲学』（東京大学出版会）叢
書は、対話的な手法をもって公共性問題にアプローチしようとしたシリーズである。
以下の4つの観点に留意して編集されたと記されている。 
①公共性を，個を殺して公に仕える「滅私奉公」のような見方ではなく，個が私
を活かして公を開く「活私開公」という見方でとらえる。 
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②従来の「公」と「私」という二元論ではなく，「公」と「私」を媒介する論理と
して公共性を考える。 
③公共性の担い手について，国家が独占するという観点よりは，市民や中間団体
の役割を重視するという観点から議論を進める。 
④グローカル（グローバルかつローカル）なレベルでの公共性について積極的に
考慮する。 
人文社会科学、自然科学に広範囲にわたるテーマを取り上げ、基本的には、「政府
の公」と「民の公共」と「私」の三領域を区別しつつ議論しているが、相関的三元
論とは異なる論者の意見も含め、自由闊達な討論を試みている。 
他にも、公共性概念に関しては、現在なお様々な議論が進行中であり、それぞれ
の問題関心にもとづき定義するため、領域によって多くの見方がある。近年の主な
公共性概念の領域を整理したものが（表2）である。 
 
（表2）近年の公共性言説の布置関係 
国家的<公>共性 市民的公<共>性 <私>的領域 
① 
パブリック・サービス 
（公共財・社会保障） 
④ 
ボランタリー・アソシエーション 
（新しい社会運動・ＮＰＯ） 
⑦ 
自治的市民 
（自己決定・プライバシー） 
② 
ナショナル・アイデンティテイ 
（国民/国家共同体） 
⑤ 
公民/公論共同体 
（コミュニティ・審議民主主義） 
⑧ 
家族/親密圏 
（アサイラム・承認・ケアリング） 
③ 
パブリック・セキュリティ 
（国防・治安・リスク管理） 
⑥ 
マーケット秩序/チャリティ 
（規制緩和・ブルジョア市民主義） 
⑨ 
自己開発 
（自助・自尊・ワークフェア） 
            （江口厚仁『公共性論の現在』2007他より筆者作成） 
 
 
３節 文化芸術の公共性について 
 
 １．公共財としての文化芸術 
 
本節では、文化芸術という有形･無形の財の性質についての議論を整理した上で、
文化芸術の外部性について検討し、公共財としての文化芸術のあり方について考察
する。 
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公共財とは、すべての人々に共同で消費、利用される財のことである。一人の消
費者に提供しようとしてもそのほかの消費者も消費することができ、物理的・コス
ト的に排除することができない非排除性と、特定個人の消費が他の個人の消費を制
限しない非競合性という性格をもつ。一方私的財は、それを消費する特定個人の効
用が高められるだけの財である。 
 ある財が個人的利益と社会的利益を共にもたらし、政府のみならず民間からの供
給も可能な場合、準公共財という。準公共財には、クラブ財とメリット財（価値財）
がある。クラブ財とは、会員権の発行によってその利用が制限されるスポーツクラ
ブや、公共財の利用によって混雑が生じ競合性が生じる高速道路、公共交通等であ
る。メリット財は、私的財に近い性格を持ちながらも、そのサービスを受けること
が、本人だけの利益だけではなく、何らかの意味の社会性を持つ財のことである。
市場において供給することが可能であるにもかかわらず、政府が、ある特定の財を
消費することが望ましいと判断して供給する。例えば、教育が持つ価値を政府が認
めて国民に義務付ける義務教育や、所得再配分を目指した低所得者向けの住宅等の
福祉サービスである。 
文化芸術は個人の趣味や教養、精神的な満足、生きがいなどに関わるもので、行
政が文化芸術の財･サービスを供給することの正当性については議論の的となって
きた。片山泰輔(2009)は、芸術文化がもつ公共財としての便益についての諸説を、
以下のようにまとめている。（33） 
  ①文化遺産説  
チケットを買って劇場や美術館に行かない人も、「文化遺産」として後世に残した
いと思っている人がいる。その便益の部分は、市場で取引されない公共財の特徴
を持つ。 
②国民的威信説・地域アイデンティティ説  
優れた芸術の存在が国民に「威信(prestige)」をもたらすことがある。地域レベ
ルでみると、芸術の存在が「地域アイデンティティ」をもたらすことがある。  
③地域経済波及説  
芸術が存在することで、観光客の消費が拡大する、あるいは有能な労働者を集め
やすいといった便益が生じることがある。 
④一般教養説  
芸術という一般教養があることによって、社会全体に広く利益をもたらすことが
ある。 
⑤社会批判機能説  
芸術がもっている社会批判機能の便益は、直接芸術鑑賞する人以外にも及ぶ。 
⑥イノベーション説  
実験の成果は、多くのアーティストに利用可能な便益。失敗も便益をもたらす。 
 22 
⑦オプション価値説  
「将来利用することができる」ということがもたらす便益。  
これらの便益は、ただ乗りが可能であり、⑦のように現時点では支払行動につな
がらず費用負担されないため、市場メカニズムに委ねているだけでは、必ずしも十
分に供給されない可能性がある。ただし、文化芸術が以上のような準公共財として
の性格を有するからといって、政府が財政支出をすべきであるということには繋が
らない。人々がこれらの公共財的側面に対して公的支出を望むことが必要である。 
財やサービスが持っている存在価値、遺贈価値、オプション価値といったような、
市場でなかなか表れてこないような価値について、市場を仮想的に作り出して、そ
の価値をできるだけ数値化する手法として、ＣＶＭ（Contingent Valuation Method、
仮想市場評価法）がある。 
1998年に開館した新潟市民芸術文化会館（りゅーとぴあ）では、2005年～2006年
にかけて市民調査を実施した。仮に、将来にわたってこの文化活動を維持存続させ
るために支援基金を作ったとした場合に、いくら支払ってもよいか（支払意志額）
を尋ねている。その結果、平均値で年間約2500円を支払ってもよいという結果を得
ている(34)。りゅーとぴあの施設管理費は年間７億6000万円、自主事業補助金が２
億4000万円、合計年間約10億円かかっているが、新潟市の成人人口約65万人が2500
円ずつ払えば、16億円を超える。このことから、現在の助成のレベルは市民の合意
を得られるものであると考えられる。支払の理由としては、子や孫など将来世代の
ために必要、市民が文化、芸術活動の場として利用する、新潟市の都市としての魅
力を高めるなどとされている。支援者に関しては、地方自治体が主たる支援者とな
るべきであるとする回答者が、入場者および施設の利用者が負担すべきと回答した
人より多く、市民対象の芸術文化活動の普及、芸術文化教育や国内の芸術家の公演
の増加も期待されている。経済波及効果は、観客約2500のサンプル調査の結果、最
終需要は約13億円、産業連関表を使った分析によると、最終的な生産誘発額は20億
円を超え、経済的な活動主体としても重要な役割を担っている。  
少なくともこの事例においては、芸術や文化は市場だけでは成立しないというこ
とに対して、市民、観客の間にもコンセンサスがあると言える。 
2001年に文化芸術振興基本法が施行され、文化芸術の公益性は認められている。
文化振興は国や地方自治体にとって当然の責務であるとされるが、文化芸術のどの
領域をどの程度支援すべきかは、地方自治体により大きく異なっており、必ずしも
明瞭ではない。また文化行政に対する評価の仕組みが構築されているとは言いがた
く、その成果が適切に評価されにくい。入場者数や施設の稼働率、事業収支など、
効率性や経済性の指標のみならず、文化的な価値や質、その影響度等を評価する指
標や基準がなければ、文化芸術分野の評価としては不十分である。事業の実施目的
の達成度について、質的な面を含めた評価の手法があってこそ、財政上の適正規模
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を決定することができる。 
 
２．文化の外部性についての諸理論 
 
文化芸術に対して国家や自治体が支援する理論的な根拠に関する基本的な議論と
文化の外部性について概観しておく。 
アダム・スミスは「国富論」第５篇第 1 章の中で、庶民の教育に対して公共社会
の注意を必要とすることを述べている。分業が進むに連れて国民の大部分の仕事が
きわめて単純な作業に限定される。すると「困難を除去するための方策を見つけだ
すのに自分の理解力を働かせたり、創意を働かせたりする必要がない。（略）そのた
め彼は自然に、そのような努力の習慣を失い、およそ人間としてなりうるかぎり愚
かで無知になる。精神の活発さを失うことによって、彼はどんな理性的な会話を楽
しむことも、それに参加することもできなくなるばかりでなく、寛大、高貴、ある
いはやさしい感情をもつこともできなくなる」（35）。それを救うためには文化芸術
に接する機会を提供すべきと説く。 
「公衆の娯楽を頻繁で陽気なものにすることである。絵画や詩や音楽や舞踊によ
って、またあらゆる種類の演劇や展示によって、中傷や下品にならずに人々を楽し
ませ、気晴らしをさせることを企てて、自分の利益を追求するすべての人びとを、
国家は、奨励すなわち完全な自由を与えることによって、ほとんどつねに民衆の迷
信や熱狂の温床である憂鬱で陰気な気分を、彼らの大部分から容易に発散させてし
まうだろう。」（36） 
芸術・文化は一部の持てる者の特権ではなく、持たざる者もそれを享受できるこ
とが社会の安定につながるから必要だというのである。個人にとってのみならず社
会にとって有益である、だからこそ公共性を有する。 
スミスの死後、イギリスでは産業化・工業化の進展を背景に、失われた手仕事の
良さを見直し自然や伝統に美を再発見するアーツ＆クラフツ運動が起こった。その
中心的人物は思想家ジョン・ラスキンとデザイナーで思想家、詩人でもあったウィ
リアム・モリスである。ラスキンはものがもつ「生を支える絶対的な力」によって
ものの価値を測る「固有価値論」を唱えた。「生を支える絶対的価値」をもつものの
ひとつとして、芸術をはじめ美を備えたものをあげている。「有効価値の生産のため
には常に二つの必要なものがある。第一は、財が、もともと利用しうるという性質
をもつものとして生産されているということ、第二は、人間が生産されたものを利
用する能力を身に着けていること。」（37）というように、固有価値が有効なものに
なるためには、それを享受する能力が必要であることを指摘した。 
モリスたちが唱える理想社会―すべての人々が芸術の薫り高い生活を送る―を実
現するためには、民衆が身近な生活に芸術を取り入れていく環境と、芸術を理解し
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うる教育が必要である。そうすれば、「生産者は創造性を発揮し享受者は享受能力を
高め、人間の生命やくらしの充実に貢献しうる有効価値を実現してくれる」（38）と
期待したのである。 
1945 年の「イギリス芸術評議会」設立に尽力したジョン・M・ケインズは、「来る
べき時代においては、国民大衆が、古い時代において恵まれた少数者だけに与えら
れていた美術の楽しみを味わうことができるようにしなければならない」と考え、
「近代世界においては、芸術は古い時代における裕福な階級の庇護に変わるべき新
しい後援を要求している」と、芸術保護における政府の役割の重要性を示した。さ
らに芸術に関しては政府を直接決定に介入させず政治的中立を保たせるために、助
成機関と政府の間に一定の距離（アームスレングス）が必要だという「アームスレ
ングス」の法則を打ち出した。 
 文化芸術への公的支援の根拠に関する分析としては、ボウモルとボウエン（1966）、
フライとポマレーネ（1989）、ハイルブランとグレイ（1993）、スロスビー（1994、
2002）らの研究がある。中でも、 現代の文化芸術の公的支援に明確な理論的根拠
を提示したのは、W.J.ボウモルと W.G.ボウエン著の『舞台芸術 芸術と経済のジレン
マ』（39）である。米国全土の演劇、音楽、バレエ、ダンス、オペラなど舞台芸術諸
団体の財政問題を綿密なケーススタディに基づいて分析、舞台芸術は経済的に自立
不可能であり、経済一般が発展していく中で、所得不足（赤字）が年々増大せざる
を得ないことを科学的に立証した。 
 所得不足の必然性＝「市場の失敗」がただちに公的支援の根拠とはなり得ないが、
芸術文化の持つ外部性に着目した。文化芸術はそれを直接享受する個人だけでなく、
その個人が属するコミュニティにも様々な便益をもたらし、私的財の側面と公共財
の側面を合わせ持つ準公共財ないしは混合材であるとした（40）。ボウモルとボウエ
ンが指摘した外部性は、以下の 4点である。 
①舞台芸術が国家に付与する威信 
②文化活動の広がりが周辺のビジネスに与えるメリット 
③将来世代への効用（芸術水準の向上、観客の理解力の発達） 
④コミュニティにもたらされる教育的貢献 
 このように「芸術が共同体全体に普遍的な便益を提供しているのだとすれば、芸
術は多かれ少なかれ公共財であり、その便益はチケット売場において回収が期待で
きる売上げを明らかに上回っている」（41）ために、政府が支援することは合理性
がある。 
また、観客調査の結果、舞台芸術の観客は、高学歴、高所得、専門職といった属
性を持つ人が多い点を指摘。文化芸術が社会的に有用であるという公共性を持つの
であれば、平等性、再分配の観点から政府が文化活動を支援すべきであると論証し
た。 
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ボウモル/ボウエンが示した文化支出の理論的根拠を纏めると、①所得不足の必然
性、②文化芸術の外部性（社会的便益）、③平等性･再分配の3点である。この提言
は1965年に米連邦政府が芸術助成のためのＮＥＡ（全米芸術基金）を創設するきっ
かけになった。 
ボウモル/ボウエン以降も、文化芸術への公的支援の理論的根拠と文化芸術がもつ
外部性についての研究がみられる。 
フライとポメレーネは『芸術と市場一芸術経済学の探究』（42）において文化芸
術の正の外部性について次のように指摘している。 
①オプション価値－今すぐ消費しないが、芸術の供給によって受けるかもしれな
い便益 
②存在価値―歴史的建造物のような、一度壊してしまえば商業ベースでは復元不
可能なものが持つ便益。 
③遺産価値―次世代の人々は、自分達の選好を現時点で表示することができない
ので、引き継ぐ努力を怠ると断絶してしまう便益。 
④威光価値―国民としての誇りを感じさせ、文化的アイデンティティの維持に貢
献する。 
⑤教育的価値一社会の創造性や文化的評価能力を高め、その結果、社会の構成員
が受ける便益。 
 同書の中でフライとポメレーネは、スイスにおける文化的案件への住民投票の結
果について詳細な分析を行った。1967年、スイス・バーゼル市においてピカソの絵
を購入すべきかどうかを住民投票で決定した際に、住民のどのような選考が反映さ
れたかをバーゼル市を21区に分けて検証した。高所得者ほど賛成が多い、美術館へ
の交通費が少ないほど賛成が多い、税金の上昇が大きいほど賛成が少ない、といっ
た仮説では投票結果を説明できず、遺産価値、威光価値、存在価値という文化の外
部性が評価されていることを証明した。投票に際して、コミュニティにとって名画
を所有することの意義や、ピカソの絵の価値について議論や学習を行った後では、
住民投票が私的な便益のみを考慮するわけでなく、社会的便益をも反映し得ること
を示した（43）。 
またハイルブランとグレイは芸術文化の外部性について下記の6点を指摘してい
る（44）。 
①将来世代への遺贈 
②国のアイデンティティまたは威信 
③地域経済への貢献 
④自由な教育への貢献 
⑤芸術への参加による社会進歩 
⑥芸術的イノベーションを促進することによる便益 
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以上のように、文化芸術はそれを直接享受しない人にも便益を及ぼす外部性があ
るため準公共財と位置づけられる。外部性には、１)文化芸術を消費することによる
経済波及効果と、2)文化芸術を享受することで人やコミュニティにもたらされる便
益の大きく 2 つの側面がある。また観客の属性から、芸術家を支援するだけでは税
金で高所得者を支援することになる。 そこで公的資金を使いチケット価格を下げた
り、地域間格差を縮小したり、子どもの頃から文化や芸術に親しむ機会を提供する
など、広範囲の人々に文化へのアクセスを保障することが必要になることを示した。 
 文化芸術の外部性に関するこれらの諸説の相似的な対応を一覧にすると（表 3）の
とおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これらの文化芸術がもつ外部性から、文化芸術への公的支援の理論的根拠を導き
出していくのであるが、片山（1995）は、「芸術文化の外部性」の議論を検討し、
芸術文化への公的支援の合理的根拠を、資源配分、平等主義・所得配分、価値財の
３つに分けている（45）。 
資源配分の考え方は、たとえば舞台芸術がもたらす便益には、直接の鑑賞者以外
に、劇場に足を運ばない人にも何らかの便益があり、それが（表3）の威光価値、遺
産価値、地域経済波及説、社会向上説、オプション価値説などである。 
ボウモル/ボウエン ハイルブラン/グレイ フライ/ポメレーネ 
・舞台芸術が国家に付与す
る威信 
・国のアイデンティティまた
は威信 
・威光価値（国民としての誇り、文化的アイ
デンティティの維持） 
・文化活動が周辺のビジネス
にもたらすメリット 
・地域経済への貢献  
･将来の世代への利益（芸術
水準の向上、観客の理解力
の発達） 
･将来世代への遺贈 ･遺産価値（次世代の人々は自分の選考を
表示できないので、引き継ぐ努力を怠ると
断絶してしまう便益） 
・存在価値（歴史的建造物のように一度壊
すと商業ベースでは復元不可能なものが
持つ便益） 
・コミュニティにもたらされる
教育的貢献 
・自由な教育への貢献 ・教育的価値（社会の創造性や文化的評
価能力を高めて、その結果、社会の構成
員が受ける便益） 
 ・芸術への参加による社会
進歩 
・オプション価値（今すぐ消費しないが､芸
術の供給によって受けるかもしれない価
値） 
 ・芸術的イノベーションを
促進することによる便益 
 
（ボウモル＆ボウエン（1966）、中川幾郎（2001）、後藤和子（2005）他 より筆者作成） 
（表 3）文化芸術の外部性 
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平等主義・所得配分の考え方は、すべての人が等しく芸術を鑑賞する機会を持つ
べきだという立場を取るもので、低所得の人々への鑑賞機会提供、芸術享受能力の
教育、芸術鑑賞の地域格差の是正という３つに議論が分かれる。 
価値財という考え方は、芸術文化を、消費者の好みにかかわらず、政府が供給す
るのが望ましいとされるような財、すなわち価値財と見なす立場で、これはパター
ナリズム（温情主義）とも呼ばれる。義務教育や福祉のように、国民が選ぶ前に、
国家の側があらかじめ良いもの・望ましいものを提供した方がよいという考え方で
ある。 
池上（2003）によれば、A. マーシャルが外部経済という概念を提起してから、当
事者間の取引によって、当事者間の利益が得られるばかりではなく、当事者以外の
第三者や社会の多くの人々が利益を得るという論点が注目されるようになり（46）、
それが文化政策の理論にも大きな影響を与えている。たとえば、美術館に行ったこ
とがなくても、自分の町にあることが住人の誇りになったり、多くの来館者で地域
の商店街が活性化するという効果もあるといったことである。 
文化の外部性を指摘した理論の中でも、特にボウモル、ボウエン理論は、文化芸
術の外部性及びそれへの公的支出の根拠を、「有用性と芸術性の 2つの側面から把握」
（47）しており、文化経済学の共通認識となっている。また「芸術文化の領域だけ
でなく、サービス産業を中心に経済分析のひとつのツールとして定着」（48）するな
ど、その論旨の一般的な妥当性が承認されている。 
 
４節 ３章のまとめ  
 
１．政治学における公共性概念 
 
本章では、欧米の代表的な公共性理論の中でも、「市民的公共性」という概念を、
20世紀後半に広めたハンナ・アーレントとユルゲン・ハーバーマスの公共性論を中
心に検討した。合わせて、1990年代以降盛んになりつつある日本の公共性議論にお
ける、公と私の二項対立的な思考図式からの変化に着目した。「公共」を担う主体
が政府や市場のみでなく、行政＝「官」としての公と、私的領域としての「民」の
間に、地域社会を動かす新しい領域が存在し、それが公共性を担うという可能性で
ある。 
アーレントが論じる公共性は、直接的な話し合いと相互に人格を顕現する活動の
空間であり、ハーバーマスが重視する公共性は、対話と共同の行為によって成立す
る公共圏である。それらが政策に影響を与える公論を形成しうる空間として、私的
領域と国家をつなぐ市民社会における公共性の発露になると考えられている。ハー
バーマスのいう「公共圏」においては、人々は他者との交流の中で生きており、オ
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ープンなコミュニケーション(討議)が展開され、多様なネットワークが形成される
ことで、「公論」が形成される。アーレントも、人は「言語活動」によって他者と
コミュニケーションし、自己のアイデンティティを確立していくことを強調し、そ
のために公的な空間が必要と説く。彼らの思想において共通する公共性の概念は、
誰もが公共的活動へ参画でき、人間の主体的な活動が促されること、つねに市民に
「開かれていること」である。 
山口（2004）は、従来、国家・政府・行政によって独占されてきた権力的な「公」
と、「公共」とを峻別し、「公共」を、「私」と「公」を媒介するものと位置づけ、
一般性、公平性、市民性、公開性、共同性、多様性、討議という特性を備えたもの
が公共性であると定義している(49)。これはハーバーマスのいう「公共圏」に通底
する。また市民的公共性の要件である「公開性」は、斉藤純一が公共性を、１）国
家に関係する公的なもの（OFFICIAL）、２）特定の誰かにではなくすべての人びとに
関係する共通のもの（COMMON）、３）誰に対しても開かれている（OPEN）、という３
つに大別した上で、そのひとつとしてあげるOPEN性、即ち誰もがアクセスすること
を拒まれない空間や情報などと共通する。 
これらの公共性議論を踏まえた上で、本論では公共性を「誰に対しても開かれ、
市民の主体的参加を誘発する契機になること」と捉えることとする。 
 
２．経済学からみた外部性と公共性 
 
文化資源の公共性を検討するに際し、経済学の視点から文化芸術の準公共財とし
ての性格と便益を整理した上で、公共投資の根拠となる文化の外部性議論を概観し
た。文化芸術は人々の精神的な満足や生きがいなどに関わり、社会的な便益をもた
らす一方、市場メカニズムに委ねているだけでは、必ずしも十分に供給されない可
能性がある。 
ボウモルとボウエンが指摘した 
①舞台芸術が国家に付与する威信 
②文化活動の広がりが周辺のビジネスに与えるメリット 
③将来世代への効用（芸術水準の向上、観客の理解力の発達） 
④コミュニティにもたらされる教育的貢献 
という文化の外部性４点は十分に妥当性がある。 
但し文化芸術が準公共財としての性格を有するからといって、政府が財政支出を
すべきであるということには繋がらない。人々がこれらの公共財的側面に対して公
的支出を望むことが必要である。現在、国や地方自治体が文化芸術のどの領域をど
の程度支援すべきかは不明瞭で、文化行政に対する評価の仕組みも構築されている
とは言いがたく、その成果が適切に評価されにくい。効率性や経済性の指標のみな
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らず、文化的な価値や質、その影響度等を評価する指標や基準を含めた評価の手法
が必要である。 
 マスグレイブ(1980)は、何らかの社会的理由で、ある種の私的財、もしくは準私
的財の中で、非市場財として政府が無料もしくは低廉な価格で供給するほうが望ま
しいと判断される財があるとして、それを価値財（merit goods）と定義している（50）。
人々の個人的選好に還元して基礎付けはできないが、社会的な価値の観点から提供
されることに公共的な意義がある財であり、義務教育、公営低家賃住宅、医療、図
書館、公共交通、学校給食等に加え、マスグレイブは、芸術への公共補助にも言及
している。価値財は、それを必要とする根拠が非経済的なものであり、政治的判断、
もしくは「温情主義（patternalism）」に基づくものであり、個人の選考に対する
政府の介入になるかが論じられていた。 
鈴村興太郎（2002）は、価値財について「重要な概念だと私は思いますが、標準
的な経済学のなかでは座りの悪い概念とされていることも事実です。この概念の理
論的基礎付けを行うことは、現状ではまだオープン・クエスチョンだと私は思いま
す。公共（善）の観念を深めるうえでも、マスグレイブの価値欲求なしい価値財と
いう概念は重要性をもつ筈だと思っています」と述べている(51)。 
明石（2005）は、英国において行政が民間企業、協働組合、ボランタリー組織な
どの非行政組織に社会福祉サービスの提供の業務を委託したことで、｢公共｣サービ
ス提供自体の社会的意義を問いなおす契機となったいう。行政が実施すべきと見な
されていたサービスを非行政組織が提供する事態は「市場の失敗」という根拠に再
考を求め、価値財についての議論の復活、公共財についての理論的・政策的な再検
討の必要性を示唆する。それは「地域コミュニティが抱える問題の解決に際して、
近隣相互扶助、連帯、安全網などと呼ばれる地域住民間の協力関係が『社会関係資
本』として重要であることを示唆する。さらに、この古くて新しい論点は、公共サ
ービス提供のあり方とその担い手に関しても、もっぱら行政がそれを担うことが可
能とも適切とも限らないことを示し、サービス的提供に関わる効率性と質の改善を
迫るもの」であるという（52）。 
このような観点からも、本論では経済学に基づいた外部性効果から文化資源につ
いて論じるだけではなく、文化資源について 
① 公開性：すべての人に開かれていること 
② 市民性：自ら参加し他者と関わり合いながら課題を解決する自律的で能
    動的な資質 
③ 協働性：それぞれの白律性と相互信頼をべ一スとして協力し合うこと 
といった視点を包含したより広い｢公共性｣の概念から捉えなおし、新たな役割、有
用性について検討する。地域の文化的資源を使った活性化事例を取り上げるにあた
って、コミュニティへの貢献や影響については、効率性や経済的メリットのみなら
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ず、それらを超えた視点で判断すべき点があると考えるからである。 
 
以上のように、第３章では、欧米、日本の公共性議論から市民的公共性の可能性
と、文化芸術の外部性および評価の課題について論じた。 
次章以降は、市民的公共性の可能性と文化芸術の外部性（および評価）という 2
つの課題を具体的な事例研究において検証する。第４章、第５章では、文化施設の
公共性を検証すべく、ミュージアムと文化ホールの活動を取り上げる。ステイクホ
ルダーの要求や期待される施設の使命が変化する中で、文化施設における公共性の
実現について考える。次に、第６章では、文化資源を活用した地域活性化事業にお
いて公共性を実現する主体に着目し、主体の成立過程やネットワーク展開、活動内
容を分析する。 
文化資源が個人や社会に果たす役割、文化芸術活動の成果が地域社会に果たす役
割の一端を明らかにすることで、今後の文化芸術活動を支援する公共政策の根拠を
提示することを試みる。 
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第４章 ミュージアムの新しい試みから考える文化施設の公共性 
 
１節 本章の問題意識と研究目的 
 
日本の博物館は、2005年現在（文部科学省 社会教育調査）で、登録博物館（865
館）、博物館相当施設（331 館）、博物館類似施設（4418 館）の計 5614 館である。
このうち、国立 197 館、都道府県立 418 館、市町村立 3090 館、私立が 1394 館で、
国公立が 75％を占める。 
1955 年の調査では、全国で 239 館にすぎなかった博物館（相当施設含む）は年々
増加し、50年間に 23倍にもなっている。日本で文化施設の建設がピークを迎えたの
は、1970年代後半から 1980年代にかけてである。経済的繁栄を背景に、各自治体の
総合的な文化行政の一環として文化施設が積極的に建設された。1980 年代後半のバ
ブル経済は、この傾向にさらに拍車をかける。都市の再開発をするのに文化施設を
地域のイメージアップと集客の目玉とすることが流行になった。しかし、市民の潜
在的な文化活動を掘り起こす仕掛けの無い施設は、「誰も使わない豪華文化施設」「ハ
コモノ行政」と批判を浴びることになった。  
2003 年に導入された指定管理者制度は、博物館運営においても大きな変化をもた
らしている。博物館は、資料の収集・保管・分類、研究・教育、普及・公開という、
本質的な三つの役割を果たすだけでなく、生涯学習社会への対応、教育普及活動へ
の期待、市民参画の流れといった要請が強くなっている。 
博物館の役割を問い直す動きは日本だけではない。1991年にアメリカ博物館協会
理事会で採択された文書「卓拔と均等～教育と博物館がもつ公共性の様相～」では、
公共サービスと教育こそ博物館存立の基盤であると定義し、博物館の持つ知的厳密
性、資料と情報の蓄積による学問的権威(卓拔性)の重要性を指摘しつつ、一方でそ
の「卓拔」した財産を広く民衆に平等な機会とアクセス可能な方法で提供する機能
(均等性)を博物館の最も基本的な役割としている。また1997年のイギリス文化遺産
省委嘱報告書「共通の富～博物館と学習～」は、博物館に蓄積される卓拔した資料
と情報を市民共有の財産と位置づけ、博物館はその共有化を具現するため「教育を
その存在の基盤とし、教育があらゆる活動の本質となる」とする。目指す方向は、
「博物館は公共サービスの機関であり、その中核に『教育』を置く。活動は多様な
社会の幅広い層を包摂するものであること」としている。 
このように近年、博物館における公共性の問題が改めて議論されるようになって
いる。 第3章において検討した、欧米、日本における公共性議論を踏まえつつ、博
物館に課せられている新しい役割、公共性を、具体的な活動を通して考察する。 
尚、museumという語は、日本語に翻訳されるとき美術館、博物館、両義に訳され
るが、フランスの百科事典Larousseによると、「収集した芸術作品や、歴史的にある
 32 
いは美学的、科学的に有意義な資料を保管し、またそれを展示してその価値を強調
する施設」といったものである。日本の博物館法では、「『博物館』とは、歴史、
芸術、民俗、産業、自然科学等に関する資料を収集し、保管（育成を含む）し、展
示して教育的配慮の下に一般公衆の利用に供し、その教養、調査研究、レクリエー
ション等に資するために必要な事業を行い、あわせてこれらの資料に関する調査研
究をすることを目的とする機関」と定められている。取り扱う資料の種類別に「総
合博物館」「科学博物館」「歴史博物館」「美術博物館」「動物園」「植物園」「動植物
園」「水族館」に分類するのが一般的である（53）。 
本稿では法制上の動植物園、水族館については論じていないので、博物館法に則
った施設として表記する際は博物館と記すが、主として歴史、芸術、民族、産業、
自然科学等の資料を展示する施設を総称する場合はミュージアムと表記することと
する。 
 
２節 日本の文化政策の歩みとミュージアムの新しい試み 
 
１．戦後の文化政策 
 
公立文化施設の運営や、文化の事業思想の基になる国の文化政策とその理念につ
いて、特に戦後の動きを中心に概観しておく。 
日本では、戦前・戦中に国家による文化統制が行われ、自由な意思による文化活
動が制限された。この反省から、戦後は政府が積極的な文化政策を行うことに躊躇
し、「国の文化への関与は極力排除することが要請された」(54）。加えて1950年代
から1960年代にかけての高度成長期には、国の政策の中心は経済におかれ、文化政
策についてはきわめて消極的であった。 
高度経済成長は都市への人口の過度の集中と地方の急激な人口減少をもたらし、
乱開発、公害問題といった社会の歪みも次第に顕在化していった。1968年には、文
部省文化局と文化財保護委員会が統合され、文化庁が設置された。高度経済成長を
背景に民間芸術活動はしだいに活発になったが、経営難に直面する芸術団体も出始
め、とりわけ舞台芸術を行う団体に対して文化庁が積極的な助成をするようになっ
た。 
1970年代後半から1980年代には、高度経済成長の終焉とその反省から、「文化の
時代」が標榜されるようになる。国による直接の芸術支援体制が確立されるととも
に、芸術のみならず生活文化にまで範囲を広げた幅広い文化政策が展開されるよう
になった。また、「文化の時代」と同時に、「地方の時代」「国際化の時代」がい
われるようになった。こうした流れの中で地方公共団体も文化行政に積極的に携わ
るようになった。 
戦後、日本では文化を教育との関連で捉えていたが、1970年代後半、梅棹忠夫か
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ら「教育はチャージ（充電）、文化はディスチャージ（放電）であり、両者の方向
はまったく異なるもので、教育の文脈の中で文化を捉えるのは不適切だ」(55)とい
う問題提起がなされた。この提言は1980年代の自治体の文化行政に影響を与えた。
それまでは地方自治体の文化行政は教育委員会所轄が大半であったが、教育委員会
から離れ生活文化も含めて総合的に推進するために首長部局が担当する自治体が増
加した。 
「文化の時代」は、総理大臣大平正芳の委嘱を受けた政策研究会「文化の時代研
究グループ」が1980年に取りまとめた報告書『文化の時代』に由来する。経済成長
が一段落し、人々の興味が心の豊かさや生活の質に向かう中で、この標語は当時、
文化行政の重要な政策概念となった。1978年に神奈川県知事長州一二により提唱さ
れた「地方の時代」は、「地域住民の生活の質の向上のために、地域的文化性、自立
性を重視する」という意味で、地方の衰退に対する危機感から地方の自治と分権を
求め、復権を目指すものであった。1977年には、埼玉県知事畑和が「行政の文化化」
を唱えた。「地方の復権」が叫ばれる中、地方政府において文化に中心的な位置が与
えられるようになった。 
1990年代に入ると、文化庁が文化政策の再編に着手し、民間の芸術活動に対する
支援が本格化した。文化庁は文化政策の再検討のために、1990年に「文化政策推進
会議」を発足させた。同年「芸術文化振興基金」が設立され、それまで中核的な芸
術団体への支援が中心であった文化庁の予算配分が、据野の領域にも行き届くよう
になった。 
1996年には、「アーツプラン21(芸術創造特別支援事業、国際芸術交流推進事業、
芸術創造基盤整備事業)」が設立された。先駆的な芸術活動に対する助成事業で、芸
術団体の経常経費に対する助成である点で従来とは異なっていた。1990年には社団
法人企業メセナ協議会が設立され、芸術への支援も官民両サイドからなされるよう
になった。 地方でも、文化が地域政策の中心として捉えられるようになり、まち
づくりや村おこしの中核に位置づけられるようになった。 
 文化への関心が高まるなかで、2001年11月30日の第153回臨時国会において「文化
芸術振興基本法」が成立し、12月7日に公布・施行された。この法律は、①文化の中
核をなす芸術、メディア芸術、伝統芸能、生活文化、国民娯楽、出版物、レコード、
文化財などの文化芸術の振興に関する基本理念を定め、②国と地方公共団体の責務
を明らかにするとともに、③文化芸術の振興に関する施策の基本となる事項を定め
ることにより、文化芸術活動を行う者の自主的な活動を促進し、文化芸術の振興に
関する施策の創造的な推進を図ろうというものである。（56） 
文化政策の対象の明確化と文化に関する基本的権利が法律によって初めて明文化
され、文化政策や文化芸術振興の基本に関しては、同法が第1義的地位を占めるよう
になった。日本の文化政策は、文化財保護を中心とした保護政策から芸術・文化振
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興政策へと大きな転換点を迎えることになった。 
 
２． 文化政策に関する法律 
 
 2001年に「文化芸術振興基本法」が成立するまでは、教育基本法（1947年）が「教
育を通じて」という限定はあったものの、文化政策や文化芸術振興の基本にかかわ
る法的な淵源になっていた。文化財保護法（1950年）にも、文化財という側面から
ではあるが、文化政策ないし文化芸術振興の基本に関する規定が存在している。「こ
れらの規定が文化政策ないし文化芸術振興の根拠をなしてきた」（57）。 
前述のとおり､文化芸術振興基本法の制定により、同法が文化政策ないし文化芸術
の振興にかかわる一般的な基本法として上位に位置づけられた。 
 文化芸術振興基本法は、１）文化芸術の役割・意義、2）文化芸術をめぐる課題、
３）基本法制定の趣旨という前文をおき､文化芸術の役割・意義と課題について詳細
に述べ、あわせて同法制定の趣旨について触れている。全体は3章35条からなり､第1
条は基本法の目的、第2条は文化振興にあたっての基本理念、第3条から第6条までは
国および地方公共団体の責務について規定し、第7条は政府に対して基本方針の策定
を義務付け、定めるべき内容を包括的に示すとともに策定の手続きを規定している。
第8条以下は、基本的施策について詳細かつ具体的に規定している。 
 同法は法律の形式としては珍しく前文を有しているが、この前文で文化芸術の「本
質の面」と「効用の面」から文化芸術の役割と意義を明らかにしている。「本質の
面」は、「文化芸術を創造し、享受し、文化的な環境の中で生きる喜びを見出すこ
とは、人々の変わらない願い」、「文化芸術は、人々の創造性をはぐくみ、その表
現力を高める」、「文化芸術は、それ自体が固有の意義と価値を有する」といった
文言に表れている。 
「効用の面」は、「文化芸術は人々の心のつながりや相互に理解し尊重し合う土
壌を提供し、多様性を受け入れることができる心豊かな社会を形成するものであり
世界の平和に寄与するもの」、「文化芸術はそれぞれの国やそれぞれの時代におけ
る国民共通のよりどころとして重要な意味を持ち、国際化が進展する中にあって､自
己認識の基点となり､文化的な伝統を尊重する心を育てる」、「文化芸術は心豊かな
活力ある社会にとってきわめて重要な意義を持ち続ける」と表現している。 
 文化芸術の本質面と効用面からその役割と意義を示したことは、文化芸術の公共
性の根拠となるものである。文化芸術振興基本法第7条第1項の規定に基づき、政府
は文化芸術の振興に関する施策の総合的な推進を図るために、2002年に「文化芸術
の振興に関する基本的な方針」を定めた。この基本方針では、文化芸術の本質・効
用の両面から文化芸術を「社会的財産」とみなし、その公共性を確認している。 
すなわち文化を「「人間が理想を実現していくための精神活動及びその成果」と
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いう側面からとらえ、その意義を、①人間が人間らしく生きるための糧、②共に生
きる社会の基盤の形成、③質の高い経済活動の実現、④人類の真の発展への貢献、
⑤世界平和の礎、の5点に整理している。「このような文化の意義にかんがみると、
文化の中核を成す芸術、メディア芸術、伝統芸能、芸能、生活文化、国民娯楽、出
版物、文化財などの文化芸術は、芸術家や文化芸術団体、また一部の愛好者だけの
ものではなく、すべての国民が真にゆとりと潤いの実感できる心豊かな生活を実現
していく上で不可欠なものであり、この意味において、文化芸術は国民全体の社会
的財産である」と明記している。 
 基本法では、地方公共団体は「基本理念にのっとり、文化芸術の振興に関し、国
との連携を図りつつ、自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、
及び実施する責務を有する」と規定されている。 
2002年の基本方針では、地方公共団体は「それぞれの地域の特性に応じて、多様
で特色ある文化芸術を振興し、地域住民の文化芸術活動を推進する役割を担ってい
る」としている。「地方公共団体が、文化芸術の振興を図るに際しては、それぞれ
の文化芸術の振興のための基本的な方針等に基づき施策を進めることや、広域的な
視点から、各地方公共団体が連携して文化芸術の振興に取り組むことが望まれる」
と述べ､地方公共団体が基本方針を策定して施策を推進することや、広域的な視点か
ら相互連携することを期待している。 
 この基本方針はおおむね5年間を見通して定められた。2007年には、文化芸術振興
の今日的意義や第1次基本方針策定後の諸情勢の変化を踏まえ、第2次基本方針が策
定された。 
第2次基本方針でも、文化芸術が国民全体の社会的財産であるという認識に変化は
ないが、文化芸術を振興する今日的意義として、①文化の持つ力（＝文化力）が「国
の力」であることが世界的にも認識されてきた ②文化と経済は密接に関連し、社
会に活力をもたらすと考えられるようになったことの2点を付加している。文化芸術
を振興することで、活力ある社会を構築して国の魅力を高め、経済力のみならず文
化力により世界から評価される国へと発展していくこと、文化芸術で国づくりを進
める「文化芸術立国」を目指すことなどが記されている。「次世代への文化芸術の
継承」も新たな基本理念として盛り込まれた。 
第2次基本方針では文化芸術を取り巻く国内外の諸情勢の変化を、以下のように整
理している。 
１）構造改革の進展により民間と行政の役割分担の見直しや地方分権の推進等が
図られた一方、地方公共団体の文化関係経費は、厳しさを増す財政状況の中で減
少傾向にある。 
２）規制緩和などにより新たな分野への民間の進出が可能となり、多様なサービ
スが効率的に提供されることへの期待が高まっている。 
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３）民間部門では、非営利活動やボランティア活動などが広がったことに伴い、
民間と行政の協働による新たな取組が進められ、企業のメセナ活動も多様な広が
りを見せている。 
４）公立文化施設に対しては、指定管理者制度の導入により、民間の新たな発想
や方法による効果的かつ効率的な運営が期待される一方で、これまで地域で培わ
れてきた文化芸術活動の安定的かつ継続的な展開が困難になるとの懸念も現場か
ら指摘されている。 
５）地方においては、過疎化や少子高齢化の進展等により、文化芸術の担い手が
不足してきており、都市部においても単身世帯が急速に増加していることなどか
ら、地域社会（コミュニティー）の衰退が指摘されている。 
６）大規模市町村合併により、地域に根ざした文化芸術の継承が危ぶまれている。 
７）政治，経済におけるグローバリゼーションの進展に伴い、文化芸術による創
造的な相互交流が促進される一方、文化的アイデンティティーの危機をめぐる緊
張が高まり、文化の多様性が脅かされることが懸念されている。これを背景に，
国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）では，2005年10月に「文化的表現の多様
性の保護及び促進に関する条約」が採択された。 
８）インターネットをはじめとする情報通信技術の発展と普及は、あらゆる分野
において国境を越えた対話や交流を活発化させ、情報の受信・発信を容易にした
が、一方で、人間関係の希薄化、実体験の不足といった負の側面も指摘されてい
る。 
以上のような国内外の情勢変化を鑑み、｢第２次基本方針｣では、全体として目指
すべき方向を以下の3点に整理している｡ 
１）文化の時代を拓く 
・文化芸術の振興を国の基幹政策に位置づけるとともに、文化芸術の担い手が相
互に連携して社会全体で振興を図っていくことが必要。 
・文化芸術の特質を踏まえ，長期的で継続的な視点に立った施策を推進。 
２）文化力で地域から日本を元気にする 
・地域文化の豊かさが日本の文化、日本の魅力を高め、多くの人々を元気にする
力となる。 
・国民が全国のどこでもそれぞれの地域の特性に即した形で存在する文化芸術に
触れられる機会を確保することが必要。 
３）国、地方、民間が相互に連携して文化芸術を支える 
・国は国民の自発的活動を刺激し伸張させるとともに、文化芸術活動の発展を支
える環境の整備が求められる。 
・国は地方公共団体、民間団体等による自律的な文化芸術活動を促すとともに、
国として保護・継承し、創造すべきものを重点的に支援することが必要。 
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｢第１次基本方針｣では国を中心とした記述が多かったのに対し､｢中間まとめ｣で
は｢相互に連携｣という表現を用いて地方・民間の役割を重視する姿勢を打ち出して
いる｡｢中央から地方へ｣｢官から民へ｣という近年の政策動向を踏まえたものと思わ
れる。文化芸術の振興に当たっては、国民生活に近い地方公共団体が主たる役割を
担うことを期待し、１）国は地方公共団体や民間による自主的な文化芸術振興にか
かわる活動に対して支援や情報提供等の措置を講ずること、２）必要な法制上、財
政上の措置とともに、税制上の措置等により文化芸術活動の発展を支える環境づく
りを進めることなどが記されている。（58） 
 
３．地方自治体の文化政策 
 
わが国における地方自治体の文化芸術政策の推移についても、その背景を含めて
概要をおさえておく。予算面からみると、国（文化庁）及び地方自治体の芸術文化
経費の支出の推移は（表 4）のとおりである。 
国による公的な芸術支援は、文化庁の創設（1968年）とともに1970年代から本格
化した。文化庁の予算は創設当時50億円程度であったが、1980年代に入ると360億円
にまで拡大した。その後、財政緊縮の影響を受けて一時横ばい状態を経験したもの
の、1990年代に再び文化政策に関心が集まると急速に増加し、1997年には828億円に
達した。しかし、1997年を最高に近年はわずかながら減少傾向にある。 
1990年代を通して国の一般会計に占める文化庁予算の割合は 0.11％である。地方
公共団体の文化関連支出は文化庁予算と同様に推移し、1990 年代に入って急速に増
加した。しかし、1993 年をピークに（1993 年に 8483 億円で最高）、近年は減少傾
向にある。全国の文化芸術施設の建設がほぼ一巡したことが影響している。それで
も地方自治体は、国に比べて巨額の文化予算を支出している。財政支出の実態から
言えば、地方自治体は文化芸術を振興する根拠を明らかにする必要があるといえる
が、「その理論的精緻化は大きく遅れている」（59）。 
地方公共団体の文化芸術関連経費の分野別の構造は、文化財と比べて文化芸術の
分野に対する支出が圧倒的に大きく、文化庁予算と逆転構造になっている。しかし、
地方公共団体の文化芸術関連経費の内訳を詳しく調べると、大部分が文化施設建設
費および施設経費（ハード）である。文化芸術経費（ソフト）はごくわずかしか占
めていない。文化関連施設の多くは、地方交付税や政府補助金によって造られてい
る。こうした支出構造もあり、「ハコモノ」的性格を指摘された。 
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地方自治体の文化行政は、「地方の時代」といわれた 1970 年代後半に飛躍的な発
展を遂げた（60）。その一般的な背景としては、高度成長期の「負の遺産」である自
然環境破壊・歴史的環境破壊に目が向けられたことや、余暇時間の増大と高学歴化
に伴い、ゆとりや生きがい、心の豊かさといった面に人々の関心が高まってきたこ
とが挙げられる。生活の質を問い直す中で、文化的な環境への関心、文化への嗜好
が強まってきた。文化志向に伴う具体的な動きは、「環境破壊の過酷な洗礼を受け、
これへの現実的な対応を迫られた」（61）地方自治体から始まったという指摘もある。 
「1960 年代の高度経済成長に伴う負の効果（公害の発生、自然環境の劣化、歴史
的環境の破壊）に対して、1970 年代に入ってから強い反省が生じ、石油ショックに
よる安定成長への移行とあいまって、人々の価値観がものからこころへと転換して
いった。また高度経済成長は、企業、情報、文化の東京一極集中を招来したが、こ
れに対して地方公共団体は、地方自治への強い危機感を持つに至り、そのような事
態から脱却し地域の主体性、自律性を確保する方向として、文化行政の重要性が認
識されることとなった。」（62） 
1970年代の地域文化振興の領域は、文化財保護、社会教育（生涯学習）、文化芸術
振興（主として鑑賞機会の提供）である。文化行政への関心が高まってくると、従
来文化活動を管轄してきた教育委員会から切り離し、自治体全体として総合的な文
化振興を進めるために文化担当課が首長部局に設置されるようになった。首長部局
における文化行政の狙いは、地域や住民に密着し、地域の特性を生かした独自の政
策に基づいた総合行政と位置付けることにあった。 
1980 年代に入ると好景気も手伝い、文化ホールや美術館・博物館など文化施設の
建設・運営に力点が移り、地域独自の政策をつくりあげるための「自治体の政策形
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（表 4）国（文化庁）と地方自治体の文化関係経費の推移 
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成能力の強化」や｢住民参画｣は二義的な政策課題となる。この時代の文化行政は、
当初の総合行政から「環境」や「福祉」と同じく、行政サービスに変容したと言わ
れている。 
1990年代に入ると、日本経済の後退により企業の文化支援活動が減少した。自治
体財政の悪化、それに伴う文化予算の縮小などにより文化事業が弱体化し、利用率
の低い文化ホールに対する批判が出るようになった。一方ではまちづくりに対する
市民意識の高まりや、新しい公共を担うＮＰＯ団体の台頭があり、文化行政は再び
地域や住民に目を向けるようになった。そうした状況下、2001年12月に国や地方自
治体が芸術・文化を振興することを定めた「文化芸術振興基本法」が成立した。文
化芸術のもつ公共性を重視し、国民の誰もが自由に文化を享受し創造できるように
国と地方自治体が協力連携し、その条件や環境を整える責務を有することが明示さ
れた。 
 
４．地方自治体における公立博物館の状況 
 
博物館については、1951年の博物館法制定後、全国で239 館（1955年度社会教育
調査）にすぎなかった博物館等（博物館相当施設含む）が年々増加し、2005年10 月
現在（2005年度 社会教育調査）で博物館等数は5,614 館である。登録博物館は865 
館、博物館相当施設が331 館、博物館類似施設が4,418 館である。館種別にみると、
美術館が最も多く423館、ついで歴史博物館が405館である。（表5）このうち、国立、
都道府県立、市町村立を合計した国公立博物館は、全体の75％を占める。（表6,7）
年間入館者数も約2600万人であったのが約2億7千万人を超えるに至っている。198６
年と2004年の入館者数の推移をみると、1998年をﾋﾟｰｸに2000年以降はやや足踏み状
態である。（表8） 
現在は、博物館の量的拡大は一息つき、「質」が問われるようになったと言われ
ている。地方自治体の文化行政は、「地方の時代」といわれた1970年代後半に飛躍的
な発展を遂げたが、その一般的な背景としては、高度成長期の負の遺産である自然
環境破壊・歴史的環境破壊に目が向けられたことと、余暇時間の増大や高学歴化に
伴い、ゆとりや生きがい、心の豊かさといった面に人々の関心が高まってきたこと
があげられる。生活の質を問い直す中で、文化的な環境への関心、文化への嗜好が
強まっていく。「1960年代の高度経済成長に伴う負の効果（公害の発生、自然環境の
劣化、歴史的環境の破壊）に対して、1970年代に入ってから強い反省が生じ、石油
ショックによる安定成長への移行とあいまって、人々の価値観がものからこころへ
と転換していった。また高度経済成長は、企業、情報、文化の東京一極集中を招来
したが、これに対して地方公共団体は、地方自治への強い危機感を持つに至り、そ
のような事態から脱却し地域の主体性、自律性を確保する方向として、文化行政の
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重要性が認識されることとなった」（63）。 
1970年代の地域文化振興の領域は、文化財保護、社会教育（生涯学習）、芸術文化
振興（主として鑑賞機会の提供）である。文化行政への関心が高まっていくと、従
来文化活動を管轄してきた教育委員会から切り離し、自治体全体として総合的な文
化振興を進めるために文化担当課が首長部局に設置されるようになる。首長部局に
おける文化行政の狙いは、地域や住民に密着し、地域の特性を生かした独自の政策
に基づいた総合行政と位置付けることにあった。 
1980 年代に入ると好景気も手伝い、美術館・博物館、文化ホールなどの文化施設
の建設・運営へ力点が移り、地域独自の政策をつくりあげるための「自治体の政策
形成能力の強化」や｢住民参画｣は二義的となる。この時代文化行政は当初の総合行
政から、「環境」や「福祉」などと同じく行政サービスへと変容したと言われている。 
1990年代に入ると日本経済の後退により企業の文化支援活動が減少した。さらに
自治体財政の悪化、それに伴う文化予算の縮小などにより文化事業が弱体化し、利
用率の低い文化施設に対する批判が起こった。特に公立の文化施設は、設置者、運
営者が施設の公的役割をどのように認識しているのか、それに対する財政負担が住
民に支持されているのか、といったことが厳しく問われるようになっている。一方
でまちづくりに対する市民意識の高まりや、ＮＰＯ団体の台頭があり、文化行政は
再び地域や住民に目を向けるようになってきた。 
このように、地方公共団体を中心とした地域の文化政策は、文化の振興、文化施
設の整備、そして地域独自の文化や住民の文化的活動への参画、と方向性が変遷し
ている。文化政策のターゲットの変化は、公立ミュージアムについても、その芸術
的意義だけでなく、都市や地域振興における位置づけ、住民をはじめとする利用者
とのかかわり等が見直されることになる。 
 
（表5）館種別博物館数 1987年と2005年の比較 
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（表6）登録&相当施設（計1196館）設置者の割合（2007年） 
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（表7）類似施設も含めた（計５６１４館）設置者の割合（2007年） 
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（表8）入館者数の推移 
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３節 ミュージアムの新しい試み  
 
１．パリ、ポンピドゥー・センターの試み 
 
1977年にフランス・パリに開館したジョルジュ・ポンビドゥー芸術・文化国立セ
ンター（通称ポンピドゥー・センター）のコンセプトは「開かれた美術館」である。
ポンピドゥー・センターは、国立近代美術館、公共情報図書館、産業創造センター、
音響音楽研究コーディネーション・インスティテュートという4つの大型の共同組織
と映画館によって構成された総合芸術センターである。パリの5月革命から1年余経
った1969年７月、ジョルジュ・ポンビドゥー大統領が、それまでのようなエリート
が占有する芸術や文化の枠を破り、社会のすべての人々に開かれた場を創造するプ
ロジェクトとして発表した。1971年に7月に開かれた国際競技設計には、49カ国から
681の建築プロジェクトの応募があり、イタリア人レンゾ・ピアノ、イギリス人リチ
ャード・ロジャースの作品が採用された。建設地はパリの中心地、レ・アール地区。
かつて、パリのおなかと呼ばれる巨大な市場があった都市の中枢部である。市場が
あったために流通と交通の中心点となり、その後郊外電車が乗り入れ、交通網が周
辺部に広がっていった。開館後、「パリの郊外に住む多数の人々が気軽に訪れる空間
になった」（64）のは、交通網の結節点という地理的条件に負うところが大きい。た
だし、歴史的建造物に囲まれた都市の中心地に、ガラスと鋼鉄とパイプで組み上げ
た建物の建設が開始されたときは、反対運動の嵐だったという（65）。 歴史と伝統
を重んじる人たちだけでなく、現代アートが国家の中央集権組織で管理されること
に対するアーチストの反発も激しかった。 
 
ポンピドゥー・センター。むき出しのパイプとガラス面で構成された外観 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         
             （Centre Pompidou HPより 2011.5.1アクセス） 
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開館後は、設立当初5000人と見込まれていた1日の入場者数が平均25,000人となり、
年間900万人、世界で最も利用される複合文化施設となった。2010年には、フランス
東部に、ポンピドゥー・センターの分館であるポンピドゥー・センター・メスが開
館している。 
ポンピドゥー・センターはいくつかの文化施設の複合体のようであるが、年に何
度かは全館あげての総合的なエクスポジションを行い、館内の各施設がそれぞれの
立場で共通テーマに取り組み、あたかも1体のミュージアムのように活動する。 
ポンピドゥー・センターのキュレーター・Ｊｅａｎ－Ｐａｕｌ Ａｍｅｌｉｎｅ氏によると、設立
当初ポンピドゥー・センターが意図するところは、図書館、映画館、建築、デザイ
ン、音楽など、それぞれの目的、興味を持ってきた人が、今まで知らなかった分野
に触れ、さらに興味を持つようになることであったという。「大切なことは、一つの
フロアから別のフロアに行きやすい、動きやすいということでした。来館者の多く
は、センターに何があるのかわからないでやってきて、色々なものがあることがわ
かり、一度には見切れないのでまたやってくる。センターに来る最初の目的とちが
う、別のものとの出会いの場を与えている。センターは、来館者をそれまで知らな
かった分野、自分では積極的に知ろうとしなかったものの前に立たせる、という意
図を持っていたのです」（66）。 
それは教育的側面というより情報発信の場でありたいという狙いだったという。
「必要とされているのは、器でなしにシステムである。現代美術の収蔵庫でなしに、
それを活性化し、情報化し、公有化する仕掛けなのである」（67）。そして、ポンピ
ドゥー・センターが発信する情報は、毎日センターを訪れる2万5千人の人々によっ
て、「様々な社会の階層へと伝えられていった」（68）。 
ポンピドゥー・センターが開設準備を進めていたころ、同じように「開かれた美
術館」の理念を現代美術の領域で活発に展開していたのが、アムステルダム市立美
術館、ストックホルム近代美術館、ベルン・クンストハレなどである。1973年には
「開かれた美術館」討論・研究会がバーゼル・クンストハレで開催され、ストック
ホルム近代美術館館長ポントゥス・フルテンらが参加していた。後にポンピドゥー・
センター内のパリ国立近代美術館初代館長に就任したフルテンは、「『私たちは、
68年の五月革命の本質的な状況、すなわち<街路の状況>のような、そこにすべての
人々が階級や文化や教養の差を越えて、誰一人拒絶されたと感じることなく居られ
る空間を作ることができないかと思っていた』と68年以降の美術館の在り方を述べ
ている。」（69） 
 「開かれた美術館」は、あたかも開かれた都市のように、あらゆる階層の人々が
自由に往来する街路のような場を目指していたのである。ポンピドゥー・センター
の開館と同じ1977年に発刊された『ｌｅ ｍｕｓ
’
ｅｅ ｅｔ ｌａ ｖｉｅ， Ｌａ Ｄｏｃｕｍｅｎｔａｔｉｏｎ』
（70）では、ミュージアムの構成要素を①建物、②コレクション ③スタッフ ④ 
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公衆と定義している（図２）。これらの4要素が、ミュージアムの科学、すなわちミ
ュゼオロジーを構成する内容である。その上でミュージアムと公衆との関係が新し
い段階を迎えたことを記している。｢ミュージアムは新たな発展段階を迎えたのであ
る。そこは情報伝達と交流の場となり、コレクションが媒介となって異なったカテ
ゴリーの来館者たちが活発に交友関係を結び、それぞれの方法で自己を表現する｣
（71）。 ミュージアムが「誕生して3世紀を経た現在、柔軟で時代の変化に即応し
た献身的なミュージアムこそ、公衆の日常生活の周囲に作り上げられた新たな社会
関係の場に急速になりつつある」（72）。 
 神殿のような美術館で厳かに作品を鑑賞するよりも、フォーラムのようなミュー
ジアムが要望されるようになったというのである。過去を懐かしむ避難所ではなく、
公衆のために、学校や研究所としての役割を持ち、さらに地域を再認識し表現する
施設へと変遷していることを説く。ミュージアムがいかに新たな「共感の輪を広げ」、
潜在的公衆に貢献するかが、すでに70年代のミュージアムの指針であった。 
 
（図 2）ミュージアムの定義 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①建物のなかではプログラムが明確にされ、研究が進められ、管理が行われる。
それらはミュージアムの責務である。 
②ミュゼオグラフィーとは、コレクションを展示するテクニックである。 
③コレクションと公衆の間で、スタッフは作品の研究や保存、そして来館者への広
報活動や教育を任される。 
④公衆にその価値を認められるということが重要である。教育普及を目的とした
活動によって、ミュージアムは＜公衆への奉仕＞のために開かれる。 
（『ｌｅ ｍｕｓ
’
ｅｅ ｅｔ ｌａ ｖｉｅ， Ｌａ Ｄｏｃｕｍｅｎｔａｔｉｏｎ』より） 
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２．日本のミュージアムの新しい試み 
 
 日本でも、1990年前後から、ミュージアムにおいてワークショップ型（創造体験・
アーティスト交流）のアウトリーチ活動や市民ボランティアの参画など、鑑賞型の
みではない活動が活発に実施されるようになった。例えば世田谷美術館（86年開館）、
目黒区美術館（87年開館）、水戸芸術館現代美術センター（90年開館）などがアーテ
ィストのワークショップによる広義のアウトリーチを積極的に展開。夏休みに子ど
もを対象にしたプログラムを多数開催したり、美術館と学校が連携して出張講座を
行うなど、子どもの頃からアートを身近に感じる環境が整えられてきた。 
 また文化施設を単体の施設として考えるのではなく、まちをつくるひとつの政策
として捉えていこうとするミュージアムも出てきている。 
水戸芸術館は、水戸市制100周年を記念して1990年に開館した文化施設である。美
術、音楽、演劇の3部門の併設、市総予算の1％を運営に充てる文化行政事業が脚光
を浴びた。館長の吉田秀和氏をはじめ日本を代表する芸術家が参画し、各分野の専
用空間を活用した自主企画による事業を行うほか、専属の「水戸室内管弦楽団」「水
戸カルテット」「ＡＴＭアンサンブル」と専属劇団「Ａｃｔｉｎｇ Ｃｏｍｐａｎｙ 
Ｍｉｔｏ」を編成したことも話題になった。文化芸術の振興という側面だけでなく、
国道50号沿いに線的に発展してきた水戸の中心市街地が面的に発展し、都市として
より充実していくきっかけになるように計画された。館の広場をとり囲む形で、東
側には、水戸市制100 周年を記念する高さ100 メートルの塔、西側にはエントラン
スホールをはさんで劇場、コンサートホール、北側には現代美術ギャラリーが配置
されている。音楽、演劇、美術の各分野がそれぞれの施設で独立した活動を行う専
用空間を持つと同時に、お互いにクロスオーバーしあうように設計されている。芸
術館開設準備室長だった横須賀徹は、「こういう施設を作ったときに、この周辺はど
う変化するのか。どう誘導すべきなのか。（中略）文化施設立地の考え方には、都市
を否定した中で次の所に位置を求めているという例が結構多い。そうじゃなくて、
街を創っていく全体政策の一つの現れとして形を整えなくてはならない。」と述べて
いる。（73） 
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2002年からは、アートを媒介として水戸の街自体がカフェのように、人々が集い、
交流するプロジェクトとして「カフェ・イン・水戸」を実施している。美術作品を
ギャラリーの中だけでなく、中心市街地の様々な場所に設置し、人々が参加できる
プロジェクトを実施することで、多様な美術との接点を構築し、水戸芸術館を中心
に人々の流れを街の中に作り出そうとする企画である。 
他にも金沢21 世紀美術館（石川県金沢市）や十和田市現代美術館（青森県十和田
市）等、近年に開館した美術館は、住民のみならず観光客を視野に入れたより幅広
い層の利用を狙い、周辺の商店を巻き込んだ地域の活性化、まちづくりの一環とし
ての美術館経営に力を入れている。「住民かビジターか」という二者択一の枠を超
えた、開かれた美術館を目指している。 
2004年に開館した金沢市 21世紀美術館は、金沢市の中心部に位置する。兼六園、
金沢城公園といった観光名所に近く、香林坊や片町などの繁華街からも徒歩圏内に
ある。建築のコンセプトは、様々な出会いや体験が可能となる「公園のような美術
館」。そのため建物三方が道路に囲まれている美術館敷地内にどこからでも人々が
訪れることができるよう、正面や裏側といった区別のない円形が採用された。 
 美術館のコンセプトは、①世界の現在とともに生きる美術館、②まちに活き、市
民とともにつくる参画交流型の美術館、③地域の伝統を未来につなげ、世界に開く
美術館、④子どもとともに成長する美術館、という4つである。学芸課の他に交流課
を設置し、美術以外の音楽やパフォーマンス・アートなどのイベント、美術館周辺
の広場でのイベント等を担っている。近隣商店街と連携し、美術館の入場券の半券
水戸芸術館。市中心部に建ち、 
中心市街地活性化の役割も期待された。 
 
（水戸市 HP より 2011.5.1 アクセス） 
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やロゴの入ったコースターを持参すると、双方で割引になるといった事業を実施し、
商業エリアを補完する存在にもなっている。 
開館以来特に力を入れているのは、子どもが楽しめる美術館であることだ。開館
後、金沢市小・中学校と美術館連携特別プログラムとしてミュージアム・クルーズ・
プロジェクトを実施し、市内で学ぶ全小中学生約４万人の子供たちを学校ごとに無
料招待した（74）。子供が自由に「見て」「触れて」「体験できる」ように作品を
展示し、プログラムを作成。さらに「もう１回券」をつけ、再び親と来館してもら
うような仕組みを作り、それが新たな集客の獲得につながった（75）。美術館を楽
しいと思った子供たちは成長して親となったとき、自分の子供を美術館に連れてく
ることが考えられる。子どもという来館者を獲得することで、ファミリー層をはじ
め将来の来館者を含めて、新しい顧客を生みだしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 2008年に開館した青森県十和田市現代美術館は、十和田市の中心部・官庁通りに
位置する。国の事務所の統廃合や合同庁舎整備に伴う出先機関の転居などにより、
市のシンボルロードである官庁街通りに多くの空き地が見られるようになった。そ
こで、より魅力的な官庁街通りの景観を作り出し賑わいを取り戻すために、１、１
ｋｍの官庁街通りという屋外空間を舞台に、通り全体をひとつの美術館に見立てる
「Arts Towada」（野外芸術文化ゾーン）構想を打ち出した（図3）。現代美術館は、
その構想の中核施設としてつくられた。美術館の所管は市の観光商工部であり、中
心市街地の活性化が美術館に課せられた大きな役割のひとつである。開館5年前から
野外芸術文化ゾーンの構想を周知するためのモデルイベントを実施し、開館後は展
覧会の企画と連動して商店街での作品展示を行うなど、訪れた人が美術館とまちを
周遊するための仕掛けづくりに取り組んでいる。開館後まだ2年であるが、人口約6
 
（金沢21世紀美術館 HPより 2011.5.1アクセス） 
金沢21世紀美術館。だれもがいつでも立ち寄ることがで
きるように、建物には表と裏がない 
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万人の地方都市に１年間で18万人の集客を果たした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
美術館だけではない。日本で初めて県と市が共同で設立・運営する｢長崎歴史文化
博物館｣（2005年開館）は、国際観光都市長崎の中核施設として位置づけられている。
ＪＲ長崎駅に近くに位置し、日本二十六聖人殉教地や寺院群、中町教会、諏訪神社
等の長崎特有の歴史的資源が多く存在する諏訪の森地区の再開発の一環として整備
された。近世長崎の海外交流史をテーマに、「大航海時代」以降（15世紀以降）の
外国との交流、貿易などに関する歴史的な資料を展示している。長崎学の学習･研究
の拠点であるが、大人も子どもも楽しく学べるように展示や体験学習のプログラム
に様々な工夫を凝らす。4年で 100万人の入場者を見込んでいたが 1年半で突破した。
地域全体の魅力向上に資するとともに、博物館の堅苦しいイメージを払拭したこと、
常設展示で人が呼べる博物館であること、が注視すべき点である。 
 
十和田市現代美術館。2010年グランドオープン。 
   
 
（図 3）青森県十和田市が推進するアートによるまちづくりプロジェクト「Arts Towada」（野外芸術文
化ゾーン）A: 現代美術館（2008 年開館）、B、C、D：アート広場（アートを用いて公園化した広場。2010 年オープン）  
（十和田市現代美術館 HPより 2011.5.1アクセス） 
（十和田市現代美術館 HPより 2011.5.1アクセス） 
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３．文化施設と都市再生 
 
ミュージアムが都市再生に寄与した有名な事例に、スペイン北部のバスク地方に
位置する工業都市・ビルバオのグッゲンハイム美術館がある。アメリカ人建築家フ
ランク・ゲーリーの設計による斬新なデザインの効果もあり、1997 年の開館から 5
年間で、515万人以上の観客が美術館を訪れた。年平均 100万人で、1997～2000年
の当初計画の年間 50万人を大きく上回る結果となった。この期間の入場者の 45%は
海外から、35%はスペインのバスク州以外の地域から訪れている。バスク州とスペイ
ン国内の観客の割合は、1998年には 70%を超えていたが、2002年には 40%強まで減
少し、海外からの観客は 30%弱から 60%弱に増加している。美術館の立地するビスカ
ヤ県の入場者の割合は、1998年に 30%程度を占めていたが、翌年以降 10%前後に激減
しており、地域外からの観客が大部分を占める。美術館の事業によって 1997年から
2001年にもたらされた直接的な経済効果は 7 億 7500 万ユーロに達し、これは
美術館建設費の約 10 倍に相当し、バスク州政府は投資額を３年で回収し
たことになる（76）。 
1960 年代から 1970 年代、バスク州では重工業が著しく発展し、その中心を担っ
ていたのが鉄鉱石の産地として鉱工業が発展したビルバオ市であった。しかし、1970 
年代後半から 1980 年代にかけて重工業の衰退とともに、都市も疲弊を余儀なくされ
る。そこで、1989 年、ビルバオ大都市圏活性化戦略プランが策定される。この戦略
プランでは、21世紀のビルバオ大都市圏について、７つの基本的な性格を開発の基
本方針とすることが示されている。①開放的（open）、②多様性（plural）、③統
合的（integrated）、④近代的（modern）、⑤創造的（creative）、⑥社会的（social）、
そして⑦文化的（cultural）の７つである。 
1991 年、バスク州政府は、グッゲンハイム財団に再開発への参加要請を行い、グ
ッゲンハイム美術館の誘致に成功した。当時グッゲンハイム財団は、「世界各国で
拠点作りに取り組むことで、調和した世界的な美術館グループを創造する」という
グローバル戦略を持っており、それにリンクした形で実現した。 
グッゲンハイム美術館はビルバオ再生の象徴的事業として注目されたが、美術館
はバスク州政府が実施した15億USドルという総合的な再開発プロジェクトの一部で
ある。美術館以外にも、新空港や地下鉄網、高速道路網、路面電車等交通インフラ
の整備、大規模地域開発、文化施設の建設・リニューアル、港湾の再整備、その他
都市施設の建設など再開発プランの内容は多岐にわたっている。 
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グッゲンハイム美術館に対しては、その経済効果が喧伝される一方、建物の奇抜
さばかりが目立つ、コレクションや運営ノウハウはグッゲンハイム財団からの提供
でビルバオのオリジナルではない、地域性がない等の批判も少なくない。美術館が
建てられたネルビオン川左岸は、工業が発展した時代に労働者が職を求めて移住し、
定着した労働者階級の地域であり、このアイコン的建築物によってジェントリフィ
ケーションが起こっているのではないか、といった問題提起もされている。 
美術館側も、地域の人々とともに存在するために、地域の教育力の向上に向けて
教育普及プログラムに力を入れている。開館後５年間で 45種類の教育普及プログラ
ムを実施。学校の児童生徒、教師、ファミリー層向けのプログラムをはじめ、多言
語の素材や解説によるプログラム、視覚障害者向けのプログラムや手話プログラム
等、幅広い層を対象とした教育プログラムを用意し、参加者は、5年間で延べ 100
万人近くに達している（77）。 
美術館の開館は、観光客をもたらしただけではない。グッゲンハイムがある都市
としてアメリカ企業の進出を容易にし投資をも運んできた。それまでバスク地方は、
テロリズムのために政治的、社会的、経済的に大きな損失を被っていた。特にビル
バオは、バスク地方の分離独立を求める非合法組織「バスク祖国と自由（ETA）」の
本拠地があり、観光客の来訪や企業の投資を阻んできた。「1990年代前半に 124人
を数えたＥＴＡのテロによる死者は、グッゲンハイム美術館が開館した 90年代後半
には 39名に減少」した（78）。 
岡部明子(2003)は「ビルバオ再生の経験は、産業が絶望的な状況にあっても人の
生活の質から考えてみることで、都市再生に道が開ける可能性があることを教えて
くれている」という（79）。ビルバオは突出した事例ではあるが、欧州では1990年
 
    （Guggenheim Bilbao HPより 2011.5.1アクセス） 
ビルバオ・グッゲンハイム美術館。壮大な船を連想させる
建築がビルバオ再生の象徴的存在になっている。          
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ヨーロッパ文化首都（80）に選ばれたグラスゴーをはじめ、マンチェンスター、ボ
ローニャ、アムステルダム、ナント等、文化施設の再編整備とともに、文化芸術の
活力を用いた都市再生の試みが続けられている。 
美山良夫（2007）は、エリック・ヒッターズの研究から、欧州文化首都が、開催
時期に応じて、文化芸術モデルから、都市再生モデルを経て、社会経済モデルない
しこれらの複合形態に移行していることを紹介している。第一はスタート当初の、
おもに文化的・芸術的目的による開催。第二は、1990年のグラスゴー開催をきっか
けに、都市の再生、発展が大きな意味を持つようになったこと。衰退傾向の都市を
文化によって再生しようという試みである。第三は、1993年のアントワープに始ま
る社会・経済的振興モデルとも言うべきものである。文化や観光目的のみでなく、
都市の組織や機構の再編・強化に注力するようになった。年間を通じて多くの文化
芸術関連の催しを開催するという外見は共通していても、その目的は急速に変容を
遂げているのである。 
その規模も背景も異なるとはいえ、日本の地方都市が、文化施設を単体の施設と
して考えるのではなくまちをつくるひとつの政策として捉え、地域の活性化に取り
組もうとし始めている動きは、欧州文化首都の変容と重なる部分があるのではない
だろうか。 
 
４節 ４章のまとめ  
 
日本の文化政策の歩みと博物館の設置状況、そして近年起こっているミュージア
ムの新しい試みについていくつかの具体的事例をみてきた。 
戦前・戦中の文化統制への反省もあり、戦後しばらく国の文化政策は文化財保護
が中心であったのが、高度経済成長期の終焉後、次第に芸術・文化振興へと舵を切
った。一方、地方自治体は、1970年代以降、地方の文化性や自立性を高めるために
文化政策に力を入れ、1980年代には好景気も手伝い、全国各地に博物館や文化ホー
ル等の文化施設が建設された。しかし、1990年代に入り、自治体財政の悪化により、
利用率の低い文化施設に対する批判や、文化施設運営への財政負担についての住民
の合意といったことが厳しく問われるようになってきた。一方でまちづくりに対す
る市民意識の高まりや地域活性化が大きな課題になる中、地域独自の文化や住民の
文化的活動への参画に力が入れられるようになった。文化施設についても、その芸
術的意義だけでなく、都市や地域振興における位置づけ、住民をはじめとする利用
者とのかかわりが見直されている。 
そのような中、事例に挙げたポンピドゥー・センター、水戸芸術館、金沢21世紀
美術館、十和田市現代美術館は、それぞれ地域の特性を生かすとともに、市民の自
発的な活動への参画、ミュージアムを核とした新たなネットワークの形成等を促進
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する仕掛けが組み込まれている。その上で、ミュージアムが、都市を再生し地域経
済の活性化に貢献する装置として捉えられている。 
「街路のような場」を目指したポンピドゥー・センターは、あらゆる階層の人が
自由に往来し、交流し、情報交換をするをする新たな社会関係を生み出すミュージ
アムとして活動している。水戸芸術館は、文化芸術振興と共に、都心形成のひとつ
として人々の流れを生み出す役割を担っている。美術作品もまちに飛び出し、美術
との接点を広げ、人々の参加を促す。誰もが自由に出入りできる公園のような美術
館をコンセプトとする金沢21世紀美術館は、周辺の商店街等とも連携し地域振興の
一端を担いつつ、子どもの体験・教育に力を入れている。十和田市現代美術館は、
中心街の通り全体をひとつの美術館に見立てる構想の中心施設であり、来訪者は美
術館を楽しむと同時にまちを周遊する仕掛けづくりに力を入れている。 
いずれも、ミュージアムが「芸術的価値」のみの評価対象ではなく、地域経済の
活性化や観光集客装置としての目先の手段としてのみ捉えるのでもなく、次世代を
見据えた生活の質の向上とコミュニケーションのきっかけになることを目指すもの
である。 
都市再生の象徴的事業として注目されたビルバオ・グッゲンハイム美術館は、観
光集客装置としてのみあることへの批判や課題に対して、地域の人々とともに存在
するために、教育普及プログラムに力を入れている。 
第３章で検討したアーレント、ハーバーマスにみる公共性概念に共通する「人々
の主体的な参加を可能にすることが公共性を実現することである」という視点、す
なわち社会における個人の参加可能性という考え方は、文化の外部性を考える上で
も、ミュージアムの公共性を考える上でも、共通した視座になりうるのではないだ
ろうか。 
ボウモル／ボウエンが提示した文化の外部性4項目―①威信、②ビジネスメリット、
③将来世代への効用、④コミュニティへの教育的貢献―の中でも、特に③、④は人々
の主体的な参加を促すことがなくては、実現されるものではない。また、ミュージ
アムの役割として、①生涯学習社会への対応、教育普及活動への期待、市民参画な
ど市民の潜在的な文化活動を掘り起こすこと、②まちに人の流れをつくり、地域を
活性化するきっかけとなること、が期待されている現在であればこそ、市民の主体
的な参加は重要な要素である。収集、保管、展示、教育、研究といったミュージア
ムの基礎的活動の各プロセスにおいて、「人々の主体的なかかわりを促す」「社会や
人々に開いていく」という考え方を実現していくことが、ミュージアムの公共性を
保障することになるだろう。 
ジョン・ロールズは、『正義論』（1971）の中で、「《public》は、教育その他
のなんらかの知識のコミュニケーション活動によって知識や情報を共有しており、
そのことによって特徴づけられる人々。《公共性》は、コミュニケーションと知識
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の共有性を特徴とする公衆と呼ばれる人間集団が一般にもっている、まとまりとつ
ながりと共通性といった社会的性質」と定義している。 
公開性、協働性といった公共性の概念を再度検証し、ミュージアム活動の中に取
り込んでいくことが、「コミュニケーションと知識を共有するための場」に繋がる
のではないだろうか。 
「文化を議論していた公衆が文化を消費する公衆」になることで、市民的公共性
が解体したと論じたハーバーマスは、1990 年代に入り「市民社会の再発見」（81）
について論じている。かつての市民的公共性が構造的に解体した現代にあっ
て、生活世界の潜在力が自律的公共性にまで自己組織化され、新しい力（公
共性）として確保されなければならない、というのである。 
各ミュージアムは、街路や公園のように様々な市民が交流する場、次世代
育成の場、地域とともに生きる場を志向することで、「開かれたミュージアム」を実
現しようとしている。公開性、協働性に加えて、主体的参加を実現できるかが、ハ
ーバーマスのいう新しい力（公共性）に近づく鍵といえるだろう。アーレント、ハ
ーバーマスにみる公共性概念の共通点は、「人々の主体的な参加を可能にすること
が公共性を実現すること」である。主体的な参加とは何か、どういった活動を促す
ことが市民性を実現することになるのかをミュージアム自身が考え、実行していく
中に、地域や社会に開かれたミュージアム、地域再生や都市再生に関わっていく機
関としてのミュージアムの公共性があると考えられる。 
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第５章 文化ホールの使命から考える文化施設の公共性 
 
１節 本章の問題意識と研究目的 
 
1970年代、「地方の時代」というスローガンの下、地方自治体による「文化行政」
が始まり、1980 年代には、博物館と同様、各自治体の総合的な文化行政の一環とし
て文化ホールも積極的に建設された。1980 年代後半のバブル経済は、この傾向にさ
らに拍車をかけた。都市の再開発をするのに文化施設を地域のイメージアップと集
客の目玉とすることが流行になった。しかし、劇場であれば演劇をつくる人が、音
楽ホールであればオーケストラが常駐することが前提の欧米とは異なり、文字通り
「箱物」の建設が中心であった。市民の潜在的な文化活動を掘り起こす仕掛けの無
い施設は、「誰も使わない豪華文化ホール」「ハコモノ行政」と批判を浴びることに
なった。  
1990 年代に入ると、ハード偏重への反省を踏まえ、建設された文化施設を有効に
活用するためのマネジメントについての論議が活発になった。埼玉県の彩の国さい
たま芸術劇場や茨城県水戸市の水戸芸術館が芸術監督を置いて独自の事業を積極的
に推進。東京都墨田区のすみだトリフォニーホールは、新日本フィルハーモニー交
響楽団と本格的なフランチャイズ契約を実現した。兵庫県立尼崎青少年創造劇場（ピ
ッコロシアター）は、演劇による青少年の健全育成を掲げ、日本初の付属「県立ピ
ッコロ劇団」を設立した。新潟市のりゅーとぴあ新潟市民芸術文化会館は、劇場所
属のコンテンポラリーダンスカンパニーを抱えて運営している。他にも、北海道の
富良野演劇工場は、日本で初めて NPO 法人に公立文化施設の運営を委託するなど、
地域独自のソフト展開を進めている。 
 2001年には、議員立法で文化芸術振興基本法が公布・制定され、芸術文化の継承、
発展、創造が心豊かな社会の形成に必要であることが明記され、初めて文化政策の
根拠となる基本が確立された。しかし、近年の自治体財政悪化の中で、文化政策は
行政の財政上の優先順位が高いとは言いがたく、その状況は厳しい。 
そのような中、2008 年 3 月、滋賀県議会で県立芸術劇場びわ湖ホール（以下びわ
湖ホール）の運営費をめぐり、「福祉かオペラか」の議論が起きた。問題の発端は、
2008 年 3 月 1 日付の京都新聞の報道に始まる。財政構造改革プログラムで削減した
乳幼児などの福祉医療費を前年度と同水準に引き上げる財源として、びわ湖ホール
を半年間休館し、その間に民間企業を含めた管理者を公募して自主運営費を削減す
る予算修正案を検討していると伝えられた。 
3日後の 3月 4日には、びわ湖ホール劇場サポーターや利用者、ファンが急遽「び
わ湖ホールを応援する会」を結成し署名活動を開始。全国から集まった約 3 万人の
署名と５２団体、専門家１１人の賛同文書を知事と議長に提出した。その後、予算
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特別委員会で福祉医療費助成増額分は財政調整基金を取り崩す案が可決され、びわ
湖ホールの予算削減案はなくなった。 
びわ湖ホールは、総工費245億円をかけ1998年に完成、四面舞台付きの大ホール
（1848席）など全国有数の設備をもつオペラ専用劇場である。開館当初から「創造
する劇場」を目指し、芸術監督に著名指揮者の若杉弘を招き、ヴェルディ作の埋も
れたオペラを手がけて日本初演を果たすなど意欲的な事業を行ってきた。オペラの
自主制作は１本で億単位の費用がかかり、入場者一人あたり入場料の２倍近い県費
が助成される。県議会では、入場者の過半数が県外客という統計（表10）を踏まえ、
年間11億円を超す県補助金（表11）について、「今後も同じように維持管理し続ける
ことに、県民の理解が得られるか」という質問が出た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 県内 県外 
オペラ 39％ 61％ 
オーケストラ 53％ 47％ 
バレエ・ダンス 24％ 76％ 
演劇 58％ 42％ 
古典芸能・邦楽 61％ 39％ 
室内楽 51％ 49％ 
普及事業 82％ 18％ 
合計 57％ 43％ 
 
（表 10）公演のジャンル別県内外の割合 
（2007 年来場者アンケート<びわ湖ホール実施>より筆者作成） 
基本財産運用
0% 利用料金収入
21%
事業収入
1%
補助金収入
77%
雑収入
1%
 
（表11）びわ湖ホール2007年度事業収入内訳 
（財団法人びわ湖ホール2007年度決算報告より筆者作成） 
※補助金収入は、県費補助金収入、国受託金収入、県受
託金収入、民間助成金収入含む。補助金のうち、県負担
分は約７３％、約11億4千万円である。 
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県議会での議論は政治的な駆け引きの要素が強く、文化政策の一環としてびわ湖
ホールの意義や税金投入の是非について徹底的に議論されることはなく、本質的な
問題は解決していない。びわ湖ホール問題は、自治体の財政状況次第で減額の恐れ
がある「措定管理者」の立場の危うさを浮き彫りにした。また、公立ホールの意義、
公共圏の設定、税負担者である県民への説明責任とコンセンサスをいかに形成する
か ― など公共性をめぐる課題を提示した。びわ湖ホールの年10億円を超える運
営予算は、地方自治体の公立ホールとしては高額だが、予算の多寡にかかわらず、
これらの課題は他の公立ホールにも無関係な出来事ではない。 
近年地方自治体を襲いつつある改革の波は、文化芸術分野の政策的な進展を拓く
よりは不透明な停滞をもたらしている（82）といった指摘が多い。びわ湖ホール問
題は、そのような停滞の中で設置者である自治体が自ら問い直すべき文化芸術政策
の公共性や地域・市民と文化施設の関係、といった課題を浮き彫りにした。 
現在の地方自治体の財政難がもたらした状況は、文化施設の存在意義を問い直す
機会でもある。市民にとって、地域にとって、社会にとって必要なものであるなら
ば、その存在意義や可能性を設置者、施設職員、利用者の間で共有しなければなら
ない。公立文化ホールがトップダウンで与えられた芸術の鑑賞の場に止まることな
く、文化的･市民的な「公共性」の概念からその役割を検証し直すことは、今後求め
られる地域再生への寄与を考える際に、一つの示唆を与えるものと思われる。 
 公立文化施設が掲げる使命は、その事業活動の積層によって達成される。公立文
化施設の事業活動に対するステイクホルダーの要求は、社会、経済状況の産物であ
ると同時に、当該施設のそれまでの事業活動に対するステイクホルダーの評価が影
響し、形成される。とすれば、公立文化施設の事業活動に対するステイクホルダー
の要求は、その時々、絶えず変化し続けることになる。当然、その要求を満足させ
ようとする公立文化施設の使命も、変化し続けることを余儀なくされる。 
本章では、関西を代表する２公立文化施設（滋賀県立びわ湖ホールと兵庫県立芸
術文化センター）の比較事例研究を通して、公立ホールのミッションの実現性と公
共性について検討する。 
研究方法としては、１）2008 年 3 月のびわ湖ホール問題を中心に、同ホールの運
営に対する世論の評価を新聞記事のデータベースを活用して読み解く、２）関係者
のヒアリング調査、３）ホールの運営状況に関するデータ分析を行う。兵庫県立芸
術文化センターに関しても同様に、新聞記事に表出した世論の動向分析、関係者の
ヒアリング調査、事業活動の分析を実施した。これらの調査、分析の結果を踏まえ、
両ホールの使命、開館以来の事業活動、地域への文化的／経済的波及効果、メディ
アの評価を比較研究する。 
次に、ボウモル/ボウエンが提起した「文化の外部性」（ボウモル/ボウエン 1966）
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を基準に、1)両ホールの事業活動を評価し、2)地域への文化的／経済的波及効果を
試算し、3)両ホールが掲げる使命が如何に達成されてきたかを検証する。ボウモル/
ボウエンの「文化の外部性」理論は、文化経済学の共通認識（共有の知的財産）と
なっており（阪本崇 2008）、文化経済学の多くの文献で引用されている。 
これらの検証を通して、公立文化施設の使命の流動性と、ボウモル/ボウエンが
提起する「文化の外部性」4項目を同時に達成することは、きわめて難しいこと、さ
らに公共性の実現についての課題を明らかにする。 
 
2節 先行研究の検討 
 
本研究が関連する研究分野としては、文化が経済に及ぼす影響、文化による経済
発展といったことを対象とする文化経済学や、公共政策の一分野として文化を独自
の対象とする文化政策学がある。文化経済学の創始者、継承者、発展者については、
国際的な研究学会では通常、アダム･スミスから始まり、イギリス・ヴィクトリア時
代のジョン･ラスキン、ウイリアム･モリスを経て、英国芸術評議会の初代議長であ
るJ.M.ケインズ、そしてウィリアム･ボーモル、ジョン･K・ガルブレイス、アラン･
ピーコックらが挙げられる｡池上惇（1996）は、そこに情報理論を踏まえて文化情報
や学習の理論を確立したコロラド大学教授ケネス･ボールデイングとハ-ヴァ-ド大
学教授アマルチア･センを追加する。 
現代的な文化経済学に強力なインパクトを与えたのは、1966年にアメリカ合衆国
で発刊されたウィリアム・J・ボウモル、ウィリアム・G・ボウエン著『PerformingArts 
The Economic Dilenma』である。生産性が不変の舞台芸術は他の産業部門の生産性
が上昇すると相対的に貧困化すること、文化や芸術はコミュニティを活性化させ住
民の創造性を引き出すなど社会的便益が存在するので、混合財として公的支援の対
象となり得ることなどを示した｡また、舞台芸術の観客は、高所得･高学歴･専門職と
いう属性を持つことを観客調査により明らかにし、芸術支援を行う際には、再分配
の視点が必要であることを示唆した。 
ジョン･K・ガルブレイス（1973）は、『Economics and the Public Purpose』の中
で、「消費生活が拡大するにつれ、ある時点で、美に対する本来の関心が高まってく
ることは十分に予想され」、「長い目で見れば、美術品をはじめ芸術的成果を反映す
る製品は、経済の発展にますます重要な位置を占めてくるだろう」と予見している
（83）。 
1975年には、アメリカ合衆国のアクロン大学都市計画学部のヘンドン教授を中心
に文化経済学会が発足され、1979年、第1回文化経済学国際研究学会がエジンバラで
開かれた。 
日本では、1970年前後に梅棹忠夫が日本人の消費や遊びの習慣の確立が経済発展
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に及ぼす影響を評価する視点を確立した｡1990年代に入ると、文化芸術に対する公的
支援の拡大、企業メセナ協議会の発足、自治体における文化行政の発展等、文化芸
術への関心が高まり、1992年に文化経済学会が設立された。文化芸術に対する需要
の分析や市場の動向、文化芸術に関る組織や経営の問題、文化政策の国際比較研究、
文化的な財の性格と価格の研究、アートマネージメント、文化芸術への公的支援政
策の現状と課題、文化芸術活動へのアクセスと参加、文化経済学の理論的な研究等
が見られる｡ 
 近年は、「公共性」が重要なキーワードとなりつつある。国立博物館・美術館の独
立行政法人化や文化施設への指定管理者制度の導入等を契機に、文化や文化政策に
おける公共性の問題が改めて議論されるようになった。しかし、その根拠は従来の
経済学では必ずしも明確に説明できず、阪本崇（2008）は、「文化をめぐる社会現象
において公共性が今もって論争の中にある」という。公共性を狭い範囲で論じてい
ることも多く、齋藤純一（2000）が指摘するように、「人々の間に形成される言説や
行為の空間」や「公共的価値を解釈し、定義すべき政治が行われるアリーナ」とい
ったより広い意味での公共性を考慮した研究は著についたばかりである。 
 
3節 地方自治体における公立文化ホールの設置状況 
 
公立文化ホールの前身は公会堂にあるといわれている。大阪市中央公会堂（1918）
をはじめ初期の公会堂は、集会や講演会を目的とした講堂の性格をもっていた。そ
の後、日比谷公会堂（1929）や名古屋市公会堂（1930）が建設され、音楽や舞踏な
ど文化的な催しが行われるようになった。1960 年代に入ってからは、地方自治体で
文化ホールの建設が始まる。 
1967 年から国による公立文化会館設置に対する助成が始まり、人口 10 万人以上
の都市が床面積 1500 ㎡ 以上かつ固定席 500 席以上、練習室３室程度を有する公立
文化施設を建設する場合に、建設費の３分の１程度が補助されるようになった。地
方にホールを建設するのは、地域住民が身近な場所で舞台芸術を鑑賞できる機会を
提供することと、首都圏に偏りがちな舞台芸術の公演の場を地方でも確保する目的
があった。地域住民が文化活動を発表する場としての役割を果たすことも期待され
た。 
この頃建設されたホールは、用途・目的を定めず様々な行事に用いられることを
前提としたものが多い。施設面の不備に加え、運営専門スタッフの不足などから「多
目的ホールは無目的ホール」との批判を受けた。1970 年代後半には文化庁も、多目
的ホールはどの種目についても完全な公演をできないという欠点があり、今後検討
していく必要があるとの認識を示した。そのため 1980 年前後から、演劇を専門とし
た尼崎市の青少年創造劇場や音楽を専門とした宮城県加美町のバッハホールなど専
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門ホールが建設された。1992 年度からは専門ホールと多目的ホールの補助制度が区
別されるようになった（この補助金は 1995 年度に廃止された）。 
財団法人地域創造が 2000年に実施した「地域の公立文化施設に関する調査」によ
ると、1999年現在、全国に 2,465館の公立劇場・ホールがある。大半が 1980年代後
半以降に建設されたもので、1990 年代には約 1,000 館がオープンする空前の建設ラ
ッシュになった。現在稼動している全施設の 47.3％がこの時期に設置された。近年
は新しいホールの建設は一段落し、1995 年の 130 館をピークに 1999 年は 75 館とほ
ぼ半分に減少した（表 12,13）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（（財）地域創造「地域の公立文化施設に関する調査」2000 年より） 
 
 
（（財）地域創造「地域の公立文化施設に関する調査」2000 年より） 
 
（表 12）ホール施設設置数の推移 
（表 13）近年（95-99 年）のホール施設設置数の推移 
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公立劇場・ホールはあくまで施設の建設というハード整備を中心に進められ、そ
の多くがレンタルスペースとして運営されている。全国平均（年に 10本）以上の自
主事業を行っている施設を「自主事業型ホール」とすると、その割合はホール全体
の 21.6%に過ぎない（表 14）。自主事業を行っているところも東京から公演を招く鑑
賞事業が多い。1990 年代に入ると、施設の利用率の低さ、鑑賞事業の観客の少なさ、
ハード（建物）を優先してソフト（運営や事業）を考えてこなかった行政の姿勢に
厳しい目が向けられるようになった。 
こうした事態を受けて自治省（現・総務省）では、地域の公立文化施設を活性化
するため、1994 年に財団法人地域創造を設立した。自主事業への財政的な支援を行
うとともに、文化施設の運営者を育成するための実践的な研修などを実施するよう
になった。文化庁も「文化のまちづくり事業」（1996年度～）、「アーティストインレ
ジデンス事業」（1997 年度～）、「芸術拠点形成事業」（2002年度～）など、ソフト面
を重視した地域の芸術文化活動支援に力点をおくようになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1990 年代に入ると、自治体の中でも創造活動に力を入れるところが現れた。1990
年代後半には、24 時間活用できる練習場専用施設・金沢市民芸術村や滞在型の秋吉
台国際芸術村など、これまでにない創作活動支援に取り組むところが出てきた。文
化ホールについてもアーティスト、行政、市民を交えて、社会における芸術文化活
動の役割について活発な議論が行われるようになった。ボランティア、市民参加公
演、ワークショップ、アウトリーチなど鑑賞型ではない取り組みは、その数がまだ
少ないとはいえ、現在の日本の公立劇場・ホールの新しい潮流になっている。 
そのような流れの中、関西でも独自の創造活動を実施し文化芸術の中枢拠点とな
都道府県
58（2%）
政令市　40
　（ 2%）
市町村区
435（18%）
非自主事業
型 1932
 （78%）
 
自主事業型ホール 
533 館（21.6％） 
（表 14）設置主体別自主事業型ホールの割合 
（（財）地域創造「地域の公立文化施設に関する調査」2000 年より） 
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ることを目指した滋賀県立びわ湖ホールと兵庫県立芸術文化センター（以下芸術文
化センター）が開館した。 
 
４節 関西における 2大県立ホールの使命と活動状況 
 
１．滋賀県立芸術劇場びわ湖ホール 
 
１－１．設立背景と使命 
1998年にオープンしたびわ湖ホールの構想は、1972年に策定された滋賀県の「文
化の幹線計画」に遡る。「文化の幹線計画」は図書館・美術館・博物館・文化芸術会
館などを整備する構想で、歴代知事に引き継がれた。構想の最後の一つ「文化芸術
会館中央館」にあたるのがびわ湖ホールである。滋賀は京都・大阪の通勤圏にあり、
長らく都市的文化装置の整備が遅れた地であった。滋賀県は「文化不毛の地」「文化
果つる地」からの脱却を目指して、20世紀最後の四半世紀に文化施設の整備、大学
の誘致などの文化政策を熱心に展開した。 
1987年には「県民文化会館検討懇談会」が設置され、「滋賀県が広域的に見て果た
せる役割を考え、本格的なオペラ劇場と決まった」（84）。その理由は、①1981年、
滋賀県で開かれた第36回国民体育大会で県民による創作オペラ「三井の晩鐘」を上
演した、②当時、新国立劇場の計画が公表され、オペラの殿堂を目指すことが明ら
かになった、③関西各府県の文化ホールの状況を見ると、コンサートホールは充実
しており、後発の滋賀県としては、本格的なオペラ劇場を作り、西日本のオペラの
拠点とすることで差別化を図る―などであった。 
コンサートホールとして最高の音響を確保しつつ、オペラ、バレエなども上演可
能な舞台設備を備えることになった。音響に配慮して扇形ではなく長方形のシュー
ボックス型にし、バルコニー席を配置することでオペラハウスの雰囲気を醸し出し
た。 
 
 
 
 
 
     
 
 
 
 
 
 
（びわ湖ホールホームページより 2012.9.17 アクセス） 
西日本初の本格的な 4 面舞台を持つ大ホール 
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1995 年 2 月の県議会では、（仮称）びわ湖ホールの設計と 245 億円の工事費は認
められたが、事業費 10 億円、管理運営費 10 億円の年度予算をめぐって、県の財政
規模に対して過大であることや、オペラ人口が県内にどれほどいるかなどの異論が
出た。 
そのため開館 3年前の 1995年から「舞台芸術入門シリーズ」と銘打って、県内各
地のホールでオペラやバレエ、クラシック音楽の初心者向けに舞台を制作・上演す
るようになった。新たな鑑賞者を創るべく、1995 年末には「びわ湖ホールサポータ
ー」の募集をスタートした。県民がセミナーに参加し、鑑賞機会を増やすことを通
じて舞台芸術に対する理解を深めると共に、サポーターを中心に舞台芸術を楽しむ
人の輪を広げる狙いがあった。後に「びわ湖ホール問題」が起きたとき、「びわ湖ホ
ールを応援する会」を組織し署名集めをする中心メンバーとなった。第 1 期（任期
は 3年間）は 30人を上限として募集したが、建物も現れていない時期に 329人の応
募があった。オペラを見たことのなかった県民が多かったが、「舞台芸術に接してみ
たい」、「単なる鑑賞者以上のかかわりを持ってみたい」と希望する県民は少なくな
かった。 
創造活動の拠点になる劇場をつくるために、びわ湖ホール専属の声楽アンサンブ
ルを 1998年に結成。オペラ上演に不可欠で合唱の核になり、同時にソロでも活動で
きることを目指した。専門的な劇場運営をするため、びわ湖ホールを管理運営する
組織として財団法人びわ湖ホールを 1996年に設立した。設立趣意書には、びわ湖ホ
ールの役割と目的が次のように記されている。 
「（仮称）びわ湖ホールは、いま日本や世界で展開されている舞台芸術を最高の
鑑賞条件で提供し、人類の精神活動の結晶ともいえる芸術を同時代を生きる人々と
共有するとともに、新たな創造への原動力となる拠点として整備するものである。
そのことによって、人々の生活にやすらぎや精神的な活力をもたらし、ひいては、
情報化時代、ソフト化時代への対応を迫られている滋賀の経済社会に好ましい影響
を生み出すことも期待するところである。また、まちの人々の生活や経済活動とも
連動させた事業展開を行うことにより、新しい県のシンボルとなる文化的都市環境
づくりの核となり、滋賀の魅力を発信する場となることを目指している」 
国内のみならず世界で行われている舞台芸術を「最高の鑑賞条件」で鑑賞できる
場、新たな「創造への原動力」となる拠点、滋賀県の「文化的都市環境づくり」の
核となる場 ― びわ湖ホールはこのような目標を掲げ、高度に専門化された劇場
としてスタートした。ホールの芸術的な基本方針や水準を決める芸術監督に、日本
を代表的するオペラ指揮者で世界的な指揮者としても知られる若杉弘を迎えた。 
若杉氏が出した就任の条件は、「年に一度は本格的なオペラを制作上演する」「若
い人たち向けに青少年オペラ劇場や青少年コンサートを開催する」の 2点であった。
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これがヴェルディの日本初演作品のプロデュースオペラ･シリーズ、青少年オペラ劇
場、青少年コンサートホールとといった事業に結実した。こうしてびわ湖ホールは、
「舞台芸術の創造」と「観客の創造」という 2つの目標を掲げ、活動を開始した。 
 
 
 
 
        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
創造する劇場として最も大きな舞台制作は、芸術監督プロデュースオペラである。
日本の最高水準の歌手を揃えてびわ湖ホールならではの舞台を創る。若杉の考えは
日本各地で頻繁に上演される演目を避け、個性的な作品で全国に情報発信し、びわ
湖ホールの存在感を打ち出すものであった。そのため日本で上演されたことのない
ヴェルディの作品群を取り上げることになった。ヴェルディの日本初演シリーズは、
若杉の芸術監督3期9年間の任期中継続され、びわ湖ホールは評論家やメディアから
高い評価を得た。 
6作目にあたる2003年「シチリアの夕べの祈り」で三菱信託音楽賞、2004年「十字
軍のロンバルディア人」で文化庁芸術祭優秀賞、2005年「スティッフェリオ」でミ
ュージック･ペンクラブ音楽賞と文化庁芸術祭優秀賞を受賞した。シリーズ最後の
2006年「海賊」は、ミュージック･ペンクラブ音楽賞と文化庁芸術祭大賞に輝いた。 
びわ湖ホールは、玄人好みのオペラ制作で差別化を狙い全国のファンの耳目を集
める存在になった。「その路線がオペラになじみが薄い地域住民と劇場の距離を広
げた」という見方もあるが、約10年間、質の高い芸術を創造する活動を継続したこ
とで文化庁の芸術拠点形成事業に選ばれた。関西圏のみならず、首都圏をはじめ全
国から集客する力を持ち、「オペラハウスの西の横綱」（朝日新聞他）と称される
ようになった。 
 
琵琶湖畔に建つびわ湖ホール外観 びわ湖を一望できる大ホールホワイエ 
（筆者撮影） 
 
 
 
 
（筆者撮影） 
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１－２．メディアに表れたびわ湖ホール 
マスメディアの報道姿勢、あるいはその内容は、市井の人々の興味や視点と大き
くかけ離れていることはない。開館年から2008年3月のびわ湖ホール問題が起こった頃
までの間、新聞紙上でびわ湖ホールがどのように報じられ、論じられてきたかを検証
する。 
日経テレコン（日本経済新聞社のデータベース）で、びわ湖ホールがオープンし
た1998年度（1998年4月1日～1999年3月31日）から2008年度（2008年4月1日～2009年
3月31日）までの期間、『朝日新聞』『産経新聞』『毎日新聞』『日本経済新聞』『読
売新聞』の5大紙を対象に、キーワード「びわ湖ホール」で検索した。その数は3,195
件。5大紙以外の日経３紙（『日経産業新聞』『日経流通新聞』『日経金融新聞』）、
地方紙を含めて検索すると、4,897件にのぼる。 
掲載件数の年度別推移は、表15のとおりである。記事には、自主公演の内容や評
価を詳しく論じているものから、単に貸館事業として行われる公演の「場所名」と
して記載されているものまで含まれている。記事の濃淡はあるが、新聞紙上でびわ
湖ホールの名前があがることのパブリシティ効果は大きい（びわ湖ホールのパブリ
シティ（新聞、テレビ、ラジオ）効果は2007年度で2.2億円と算出している）。 
 
（表 15）年度別新聞掲載件数の推移 
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（筆者作成） 
 
５大紙も、地方紙を含む全紙も、掲載件数の推移は同じ増減傾向を示している。
開館以来順調に掲載件数を増やし、6年目の2003年度にピークを迎えた（5大紙394件、
全紙554件）。その後は3年間で約200件（5大紙で△192件、全紙で△214件）掲載件数
が減少し、2006年度にオープン以来最少件数となった（5大紙で202件、全紙で340件）。
2007年度は、問題の発端となった京都新聞の報道を皮切りに再び件数が伸びた。 
最も記事件数の多かった2003年度は、びわ湖ホールの5周年にあたり、記念のシン
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ポジウムやコンサートが開催された。イタリアの名門ジュゼッペ・ヴェルディ歌劇
場の初来日公演、世界的なダンスカンパニー「山海塾」の新作日本初公演、ウィー
ンフィルハーモニー管弦楽団の2年ぶりの来日公演など海外カンパニーの来日公演
の記事が見受けられる。「身体表現」をテーマに2年に1度開催する「びわ湖ホール夏
のフェスティバル」では、この年ホールだけでなく野外やロビー、リハーサル室な
ど至る所を舞台にして、コンテンポラリーダンスやサーカスなどさまざまな表現を
体感できるプログラムを提供し、「ダンスの祭典、びわ湖ホール、間口広く新機軸
踊る」（日本経済新聞夕刊 2003.7.31）などと報じられた。 
若杉のプロデュースオペラ６年目は「シチリアの夕べの祈り」。通常カットされる
ことの多いバレエを含む全5幕4時間の大作で、序曲以外はあまり知られていない作
品の全容を紹介した。 
 貸館事業でホール名が記述されただけの記事も散見されるが、上記のようなテー
マを複数の新聞が報道しており、それが掲載件数の増加につながったと思われる。 
2003年7月6日の毎日新聞大阪朝刊には、「［西論風発］文化格差解消 見たけりゃ
関西に来い！」と題して、東西の文化格差解消には関西始発にこだわるべき、と論
じる記事が掲載された。びわ湖ホールの自主事業の心意気を賞賛していた。 
「開場以来、毎年秋の自主制作オペラで、ヴェルディの日本初演作品ばかり
を取り上げ、今年の『シチリアの夕べの祈り』が６作目になる。昨年のアンケ
ート集計では、首都圏４都県からの観客が、実に約２５％を占めた。毎年１泊
でというリピーターも多く見かけた。『日本で初めて』は大きなプレミアムなの
である。（中略）いまこそ劇場もプロモーターも芸術団体も『関西始発』にこだ
わり、まず関西以外から観客を呼び込むよう、発想を転換してほしい。ここへ
来ればどこかで何か新しいもの珍しいものを上演しているとなればファンは来
る（後略）」 
 
びわ湖ホールに関する新聞報道の件数の増減は、びわ湖ホールの事業運営の動き
と連動しているだろうか。自主事業公演数、貸館事業を含む総公演数、来館者数、
稼働率、自主事業費、それぞれの推移をみたが、記事件数との相関があるのは、来
館者数の推移（表16）のみである。公演内容が秀逸であれば新聞紙上で取り上げら
れてはいるが、公演数や事業費の額など量的側面は、掲載件数とあまり相関してい
ない。 
新聞の掲載件数が最多であった2003年は来館者数も最高値を示し、掲載件数最少
の2006年には、来館者数も最少だった。2006年の事業数・内容が特に貧弱だったわ
けではない。その年のプロデュースオペラ「海賊」は、文化庁芸術祭大賞を受賞し
ている。しかし、びわ湖ホール問題が起きる前年には、ホールへの観客の興味もメ
ディアの関心もやや薄れていたと言える。 
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                （表16）年度別来館者数の推移 
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                           （2007年度琵琶湖ホール年報より筆者作成） 
 
 
オペラは言語、音楽、身体表現、バレエ、造形芸術、衣装などあらゆる分野を包
括する総合芸術である。欧州では16世紀末からの歴史を持つ完成度の高い芸術であ
る。総合芸術であるがゆえに、必要な人員も掛かる費用も半端ではない。2003年の
「シチリアの夕べの祈り」の出演者は、11人のソリスト、80人の合唱、28人のダン
サー、20人の助演ら約140人。ピットに入るオーケストラ、メークや衣装など舞台を
裏で支える人たちを加えると300人を超えた。事業費も1億を超える。 
1998年9月、びわ湖ホールが開館した前後の新聞記事には、期待の大きさとともに
課題が記されている。 
開館当日 9 月 5 日の日本経済新聞（地方経済面）は、「公共事業への県民の目が
厳しくなる中、志の高い文化事業が理解を得られるか注目される」と、ソフトに投
資される費用に見合う質を担保できるかを問いかけている。「県民から宝の持ち腐
れ、税金の無駄遣いと言われないためにも利用価値を高めていかねばならない。県
民自ら舞台芸術活動の創造に加わる場にもするべきだ」（ 京都新聞 1998. 9.7）
などの記事もあった。 
集客力を心配した記事も多い。「京都でもなかなか埋まらない大ホールを、大津
になんて暴挙、といった批判すらある。そこで、ホールは、百人の『劇場サポータ
ー』と称するボランティアを組織、オペラやバレエの口コミ宣伝に努めている。」
（日本経済新聞 1998.9.13）。「最大の課題は、いかに聴衆を集めるかだろう。大
切なのは、びわ湖ホールでしか見られない公演（ソフト）をつくることだ。」（朝
日新聞 1998.9.13）。 
オープン時の新聞報道は、西日本で初めて本格的なオペラの上映が可能なホール
が完成したことへの祝賀と、それに見合う企画力、情報発信力への期待を語ってい
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る。地方から世界に通じる一流の舞台芸術を創造しようという気概に、地方の文化
行政の新しい時代の幕開けを感じさせる一方、地理的条件とオペラホールという性
格から集客力を懸念する記事も少なくなかった。 
建設費だけでなく、自主制作を続けるために毎年莫大な運営費をかけて舞台を作
り続け、かつ県民の理解・納得を得ることができるか。そのためにはいかにオリジ
ナルな舞台を創り、その質の高さを維持し続けるか。県民が鑑賞者であるだけでな
く、どれほど舞台芸術の創造活動に加わることができるか。当時滋賀県には音楽大
学はなく、県民がオペラやコンサートに接する機会が少ない中、「舞台の創造」だ
けでなく「観客の創造」も大きな課題として位置付けられていた。 
「びわ湖ホール問題」については、新聞各紙が様々に取り上げた。識者の文化芸
術活動に対する見解も掲載された。報道は、滋賀県議会での議論に始まり、ホール
の存続を求める署名活動を紹介。さらに文化に地域利害を持ち出すべきか、地域の
文化施設のありかたや納税者の納得をいかにひきだすかなど、これからの公立文化
ホールの方向を考える内容へと論調が広がっていった。びわ湖ホール開館時にあっ
た「賞賛」と「懸念」をめぐる議論が、この問題をきっかけに噴出した格好になっ
た。 
びわ湖ホールの管理・運営費の削減幅を拡大し、福祉医療費に充てる案について、
明確に是非を論じた記事は少ない。識者の意見として、「オペラは大変なのは確かだ。
ただ、質の高い文化は<社会の宝物>。行政や県民の気構えが試される」（評論家・山
崎正和 大阪読売新聞 2008.3.15 ）などの談話が掲載された。 
また、社団法人日本芸能実演家団体協議会らの創造活動継続を求めるアピールか
ら、「びわ湖ホールが日本のオペラの水準を牽引してきたことは広く世界からも評価
されている」、「継続性を断ち切ってしまうと再生が難しく、長い目でみて滋賀県民
のみならず日本全体にとって大きな損失につながる」などの内容を掲載する記事も
あった。それらは署名活動の紹介とともに、びわ湖ホール存続への世論形成の後押
しになった。 
 びわ湖ホール問題を発端に、公立ホールの運営についても多くの論説が掲載され
た。その論点は、芸術性の高さは評価しながらも、一方で県民の理解を得るための
努力、つまり掲げる演目やアウトリーチ活動への取り組み等を問う内容のものが目
立った。 
「県議会の議論から、びわ湖ホールを応援する会が発足し、インターネット
を通じて二万六千の署名があっという間に集まった。その七割は県外からだ。
誇らしく感じると同時に、びわ湖ホールの位置を象徴する出来事のように思え
た。  
昨年、芸術監督に沼尻竜典氏が就任し、高い質の維持と同時に親しまれるホ
ールをめざすことを打ち出した。音楽を愛好する市民は増えているように感じ
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る。びわ湖ホールが築いてきた芸術的水準を保ちつつ、そうした市民音楽の祭
典の場にできないか。地域とホールをつなぐ提案や議論、努力が、もっと必要
だ。びわ湖ホールは孤高であっていけない。存続は、県民に愛されるかどうか
にかかっている」（「びわ湖ホール 頂き高く すそ野広げて」 京都新聞 2008．
3.24） 
 毎日新聞（2008.3.26)は、芸術を支えるのは国や自治体の責務であり、文化施設
は広い地域全体の共有財産として地域利害を持ち出すべきではないと記した後、以
下のように納税者（＝県民）の理解を得る努力の必要性を論じている。  
「世界に誇れる舞台芸術を発信する理念と実績は高く評価されるべきだが、
それが 10年たっても納税者を納得させるほどに根付かなかった。公的支援に安
住して地元から浮き上がっていなかったか、という点はきちんと見直す必要が
ある」、「若手にチャンスを与え、スキルアップの手助けをするのも、幅広い
需要に応えながら潜在ファン層を発掘するのも、公共ホールの大使命であり、
公の補助を受ける立場としての責任なのである」 
東京読売新聞（2008.4.3）も 「納税者理解」という考え方に同調する記事を記
載していた。地方自治体の財政難も手伝い、芸術か、福祉か、といった議論は今後
さらに深刻度を増すだろうとし、「公共ホールの必要性を納税者にきちんと説明し、
理解してもらう努力はますます重要になる」。朝日新聞（2008．4.23～25）は 「公
立音楽ホールどこへ」を連載し、鑑賞に訪れない大多数の納税者にも存在意義を納
得してもらう必要性を訴えていた。  
1998年にびわ湖ホールが開館してから 2008年 3月存続にかかわる問題が起こるま
で、びわ湖ホールに対する新聞紙上での議論を概観したが、その要点を再度整理し
ておく。びわ湖ホールの評価された点と今後力を入れるべき点として挙げられてい
るのは、概ね以下の 4点に集約できる。 
＜評価点＞ 
①滋賀県から世界に誇れる舞台芸術を発信する理念・志は評価できる。 
②プロデュースオペラの水準の高さは万人が認めるところである。 
＜課題＞ 
①県民の理解を得るためには、観客の育成、創造活動への県民の参加が不可欠で
ある。 
②高水準の文化を維持することと幅広い需要に応えて潜在客を発掘することの両
立が必要である。 
 
１－３. びわ湖ホールの使命と経済効果 
びわ湖ホールの使命は、県民に国際的水準の舞台芸術を最高の鑑賞条件で提供す
ること、そして湖国滋賀のシンボルとなることである。ホールが地域に果たす役割
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について、2000年度年報には、事業運営の基本理念として「県民のみなさまに国際
的水準の舞台芸術を最高の鑑賞条件で提供するとともに創造活動を行い、人々の生
活や経済活動とも連動させた事業展開を図ることにより、湖国の新たなシンボルと
して、滋賀の魅力を内外に発信していく場となることを目指しています」と記し、
滋賀県のシンボルとしての役割を定義している。 
 びわ湖ホールはオペラを中心に、コンサート、ダンス、バレエ、演劇などの多彩
な公演を行い、質の高い舞台芸術の提供により全国的に知名度を高めていった。若
杉弘のプロデュースオペラを中心に、関西圏、首都圏をはじめ全国から集客する力
を持ち、「オペラハウスの西の横綱」（朝日新聞他）と称されるようになったこと
は、滋賀県の新しいシンボルとしての役割を十分に果たしたと言える。 
一方、「音楽家が芸術監督に就任して、実際の現場の統括を行い、芸術面での方
向性を明確に打ち出している。この場合、芸術家個人のバックグラウンドが劇場の
運営に大きな影響を及ぼし、個性的な運営がしやすい反面、マネジメントや地域社
会における劇場の役割との方向を合わせることが難しくなるという問題も出てく
る」（石田麻子、根木昭 2002）などの指摘もある。個性的で高度な芸術活動がホ
ールの名声を高めるとともに地域の人々にとって誇りとなり、地域の実情を鑑みな
がら地域社会とのかかわりを深めていくことが、事務局側に求められる。 
 びわ湖ホールは、当初から「舞台の創造」と並び「観客の創造」を掲げて活動し
てきた。前館長の上原恵美は、「観客の創造の第一は何より質の高い舞台を最高の
鑑賞条件で提供しつづけること、子どものころから本物の芸術の鑑賞機会を得るこ
とが大切」（84）と言う。質の高い舞台をできるだけ安価に提供することで、県内
の幅広い層に鑑賞機会を広げることも公立ホールとしての使命である。さらに、ワ
ークショップ、アウトリーチ、プレトーク、アフタートークなど、さまざまな形で
観客と芸術をつなげるための解説の機会を作ってきた。劇場専属の声楽アンサンブ
ルは、「学校巡回公演」や「ふれあい音楽教室」など学校へのアウトリーチ活動を
展開している。 
開館2年前に創設した劇場サポーターは、びわ湖ホールや舞台芸術への理解者であ
り、最大の応援団となっている。こうした地道な取り組みに県民の参加を促し、劇
場の存在価値への理解を深めることを目指した。「舞台の創造も観客の創造も、長
い年月とさまざまな試みが必要である。開館10年を経た今、子供の頃にびわ湖ホー
ルでオペラを見たことがきっかけでアートマネジメントを学ぼうと決めた、という
大学生に出会うことがある。次世代の未来に影響を及ぼしていくことも地域におけ
る意義である」と上原は言う（84）。未来の観客を創造することは公立劇場の大き
な役割である。 
経済的効果については、遠方からの来館者による交通、食事、宿泊といった直接
的な経済効果に加え、産業関連表を用いて生産誘発額を算出し経済波及効果を見る
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ことができる。ホール側の発表では、2007 年度の県内におけるびわ湖ホールの経済
波及効果を 23.6億円と算出している（表 17）。 
新聞やテレビ等のメディアに取り上げられたパブリシティ効果は、2008年度で２．
２億円である。他にも数字には表れていないが、びわ湖ホールへの来館がきっかけ
で、ＣＤ等を購入する、他ホールの演奏会に行く、教室に通うといった文化的な消
費が増加している可能性もある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              
（びわ湖ホール発表資料より筆者作成） 
 2007 年度 （千円） 
直接効果（Ａ） 1,516,397 
      内 県内業者支払額 897,443 
来館者の観光消費行動需要額 618,954 
生産誘発額（Ｂ） 2,363,437 
生産誘発係数（Ｂ/Ａ） 1.56 
パブリシティ効果 2008 年度 （新聞・テレビ・ラジオ） 220,000 
 
※生産誘発額は、下記①、②、③の合算 
①県内業者支払額を滋賀県産業関連表にあてはめ第一次波及効果を導く 
（897,443－賃金 284,300）×1.496639（娯楽サービス部門の逆行列係数）＝917,654 千円 
②びわ湖ホール職員賃金に加え、生産過程による波及効果で生産が増加した結果、 
それに伴い賃金も増加し、その一部が消費に転じ更なる県内生産の増加を生むと考えられる。 
（284,300＋917,654×0.29（雇用者所得額/県内総生産額））×0.76（2007 年度大津市の平均消費性向）=418,319 千円  
③来館者の観光消費行動需要額（618,954 千円）を滋賀県産業連関表の個人サービス部門にあてはめると、この需要を
満たすために県内の各産業において合わせて 1,027,464 千円の生産が誘発される。 
（表 17）県内におけるびわ湖ホールの経済波及効果 
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２．兵庫県立芸術文化センター 
 
２－１．使命とその活動 
芸術文化センターは、阪神・淡路大震災から10 年後の2005年10月22日、震災から
の復興のシンボル、文化復興のシンボルとして開館した。大ホール（2,001席）、中
ホール（800 席）、小ホール（417 席）の3ホールを有し、コンサート、オペラ、バ
レエ、演劇など舞台芸術の新しい発信拠点として建設された。地上６階、地下１階、
敷地面積は約１万3000㎡、建設費は200億円である。神戸からも大阪からも交通アク
セスが便利な西宮市に位置している。 
 
 
                                
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
高松公園をＬ字で囲うように建つ芸術文化センター      
 
無垢材で統一された内装は優しく落ち着いた雰囲気。 
４層バルコニー形式の大ホール  
 
（芸術文化センターHPより 2012.9.17アクセス） 
（筆者撮影） 
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構想のスタートは1988 年。兵庫県で第3 回国民文化祭が開催された時に遡る。モ
ニュメントとして劇場建設が提起された。1989年に基本構想が策定され、同時に芸
術文化センター事業基金が創設された。1990年には、ソフト先行事業として「ひょ
うごインビテーショナル」（国内外の優れた青少年の芸術団体を招き、低料金での
鑑賞、交流、指導の機会を提供。音楽・バレエが中心）が始まり、1991年にひょう
ご舞台芸術（演劇を中心に、質の高い舞台芸術作品を独自に企画、制作、上演する
シリーズ）がスタートした。さらに同年芸術文化センターの運営主体を想定して財
団法人兵庫現代芸術劇場を設立、芸術監督に劇作家・山崎正和が就任した。 
当初芸術文化センターの基本構想は、マイカルの経営する商業施設、阪急のホテ
ル、芸術文化センターなどが複合した大規模施設として計画された。しかし1995年
の阪神・淡路大震災によって設計等を一時中断。震災と経営難による企業の撤退で、
計画の大幅な見直しを余儀なくされた。再スタートしたのは2年後の1997 年で、芸
術文化センター懇話会が開催された。 
1999 年、財団法人兵庫現代芸術劇場と財団法人兵庫県文化協会を統合して財団法
人兵庫県芸術文化協会が設立され、兵庫県の文化施設の管理運営が委託された。そ
の際に、芸術文化センター推進室が設置された。財団法人兵庫県芸術文化協会は芸
術文化センターのオープンした2005 年に、指定管理者に指定されている。 
2002 年に指揮者の佐渡裕が芸術監督に就任し、2005 年10 月芸術文化センター開
館とともにセンター専属のオーケストラ「兵庫芸術文化センター管弦楽団」がデビ
ューした。ホールのオープンと同時に専属の楽団を持つのは日本初である。演奏家
の育成に尽力したレナード・バーンスタイン最後の弟子である佐渡が、関西の他5プ
ロオケとの差別化を図るために、教育的な要素をもつアカデミー型のプロ楽団を目
指して立ち上げたものである。 
最長3年の契約制である（年間約220日拘束・年俸360万円・宿舎補助）。35歳以下
のプロ奏者を対象に世界13都市でオーディションを行い、応募総数41カ国920人から
選ばれたのは15カ国48人。コアメンバーの平均年齢は27歳という若さだった。年8回
の定期演奏会、室内楽コンサートなど年間90ステージをこなすほか、アウトリーチ
活動に力を入れ、地域密着型の運営を行ってきた。 
芸術監督（顧問）によるプロデュース事業、楽団事業、民間や新国立劇場との共
同制作等による招聘提携事業、ワンコインコンサート等の普及事業等多彩な事業を
実施し、公演入場者数は開館年度の2005 年度で10 万人を突破。2007年11月には100
万人を達成し、2009年10月には開館4年で200万人を超えた。（表18） 
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芸術文化センターの基本理念は「自ら創造し、県民とともに創造するパブリック
シアターをめざす」である。この理念を支える4つの柱として、 
①阪神･淡路大震災からの「心に復興」「文化の復興」に貢献する。 
②21世紀における舞台芸術の創造と交流を国内外にわたり推進する。 
③舞台芸術の鑑賞、創作、発表など多彩な文化創造活動を通じて広く県民文化の
振興を図る。 
④芸術文化を通じて地域の振興を図る。 
を挙げている。 
震災復興のシンボル、文化復興のシンボルとしての意味合いが大きい。懇話会立
ち上げ当初から芸術文化センターの事業に携わってきた事務局長の藤村順一は、「本
当にこの施設をつくるべきかずいぶん逡巡があった」（85）と言う。「震災で計画
は一旦白紙に戻りかけた。1997年に芸術文化センター懇話会を立ち上げた時も、震
災の傷が未だ癒えず、県の財政支出が増大しているときに、このような施設をつく
るべきかどうか迷いの中にあった。県民や議員へのヒアリングを重ねていく中で、
むしろ文化の復興こそが真の震災復興ではないかという声に後押しされてこの事業
は立ち上がって行った。」 
震災で大きく傷ついた中、そこから立ち上がるのだという思いを「芸術監督、ス
タッフ、そして県民共通」に持っていたと藤村は言う。芸術監督の佐渡裕もホール
開館当初から、この事業は震災復興の象徴であり、ホールを市民が集う街の広場に
したいという考えを繰り返し述べている。 
「音やお芝居を届けることは、生きていく優先順位としては確かに低いもの
だ。ただ、人が安全に生きていく環境がこの10年で徐々に造られてきたとした
（2008年度兵庫県立芸術文化センター活動記録より筆者作成） 
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（表18）来館者数、公演入場者数の推移 
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ら、次は、出合いや感動や美しいものを追求したいという、人間ならではの別
の原点を探ることができるのではないか。兵庫で僕は、刺激になること、面白
いこと、生活が豊かになることを提示していかなければと勝手な使命感を抱い
ている」  （神戸新聞 2005.1.12） 
「震災から復興してこのオケができた、とメンバーにはよく伝え、人のつな
がりを感じさせる活動を使命としたい」 （大阪読売新聞 2005.3.29） 
「メンバーには、自分が今この曲を演奏していることが多くの人に必要なの
かと自問してもらいたい。阪神淡路大震災で、地域と文化のつながりの大切さ
を知った。この劇場は市民の身近な宝物になりたいのです」 （朝日新聞 
2005.7.22） 
震災復興のシンボルとしてのホール。だからこそ県民の信頼を得ること、県民のニ
ーズに応えることを第一義に事業を推進してきた。 
｢市民の身近な宝物｣となるためには、まず劇場に来てもらい、その楽しさを実感
してもらわなければならない。平日昼間のワンコインコンサート（入場料500円）を
充実させ、喫茶店代わりに気軽に音楽を楽しめる機会を提供したり、人気演奏家に
よる親しみやすいプログラムの公演を低額（2000円程度）で開催するなど、広範囲
な集客、ファン層の裾野の拡大に努めている。その結果、開館以降2008年度までの4
年間は、観客の26.9％が地元西宮市民で、68.9％が兵庫県民であった（表19）。ま
たチケットの先行予約ができる会員（登録無料）の24.2％が西宮市民で、兵庫県民
が68.1％を占めた（表20）。センターの存在が確実に地元に浸透していることが窺
える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
西宮市, 26.9%
阪神間その他,
19.5%
神戸市, 16.5%
兵庫県その他,
6.1%
大阪市, 6.1%
吹田・豊中市,
4.5%
大阪府その他,
9.5%
京都府, 3.8%
その他, 7.2%
西宮市
阪神間その他
神戸市
兵庫県その他
大阪市
吹田・豊中市
大阪府その他
京都府
その他
 
（兵庫県立芸術文化センターの概要（2009.6）より筆者作成） 
（表 19）観客の居住地（2005～2008 年 4 年間の平均） 
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 芸術文化センターは、長期・安定的運営の仕組みをつくるべく事業運営に関し
て独自の手法をとっている。そのひとつが県収支フレームの設定である。県収支フ
レームとは、事業領域ごとに目標と財源の使い方を基準値として定めたものである。  
芸術文化センターの事業体系はいくつかに分かれているが、主なものは①芸術文
化センター事業、②芸術文化センター管弦楽団事業、③広報宣伝・普及事業、④施
設の管理運営、である。①センター事業とは、芸術監督プロデュースによるオペラ・
コンサートを始めとした自主企画公演、招聘・提携・共催等による上演、舞台芸術
の普及や県民の創造活動の支援を目指した公演などがあげられる。②楽団事業では、
定期演奏会に加え、普及活動や出前演奏会等を実施する。③積極的な広報宣伝活動
とともに、主催事業と連携した公開リハーサルやワークショップなどの普及活動、
会員制度の運営等を行う。さらに、④施設の管理・運営、人材育成、地域連携等を
行う。 
自主事業については、先行施設のデータを踏まえた上で国内トップレベルの事業
数の実施を目指し、公演数年間36事業以上、58公演以上を目標に定めている。それ
に対する県からの財源助成は開館から3年間は5億円、その後は毎年3億5千万円と約
束されている。ただし、この県の支出に対して同額以上の事業費を獲得することが
条件である。つまり、5億円の県費を得るには、5億円をチケット収入や協賛金で集
めてこなければならない（表21､22）。県からの財源は、1989年に創設された80億円
の「芸術文化センター事業基金」から支出されることになっており、単年度の予算
に左右されない長期的な安定性が保障されている。 
 
 
（兵庫県立芸術文化センターの概要（2009.6）より筆者作成） 
西宮市, 24.2%
阪神間その他,
21.8%
神戸市, 16.8%
兵庫県その他,
5.3%
大阪市, 6.1%
大阪府その他,
14.8%
京都府, 3.7%
その他, 7.3%
西宮市
阪神間その他
神戸市
兵庫県その他
大阪市
大阪府その他
京都府
その他
 
（表 20）先行予約会員の居住地（2009.1.4 現在） 
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楽団事業も、年間88公演以上という実績基準がある。専属の管弦楽団の人件費は
県から支払われているが、人件費以外の事業費は自分たちで獲得しなければならな
い。管理運営についても、施設稼働率を｢全体で70％を超えること｣という基準が設
定された。 
このように財源の安定的な確保と、事業ごとの達成目標が明確に数値化されてい
ることが特徴である。やるべきことをやれば、あとは芸術文化センターのことは芸
術文化センターが決める、という自主性が認められた。「基準値以上の実績を挙げ
れば、その資金は自主事業や楽団事業に使うことができる。独立運営を守っている
ので、現場のモチベーションアップにつながっている」と藤村事務局長は言う。自
（兵庫県立芸術文化センターの概要（2009.6）より筆者作成） 
（兵庫県立芸術文化センターの概要（2009.6）より筆者作成） 
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（表 21）事業収入内訳（2008 年度決算） 
（表 22）事業収入の推移 
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主事業公演数も、施設の稼働率も、基準値との比較でみれば、その数は大幅に上回
っている。 
民間からの人材登用を徹底している点も特徴的である。芸術監督以外にも、事業
を統括するゼネラル・マネージャーに、朝日放送が運営するザ・シンフォニーホー
ルで21年間企画・運営に携ってきた林伸光が就任した。音楽プロデューサー、演劇
プロデューサーも民間ホールの経験者で、広報担当も課長を除きすべて民間企業の
出身者である。県知事自らが館長に就任する一方で、民間出身者を多く登用し、官
民一体となって戦略的な事業運営を実現している。 
 
 
         
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２－２．メディアに表れた芸術文化センター 
びわ湖ホールと同様、芸術文化センターの開館年から2008年度まで新聞が芸術文
化センターをどのように報じ、論じてきたかを検証してみる。 
日経テレコン（日本経済新聞社のデータベース）で、芸術文化センターがオープ
ンした2005年度（2005年4月1日～2006年3月31日）から2008年度（2008年4月1日～2009
年3月31日）までの期間、『朝日新聞』『産経新聞』『毎日新聞』『日本経済新聞』
『読売新聞』の5大紙を対象にキーワード「兵庫県立芸術文化センター」で検索した。
その数は610件。5大紙以外の日経３紙（『日経産業新聞』『日経流通新聞』『日経
金融新聞』）、地方紙を含めて検索すると1,001件である。掲載件数の年度別推移は
表16の通りである。５大紙も、地方紙を含む全紙も、掲載件数の推移は同じ増減傾
向を示している。 
2005年の開館当初から地元の反響はよく、翌年にかけて新聞の掲載件数も増加し
ている（表24）。3年目はやや落ちるが、2008年度は再び件数が伸びている。3年目に 
（兵庫県立芸術文化センターの概要（2009.6）より筆者作成） 
    2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 
大ホール 開館日数 117 316 318 321 
  利用日数 105（117）※ 293（246） 312（265） 316（275） 
  利用率 90% 93% 98% 94% 
中ホール 開館日数 121 306 309 312 
  利用日数 111（121） 245（145） 287（186） 300（204） 
  利用率 92% 80% 93% 96% 
小ホール 開館日数 119 299 304 303 
  利用日数 93（119） 273（87） 296（78） 300（72） 
  利用率 78% 91% 97% 99% 
     ※利用日数の（  ）内は主催事業数。  
 
（表 23）利用実績（事業数・稼働率） 
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新聞掲載件数は落ちたものの、芸術文化センターの公演数、主催事業数などの事業
実績（表25）をはじめ、来館者数、公演入場者数（表18）は増加しており、事業実
績と記事数とはあまり相関していない。 
新聞掲載のパブリシティ効果を、掲載件数 × 広告料金に換算し、開館直前の
2004～2007年度の3年半で計17億円と算出している（日本総合研究所調べ）。同期間
のテレビによるパブリシティ効果は14.9億円とし、3年半のメディア露出による効果
を計31.9億円と算出している。 びわ湖ホールでは、2007年度の新聞（5大紙238件、
地方紙を含む全紙452）、テレビ、ラジオを合計したパブリシティ効果を2.2億円と
算出しているので、芸術文化センターのほうがかなり高く見積もっている。新聞掲
載件数は琵琶湖ホールのほうが上回っており、この差はテレビ･ラジオの露出差およ
び広告費換算の違いによるものと思われる。 
 
（表24）年度別新聞掲載件数の推移 
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（表25）事業実績の推移 
204
701686643
359337
204
329
0
100
200
300
400
500
600
700
800
20
05
年
度
20
06
年
度
20
07
年
度
20
08
年
度
公演数(外部公演
含）
主催事業数
 
（兵庫県立芸術文化センターの概要（2009.6）より筆者作成） 
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2005年10月22日の開館前の記事は、日本初となるアカデミー型の常設プロオーケ
ストラについての記事、芸術監督である佐渡のインタビュー記事、そして芸術セン
ターの構想段階からかかわり、ソフト先行事業等に携わってきた芸術顧問の山崎正
和へのインタビュー記事が多い。 
2005年の6月2日に芸術文化センター付属の交響楽団のメンバーが発表され、朝日
新聞、日本経済新聞、毎日新聞、神戸新聞等が取り上げた。日本人24人を含む15カ
国48人の楽団員の平均年齢は27歳。国際性豊かなフレッシュなオーケストラの誕生
を伝えていた。ほとんどの記事は、ユニークな交響楽団の誕生の経緯と活動予定を
報じているだけだったが、毎日新聞は周囲の困惑も合わせて掲載していた。 
「自治体運営の楽団としては東京都響、京都市響などに次いで全国5番目。隣
の大阪府には三つの民間楽団もある。さらに、震災復興の文化的象徴として、
兵庫県が年間4億円を補助することで経済的基盤が強固になり、思い切った運営
方針を可能にした。 
だが、本格的な活動を前に困惑や危機感を持つ関係者もいる。特に在阪の楽団
の中には、兵庫県内での依頼公演を打ち切られたケースもあり、大阪フィルの
小野寺昭爾事務局長は『エキストラの争奪戦も始まった。興行師がやるような
人気公演の“第九”ではなく、税金でしかやれないことを考えてほしい』と指
摘。西濱秀樹・関西フィルハーモニー管弦楽団事務局長も『供給過多で市場が
パンクしている関西で民業圧迫はやめて』とくぎを刺す」（毎日新聞 
2005.7.19） 
芸術監督である佐渡裕へのインタビュー記事は、前出のとおり震災復興を象徴す
る事業として地域に果たす役割について語っている内容が多い。前出の記事以外に
も以下のような記事があった。 
「みんな震災復興のシンボルというコンセプトに賛同してくれた。（略）この
オーケストラが街の人に愛され、いい音をつくり、社会的にも認められる存在
となるようメンバーに指示を出していきたい」（朝日新聞 2005.6. 7） 
「メンバーに佐渡が真っ先に徹底させたいのが『街からお金をもらっている
という意識』。『演奏だけで十分意味がある』が、『それだけで街からいただいた
分働いたとは思わない』と話す。（略）『オーケストラにとって音色とか技量み
たいな話はしごく当たり前。これからは、音楽をどう地域に届けるかを考える
べき。悲しいこと、うれしい出来事があったとき出ていく、そういうのが街の
オーケストラだから』」 （山陽新聞  2005.7.23） 
山崎正和へのインタビュー記事は、長い時間をかけてようやく開館にこぎつけた
安堵とこれからへの期待を語ったものが多い。 
「『長いことかかりました』。開口一番の口調には、喜び以上に安堵感が漂
う。山崎にとっても、50年間の演劇人生の3分の１を費やした“夢”の実現とも
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なった。『文化も産業と結びつく時代になり、関西圏はファッションや観光な
どのソフト産業で生きていくべきではないか。その考え方で文化振興を進めて
きたからこそ、ここまでたどり着けた』と振り返る。（略）今後は自主制作の
公演に、新国立劇場や劇団などとの共同制作公演、貸館公演を3本柱に運営して
いく方針だ。『日本全体を見渡した時に、この劇場が演劇制作の中心となる。
そんなことを夢見ているが、まったく可能性のないことだとは思わない』と、
文化発信に力を注ぐ決意を語っている」   （東京読売新聞 2005.9.7） 
「『阪神大震災という特殊事情もあった。だがそのことで、なんとしても劇
場を作るぞと言う気持ちがかき立てられた。今は経済構造が文化と結びつく時
代。文化の中心を造ることは震災復興のテーマでもあり続けた、と思う』。（略）
すでに公演の先行予約会員の募集が始まっているが、地元住民の加入率が高い
のが喜ばしいという。『阪神間は文化的な意識が高い所。大阪、神戸だけでな
く西日本全体の文化センターとして、広範なお客様に来ていただきたい』」   
（毎日新聞 2005.10.7） 
こけら落としはベートーベンの「第九」。開館キャンペーンのポスターは、「ジ
ャジャジャジャ～ン」というコピーとともに、「さあ、楽しもう。」と語りかける
ような佐渡裕氏の指揮姿が迫り、クラシックホールのＰＲとしてはかなり意表をつ
く表現だ。そのわかりやすさとＰＲ効果か、当初予定の3公演は前売り発売日に即日
完売し、すぐに追加2公演を決定した。その後もチケットの売り上げは好調で、初年
度末の神戸新聞に「芸文センター5ヶ月で15万人 地域根差す試みが奏功 音楽教室
や近隣ＰＲ重視」と題する記事が掲載された。 
「好調の要因として挙げられるのが、同センターが仕掛けた『間口を広げる』
戦略だ。芸術監督を務める指揮者の佐渡裕さん自ら、西宮市内の小学校で音楽
教室を開くなど、開館前から地元重視のＰＲを展開。開館後も、入場料五百円
の『ワンコイン・コンサート』を開くなど、近隣の人たちが気軽に足を運べる
ようにしている。『限られた予算でいかに多彩なプログラムを提供し、効果的
な情報発信ができるか、戦略を練ってきた』と同センター。地元の反響を『予
想以上』と喜ぶ」    （神戸新聞 2006．3．29） 
関西の新たな芸術の拠点として、また震災復興事業の総仕上げとして期待を集め、
オープン後の公演の大半は満席と滑り出しも上々である。しかし公演評については
辛口の記事も散見される。 
「オープニングコンサートでは、ベートーベンの『第九交響曲』を披露。神
戸市混声合唱団に一般公募のメンバーを加えた合唱は安定した歌声を聴かせた
が、オーケストラは勢いがある反面、足並みの乱れが目立ち、演奏にも硬さが
残った。後半は持ち直したものの、育った環境や受けてきた教育が異なる楽団
員をまとめあげる難しさを実感した。タクトを握った佐渡は『外国人団員の中
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には第九の演奏は初めてという人もおり、経験不足はこれからの大きな課題』
と話す」   （東京読売新聞 2005．11.1） 
「兵庫県立芸術文化センター初のオペラ公演となったソフィア国立歌劇場の
ベルディ『オテロ』は、オテロ役のテノール、コスタディン・アンドレエフの
歌唱が威厳豊かだったものの、アンサンブルの不備が目立つなど、物足りない
出来だった。（略）前半は合唱がばらつき、歌手陣の気迫も不十分。後半は持ち
直し、オテロの怒りが爆発する第三幕では、アンドレエフの歌も迫力を増した。
第四幕、デズデモナのアリアも、傷心のヒロインをリアルに表現していた。同
歌劇場管弦楽団の音量はやや大きすぎ、歌手の声が聴き取りにくいシーンがし
ばしば。冒頭の嵐の夜のシーンの証明が暗すぎ、舞台がほとんどみえないなど、
視覚面でも難があった」  （神戸新聞 2005.12.14）                    
開館当初の記事は、震災を乗り越えてようやく誕生した芸術文化センターの地域
文化育成への期待、専属楽団やソフト面の充実、地元密着などセンター独自の活動
内容を紹介したものが多い。一方、演奏の質についてはまだ不安定で、厳しい評価
も垣間見える。 
開館2年目に入ってもオープンの勢いはとまらず、2006年度以降の記事ではチケッ
トの完売が続く芸術文化センターの快進撃や強みの秘訣を分析した報道が増えた。
「‘脱19時開演’の試み 関西に新しい風」（毎日新聞 2006.4.6）、「変わる運営―
完売続出、兵庫・西宮の芸文センター、阪神間でファン開拓」（日本経済新聞 
2006.4.13）、「開館半年、快走する兵庫芸文‘通俗化’戦略で新規開拓」（毎日新聞 
2006.5.12）、「オペラをもっと気軽に。蝶々夫人8公演」（朝日新聞 2006.5.16）、「若
年層から観客育てる」（大阪読売新聞 2006.6.30）といった見出しが並ぶ。 
成功の要因はマーケティングに基づいた戦略にあるとみる。宝塚歌劇になれた土
壌と住宅地という立地を踏まえて公演時間を昼間に設定し、「コンサートは夜」とい
う常識を覆した。また積極的な地域交流で地元阪神間の観客を掘り起こした。ワン
コイン（500円)で楽しめるコンサートでクラシックへの垣根を払い、聴衆のニーズ
に合わせた企画で親しみやすさを訴える。このような戦略で予想を上回る動員数を
実現した。しかし課題もないわけではない。 
 2006年5月12日の毎日新聞は、「演劇中心の中ホールの入場率は約7割。空席が目立
つ」と演劇部門の不振を指摘した。同年10月26日の神戸新聞でも「音楽と演劇で明
暗が分かれた」と報じていた。理由は明示されてはいないが、2006年9月末に芸術顧
問の山崎正和が退任した。 
音楽部門も「『兵庫芸文の入場料500円のコンサートに出た演奏家に、今後客が相
場とおりの入場料を払うのか』」という他事業者の不安や、「楽団初の定期演奏会に
楽団員以上の客員演奏者を要する大編成の曲を選ぶことに、基本理念への疑問も感
じる」（毎日新聞 2006.5.12） といった自主事業の取り組みやプログラムへの疑
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問を呈した記事もある。専属楽団については演奏の不安定さや伸びやかさの不足な
ど、演奏水準に対する辛口の評論が少なくない。それでも集客面の圧倒的な数字、
ホールへの人の流れをつくったことは確かである。演奏に対して厳しい注文をつけ
る新聞も、地域に開かれた公立ホールとしての役割を果たしていることは認めてい
る。 
「ロビーに広がる観客の笑顔と賑わいを見ていると、これこそがパブリック
シアターの大きな使命であるように感じる」（毎日新聞 2006.5.12） 
「芸術の追求だけでなく、大衆の満足を得るための娯楽的側面も必要な県立
ホールとしてのひとつの見識だろう」（四国新聞 2008.7.4） 
「芸術性の高い珍しい歌劇を上演してきた滋賀・びわ湖ホールが、開館10年
目にして運営をめぐって議論を呼んだのは記憶に新しい。地域に支えられ、ま
た地域を支える劇場や文化のあり方が問われるいま、兵庫県立芸術センターの
‘低姿勢’は一つの生き方なのだろう」（朝日新聞 2008. 7.2） 
もちろん芸術文化センターは動員数に結びつくだけの努力を積み重ねてきた。自
主事業の数は全国のホールと比べても群を抜いている。地域に根付くために、開館
前から地元の学校や商店街に出向いて、音楽や舞台の楽しみを伝えてきた。プロﾃﾞｭ
ｰスオペラの公演前には、リハーサルの公開、公演前日の舞台見学ツアー、演出家に
よる講演会、地元商店街と協同での前夜祭の実施等公演を盛り上げてきた。そうし
たきめ細やかな活動があってこそ、クラシックファンの裾野を広げ、多くの人の支
持を得ることができた。しかし、一方で大衆性だけでよいのかという議論はくすぶ
り続けている。 
「今は専属オーケストラを含め、大衆目線の運営だが、今後もそれでいいか。
たくさんの人にセンターに足を運んでもらうことも大事。同時に10年20年先を
見据え、高度な芸術を生み出し、耳の肥えた聴衆を育てていくことも必要だ。
そのバランスを考えて過去のスタイルにとらわれず、兵庫独自の地域との連携
を追及してほしい」 （神戸新聞 2009.2.23） 
前衛性、芸術性と大衆性とのバランス。公共性に対する責任をどう果たしていく
かは、公立ホールならではの難しい問題である。長年芸術監督、芸術顧問の任につ
いていた山崎正和も、｢芸術監督というより『常識監督』だった｣と振り返っている。 
｢納税者の多数に還元すべく、ポピュラーな演劇を提供すべきだという議論が
一方にある。反対に公のお金を使うなら商業演劇ではできない古典や前衛を守
るべきだという議論がある。両者の間で現実的な矛盾を引き受けるとき、求め
られるのは微妙なバランスであり常識でした｣（日本経済新聞 2008．8.19） 
芸術監督の佐渡裕は、「劇場がお金を稼げるとか周りに経済効果があるというのは
本質的なことではない、あくまでも副産物である」としながらも、「ホールと地域を
つないでいくためには、まずは多くの人の支持を得ることが最優先である」という。 
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「劇場にお客さんが集まらなくてどうして芸術と言えるのか。予算をくださ
いと手を挙げられるのか。指揮者ですからオペラ通を喜ばせたいとは思います。
でもオペラに行ったことがない、オーケストラを聴いたことがない、そういう
人たちに来てほしいのです。知恵を絞り、仕掛けを考えました」 （朝日新聞 
2008.10.3） 
地域に開き多くの集客を獲得する、そのために親しみやすい演目を選ぶことが必
ずしも芸術性を落とすことにはならない。一方で、「いまや多くの文化芸術施設が、
自らの意義を主張することよりも、集客力のある企画に力を入れることによって、
求められている施設であることを証明すべく努力している。図書館ですら、利用者
数を競う。しかし今更ながらそのような評価の仕方が適切なのだろうか、という疑
問を抱くのである。」（小林真理 2009）などの主張も存在する。公的資金を投入す
る公立施設は、民間事業者が利益を目的に展開する事業とは異なる役割を有してい
る。それは必ずしも現在のニーズに応えていくだけではない。新聞紙上での論調に
も、そのバランスへの迷いが窺える。 
以上、芸術文化センターが開館した 2005 年度から 2009 年度までの 4 年間の新聞
紙上での論調を概観した。その要点を整理しておく。公立ホールとしての芸術文化
センターの評価された点と今後力を入れるべき点は、概ね以下の 4点に集約できる。 
＜評価点＞ 
①マーケティングに基づいた運営と積極的な地域交流で、クラシックへの垣根を
払い地元の観客を掘り起こした。 
②多彩なプログラムと親しみやすい企画で県民のニーズに幅広く応えている。 
＜課題＞ 
③専属楽団の演奏の不安定さ、伸びやかさの不足など演奏水準に課題がある。 
④集客も大事だが高度な芸術を生み出し耳の肥えた聴衆を育てていくことも必要。
そのバランスを考えるべきである。 
 
２－３. 芸術文化センターの使命と経済効果 
地方自治体によって設立された文化施設には、さまざまな目的があり使命がある。
芸術を創造し新たな情報発信を任とする施設もあれば、文化芸術の普及を目的にし
たもの、文化芸術を媒介にして地域コミュニティの活性化につなげることを目指す
施設、あるいは観光集客を第一義とした施設もある。それぞれの目的によって評価
の基準は異なる。 
前述のとおり、兵庫芸術文化センターの基本理念は「自ら創造し、県民とともに
創造するパブリックシアターをめざす」である。震災からの復興のシンボル、文化
復興のシンボルとしての事業であるという意味合いは大きい。 
事業展開の基本コンセプトとして、 
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①多彩な舞台芸術の「創造・発信」 
②芸術性豊かなものから親近感に富むものまで、「幅広いニーズ」に応える上演 
③舞台芸術の「普及」・県民の創造活動の支援 
の3点を、 
施設運営の基本コンセプトとして、 
①創造・発信する劇場として自主企画事業を中心に運営 
②専門性の高い劇場（機能・設備・スタッフ）の特性が生かせる公演の利用促進 
③県民の多様な創造活動の発表の場、劇場空間への親しみ・交流機会を通じて裾
野拡大 
④フレキシブルで使い勝手のよい運営（ホスピタリティ）、開放性と賑わいで街
づくりの一翼を形成 
の４点をあげている。 
 2005年の開館以降、3年間は開館記念期間と位置づけられ、県からの事業費補助は
年間5億円、4年目以降は通常年度として3.5億円の補助と決められた。前述のとおり、
開館3年目の 2007年11月には公演入場者数100万人を達成し、異例のスピードで集客
が進んだ。 
開館記念の3年間に、①多彩なメニューの実現（選択肢拡大）、②ファンの発掘・
獲得（裾野の拡大）、③賑わいの創出（地域振興）、④本格的な舞台芸術劇場とし
ての存在感を県内外にアピール（知名度定着）といった成果をあげたと自己評価し
ている。通常年度に入った2008年度も、開館記念期間と同様に、①主催300公演を含
む年間660公演、②公演入場者数50万人、来館者数80万人、③ホール利用率95％とい
う高い水準を維持している。（2009年6月「兵庫県率芸術文化センターの概要」より） 
 主催公演数、集客数、ホール利用率、そして利用者や先行予約会員の県民割合等
から鑑みて、センターの活動が県民の幅広いニーズに応え、地域に浸透しているこ
とは確かである。2008年10月10日の産経新聞には「魅惑の劇場 地域に開かれた証
し」と題した記事が掲載され、積極的に地域に出て行き地域とのかかわりを築いて
いく芸術文化センターの活動を紹介し、最後に「芸文センターの取り組みは、震災
からの復興という枠を超え始めている」と評価している。 
 地方自治体の財政難や金融危機等経済環境の悪化は、公的助成に頼るホールやオ
ーケストラをはじめ文化芸術にも厳しい状況をもたらしている。そうした中で芸術
文化センターの記録的な成功は、「県民とともに創造するパブリックシアターを目指
す」という使命を十分に果たしているといえる。 
メンバーの半数が外国人である付属オーケストラの定期公演のチケットが毎年完
売するのはなぜか。「近隣の県営住宅からホールに演奏しにくる『身近な若者』に
対する先行投資」（朝日新聞 2007.4.21）と記されていたが、自分たちの街からい
つか世界へ羽ばたく可能性を秘めた若者たちを応援することを、観客たちが楽しん
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でいるようにも窺える。「演奏の質に少々の課題があっても自分のまちのオーケス
トラを聴こう」という風土を育みつつあることは大きな成果と言える。外国からの
有名楽団であれば高額でも遠方でも聞きに行くという人はいても、身近なオーケス
トラの定期会員になって見守っていくという文化はまだ日本ではほとんど育ってい
ない。ホールを｢自分たちの街のホール｣と認識していればこそ、そこで育つ若者の
成長を見守ることができる。 
 「芸術文化を通じて地域の振興を図る」ことは、芸術文化センターの基本理念を
支える柱の一つである。芸術文化センターは、地元の商店街等で構成される「西北
活性化連絡協議会」の店舗に対して芸術文化センター開館の影響に関するアンケー
ト調査を2007年6月に実施している。回答数73（内物販44％、飲食30％）のうち、公
演日に客数・売り上げが増加するという店舗は46.5％と約半数であった。その中で
客数・売り上げが20％程度増えるという回答が約30％あった。 
 西北活性化協議会とは、阪急西宮北口駅をはさんだ東西南北の四団体（（協）アク
タ西宮振興会・にしきた商店街・兵庫県立芸術文化センター・阪急西宮ガーデンズ）
が地域全体の振興発展と活性化を目的に、2006年 4月 1日に設立した協議会である。
現在、市内 10大学の学生、周辺自治会、小中学校・幼稚園や各メディア等が協力メ
ンバーとして活動している。芸術文化センターの公演に合わせて野外コンサートを
開催するなど、「西宮を音楽の街に」育てることを目指してイベント等を実施してい
る。地域の賑わいと一体感を醸成することは、芸術文化センターの活動で見逃せな
い点である。 
芸術文化センターの存在は、地域全体のイメージアップや地域のブランド向上に
つながっているが、その一指標として路線価格の上昇率（表26）を挙げることがで
きる。開館年度の2005年以降、かなりの上昇率である。ただし、芸術文化センター
単体の効果とは言い切れない。調査にあたった日本総合研究所も、「近隣の再開発
等ともあいまって地域全体のイメージアップや地域ブランド力向上に伴う定住人口
増、集客･開発ポテンシャル向上による周辺での開発投資等の拡大の効果も想定され
るが、芸術文化センター単体の効果を取り出して測定することは難しい」としてい
る。 
2008年11月26日には、売り場面積約10万7,000㎡、百貨店や複合映画館、関西初出
店の69店舗など計268店が入る西日本最大級の売り場面積を持つショッピングセン
ター「阪急西宮ガーデンズ」がオープンした。同日付の読売新聞には西宮北口駅周
辺で住居を探している人の「大阪、神戸のどちらに通勤するのも便利。文教施設も
充実していて、魅力的な環境」という声が掲載されている。 
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 芸術文化センターでは、開館2周年を迎えた2007年11月に建設と開館後2年間の整
備・運営に関する経済効果調査を行い（株式会社日本総合研究所調べ）、建設と開
館2年間（2005年10月～2007年9月末）の経済効果（生産誘発額）を県内437億円、全
国769億円（表27）と推計した。建設による効果は一時的に発生する効果であり継続
性はない。施設運営による効果（生産誘発額）は、2006年度を基準に考えると県内
で63億円になった。2006年度と同様の事業内容、財政規模、集客実勢を維持すると
仮定すると、4年間で建設整備効果の額を上回る。 
 経済効果調査では、公演入場者へのアンケートを基に、来館者の交通費やセンタ
ー周辺での飲食、グッズ購入などの来館時付帯消費の支出額を来館者一人当たり毎
回1，765円と推計している。アンケートでは、センター利用後に「レッスンを始め
た」「新しく楽器を購入した」「有料のコンサートへ行く機会が増えた」「CD/DVD
の購入が増えた」など、公演鑑賞をきっかけに文化関連の消費が増えたという回答
が90％に達する。その額を入場者一人当たり年間平均5,178円の増加と試算している。
来館による観客の消費額に加え、文化的な消費行動の変化による消費額を直接効果
に算入している。 
公演入場者へのアンケートは必ずしも全員が回答するとは限らず、回答者は文化
施設や事業企画への関心の高い層が中心になっていたと考えられる。したがってア
ンケート調査によって導き出された文化的消費額の試算は、やや高めに推計されて
いる可能性もある。それでもリピーター客に対するアンケート調査として、「鑑賞後
の行動変化」「文化消費額」に関わる調査項目の設定は、芸術文化センターの波及効
 2004 年⇒
2005 年 
2005 年⇒
2006 年 
2006 年⇒
2007 年 
2005 年⇒
2007 年 
芸術文化センター北側 ―3.1％ 6.5％ 6.1％ 12.9％ 
西宮北口駅南側 ―3.0％ 9.4％ 8.6％ 18.8％ 
西宮北口駅北側 ―2.3％ 2.4％ 7.0％ 9.5％ 
夙川駅南側 ―3.1％ 0.0％ 12.9％ 12.9％ 
JR 西宮駅南側 ―2.9％ 0.0％ 8.8％ 8.8％ 
JR 甲子園口駅南側 ―3.6％ 1.9％ 5.5％ 7.4％ 
阪神西宮駅北側 ―2.6％ 2.7％ 7.9％ 10.8％ 
阪急岡本駅南側 ―1.7％ 5.1％ 16.1％ 22.0％ 
阪急三宮駅南側 ―3.4％ 4.3％ 20.5％ 25.7％ 
 
（表 26）西宮市内および神戸市内主要地点の路線価上昇率  
（「兵庫県立芸術文化センターの整備・運営による経済波及効果について」
2007.11 発表より 評価時点は各年 1 月 1 日。） 
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果を算出しようとする試みとして興味深い。「文化施設が地域にもたらす効果は多
面的であり、通常の公共事業の波及効果分析と同じ手法をとっていては、その広が
りはなかなかとらえ切れない。その意味で、文化施設が出来たことによる他の文化
消費の拡大効果を推計に組み込んだ今回の手法は、意欲的なもの」（山名尚志 2008）
と言える。 
 
（表 27）兵庫県立芸術文化センターの経済波及効果（上段は県内、（ ）内は全国の経済効果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（「兵庫県立芸術文化センターの整備・運営による経済波及効果」 2007.11 発表より）  
 
 
５節 文化芸術の外部性からみた両ホールの公共性 
 
１．ボウモル/ボウエン理論の妥当性について 
両ホールが掲げてきた使命、それに沿って繰り広げられてきた活動を、文化芸術
の外部性理論に則って検討する。特に舞台芸術を中心に文化芸術の公的支援の理論
 
建設段階 
開業後（2005.10.22 開業） 
合計 2005 年 度
（下半期） 
2006 年度 2007 年度 
（上半期） 
直接効果（a） 200.0 
（200.0） 
20.2 
（30.2） 
41.0 
（63.9） 
21.6 
（31.9） 
282.8 
(326.0） 
生産誘発額
(ｂ) 
 311.1 
(517.4) 
30.8 
(60.2) 
62.5 
(127.9) 
32.7 
(63.0) 
437.1 
(768.5) 
付加価値誘
発額(c) 
155.1 
(254.6) 
20.9 
(38.9) 
40.8 
(79.4) 
21.4 
(39.1) 
238.2 
(412.0) 
生産誘発係数（d＝ｂ/a） 1.56 
(2.59) 
1.52 
(1.99) 
1.53 
(2.00) 
1.51 
(1.97) 
1.55 
(2.36) 
雇 用 誘 発 効 果 （ e ）      
(人) 
1,609 
(2,737) 
184 
(358) 
397 
(790) 
199 
(392) 
2,389 
(4,277) 
※ 2005 年度、および 2007 年度（上期まで）の効果額については、2006 年度における詳細な分析結果を 
もとに、各年度の事業費や来場者数等をもとに簡易推計したものである。 
(a)直接効果：需要発生額（センターの主催事業実施経費〈出演者報酬、制作経費、広報宣伝 
経費等〉、施設維持費、観客〈交通、宿泊費、食事等）〉等の支出のうち、県内各産業部門にもたらされた金額 
(b)生産誘発額：「直接効果」に間接波及効果を加えた額 
(c)付加価値誘発額：生産誘発額のうち、生産に要した原材料やサービスなどの中間投入額を控除 
したもの（雇用者所得、営業余剰等） 
(d)生産誘発額：「直接効果」額に対する「生産誘発額」の比率で、何倍の生産が誘発されたかを示す。 
(e)雇用誘発効果:経済効果を新規雇用に換算したもの 
単位：億円 
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的根拠を提示したボウモル/ボウエンの論点と比較検討するにあたり、まずその理論
の妥当性を検証する。 
 ボウモル/ボウエンが示した文化の外部性は、①「国家に付与する威信」、②「文
化活動の広がりが周辺のビジネスに与えるメリット」、③「将来世代への効用」、④
「教育的貢献」の 4点である。ボウモル/ボウエンが示した文化の外部性―その論点
の妥当性は、他の文献でも同様に読み解くことが出来る。 
 
① 国家に付与する威信」 
フライ/ポマレーネ（1989）、ハイルブラン/グレイ（1993）も文化の外部性の一つ
として指摘している。近年はハーバード大学・ジョセフ・ナイ教授が国際政治学の
領域で定義した「ソフト・パワー論」の一要素として、文化の「国家に付与する威
信」に関する議論が活発になっている（86）。軍事力や経済力によって他国を動か
す力が「ハード・パワー」であるのに対し、その国が持つ価値観や文化の魅力で相
手を敬服させ、魅了することによって自分の望む方向に動かす力が「ソフト・パワ
ー」である。ここでは「文化力」と言い換えることもできる。 
国家のみならず地域社会も、「文化力」を発揮することが問われる時代になった。
「わが町は鉄を年間何万トン出荷したとか、自動車を年間何万台生産したとか」な
どの「ハード・パワー」ではなく、「ソフト・パワー」が地域社会に対する評価基準
として重要視されるようになっている。 
文化施設の持つ「文化力」に関する調査研究は、梅棹忠夫（監修）『文化経済学事
始め』（1983）が先駆的であった。同書では、富山県利賀村の「利賀山房」が取り上
げられている。「20社を超えるマスコミが（世界演劇祭利賀フェスティバルの成功を）
伝え、知られざる秘境は一躍「演劇の村」として全国の注目を浴びるようになった」
と紹介している。その後も鈴木忠志（演出家）の活躍や、磯崎新デザインの小劇場
などが評判となり、利賀山房と同時に、利賀村も「全国ブランド」から「世界ブラ
ンド」に昇華した。地域社会の場合、「威信」とは言い難いが、「地域社会のアイデ
ンティティ確立」の効果と言い換えることができる。 
 
②「文化活動の広がりが周辺のビジネスに与えるメリット」 
集客によって飲食、宿泊、物販等における消費の拡大をもたらす、直接的な効果
がある。芸術文化関連の産業育成効果が期待できる。舞台装置、衣装、印刷、広告
等の関連産業において雇用が生み出される可能性がある。現代では、CD、ビデオ、
放送、ゲームソフト等のコンテンツの充実といった関連産業の発展に寄与すること
も考えられる。 
狭い範囲の地域経済に及ぼす効果について、わが国での先行的な実証研究は、や
はり梅棹忠夫（監修）『文化経済学事始め』にある。利賀村の実地調査では、民宿、
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旅館、卸・小売サービスなどについて経済的波及効果を調べている。また、国立民
族学博物館の地域経済への波及効果を試算している。その中で「来館者1人当たりの
平均消費行動」を分析している（食事＋交通費＋宿泊＋買い物／千里地区＋大阪府
下＋その他のクロス集計）。 
 
③「将来世代への効用」 
ボウモル/ボウエンは「円熟した文化活動の成長、芸術水準の向上、観客の理解力
の発達は一夜にして達成できるものではない」と述べ、「将来に備えるためには今、
芸術への支援が必要」と論じている。円熟した文化活動を楽しむためには（＝芸術
鑑賞能力）、訓練や出会いの場が必要である、とも記述している。文化活動の享受
者に対しある種の教育プロセスが必要であるという考え方である。 
この種の議論について一般的に引用されるのは、イギリスの思想家ジョン・ラス
キンや生活の芸術化を主張したウイリアム・モリスである。産業革命を経て失われ
た手仕事の良さを見直し、自然や伝統に美を再発見するアーツ＆クラフツ運動を展
開したが、特にラスキンはその中で文化芸術の固有価値に着目し、「芸術を理解し
得る教育」の重要性を論じた。 
「有効価値の生産のためには常に二つの必要なものがある。第一は、財が、
もともと利用し得るという性質をもつものとして生産されていること、第二は、
人間が生産されたものを利用する能力を身に付けていること」（87）。  
つまり固有価値が有効なものになるためには、固有価値を持つ財を生産するだけ
でなく、それを使用し、享受することのできる能力が必要になることを指摘した。
換言すれば、モリスたちが唱える理想社会--すべての人々が芸術の薫り高い生活を
送る―を実現するためには、民衆が身近な生活に芸術を取り入れる環境と、芸術を
理解し得る教育が必要になる。ラスキンなどの芸術／教育論を受け池上淳（1991）
は、「生産者は創造性を発揮し、享受者は享受能力を高め、人間の生命やくらしの充
実に貢献し得る有効価値を実現してくれる」（88）と書いている。 
 
④「教育的貢献」 
ボウモル/ボウエンは「（芸術には）より立派な市民、より豊かな共同体、すべて
の人にとってよりよい生活を作り出す」便益が期待される、と主張している。文化
芸術活動がコミュニティに暮らす人々に対し啓蒙効果を持ち、それがコミュニティ
活性化につながる、という考え方である。 
 
「公立文化施設の使命（ミッション）」と「文化の外部性」の関係性は、以下のよ
うに考えることができる。 
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デイヴィッド・スロスビー（2001）は、文化財・サービスを「私的財として存在
する文化的財と、（中略）公共財として存在する文化的財」に区別し、「私的な文化
的財の個人的消費」と「公共的な文化的財の集合的消費」について論じている（89）。 
「私的財として存在する文化的財」に対しては、文化の外部性が問われることは
ない。なぜならば、私的財の消費はまったく個人的なものであり、個人的満足を充
足すればそれで文化的財の存在意義は全うされる。しかし、「公共的な文化的財」の
場合は、絶えず文化的財の外部性を問われることになる。言い換えれば、公共的な
文化的財は、その存在意義を外部性によって正当化されなければならない。公立文
化施設は公共的な文化財の１ジャンルに包摂される。その総体としての存在（建物
から諸活動まで）意義は、その使命（ミッション）に体現され、使命はステイクホ
ルダーの理解と支持を得ることが必要になる。 
 
２．ボウモル/ボウエン理論からみた両ホールの存在意義 
 
 両ホールが掲げてきた使命、それに沿って繰り広げられてきた活動を、文化芸術
の外部性（ボウモル/ボウエン）の論点と比較検討する。 
 
（１）文化施設による地域イメージの向上 
 ボウモル/ボウエンが示した文化の外部性①「国家に付与する威信」を地域に読み
替えると、地域イメージや地域ブランドの向上、あるいは地域住民の誇り、アイデ
ンティティの確立になる。 
<びわ湖ホール> 
舞台芸術、特に芸術監督によるプロデュースオペラは、その質の高さで全国のオ
ペラファンの耳目を集め、関西圏、首都圏をはじめ全国から集客する力を持つよう
になった。芸術監督プロデュースオペラの観客は 61％が県外民である。それが県議
会で議論になる一因でもあったが、「オペラハウスの西の横綱」（朝日新聞他）と称
され、広域から集客する力を持ったことは、滋賀県の都市イメージを高めることに
大きく貢献した。出演者に日本人の起用を貫抜き、日本のオペラの水準を引き上げ
（京都新聞他）、より本質的には芸術の発展にも寄与してきた。 
小林真理（2006）は「日本における地方自治体の公の施設においては、芸術文化
の発展そのものに寄与するという発想が貧困」であると指摘しているが（90）、それ
ならばびわ湖ホールは「文化施設が創造性を高めて芸術発展へ貢献する」という文
化施設の本来的役割を果たしていることになる。 
<芸術文化センター> 
県内を中心に支持を受け、開館 5 年目には先行予約会員（無料）数が 70,000 人
（2009.3.8)に達した。観客の 70％が会員で、そのうち 10回以上のリピーターが 40％
（2008 年度公演入場者アンケート調査結果による）と、熱心なファン層に支えられ
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ている。「自ら創造し、県民とともに創造するパブリックシアターをめざす」とい
うミッションの通り、県民が地域への愛着を深めるきっかけになっている。震災復
興のシンボルということもあり、地域への浸透を第一に活動を推し進めてきたが、
これまでの活動が県民の誇りや自信の回復につながっている。 
 
（２）文化施設の経済効果 
ボウモル/ボウエンによる文化の外部性②「文化活動の広がりが周辺のビジネスに
与えるメリット」については、両ホールとも、産業連関表を用いた経済波及効果と
広告費換算によるパブリシティ効果を算出している。 
<びわ湖ホール> 
県内業者に支払った額と賃金による波及効果、来館者の観光消費行動から経済波
及効果を年間 23.6 億円（2007年度）と算出。新聞、テレビ、ラジオに取り上げられ
た件数をもとに試算したパブリシティ効果は、2.2億円(2008年度)である。 
<芸術文化センター> 
直接的な経済効果に芸術文化センターの施設運営費と自主事業費、貸館事業者主
催者側の経費、観客の交通・宿泊・食事等の消費額に加え、芸術文化センターがき
っかけで増えた観客の文化消費の額を算入している。その結果、施設運営による経
済効果（生産誘発額）は、兵庫県内で年間63億円（2006年度）と試算した。パブリ
シティ効果は開館直前の2004～2007年度上半期までの3年半の新聞・テレビでの報道
を広告費換算し、合計31.9億円と算出。年間9.1億円の効果である。 
総来館者数の差異（びわ湖ホール 2007年度 227,744人、芸術文化センター 2007
年度 838,838人）があり、経済波及効果にも金額差がでているものの、いずれも一
定程度の役割を果たしているとみることができる。 
 
（３）将来世代への貢献、教育的貢献 
ボウモル/ボウエンによる文化の外部性③「将来世代への効用」とは、「芸術鑑賞
能力は訓練や出会いに適した時期をはずしたら獲得できるものではないと理解され
て」（91）おり、将来に備えるためには、現在芸術への支援が必要だと説く。また、
文化芸術には人々の生活の質を高め、共同体に対して活力を提供する④教育的貢献
がある。 
<びわ湖ホール> 
「舞台芸術の創造」と「観客の創造」という 2つの目標を掲げてスタートしたが、
ホールが滋賀県の「文化的都市環境づくり」の核となり滋賀の魅力を発信する場と
なるという大きな使命を負っていただけに、使命の力点は「舞台芸術の創造」にお
かれがちであった。「観客の創造」に向けて、ホール専属の声楽アンサンブルのメン
バーによる学校への巡回公演、子供たちに向けた青少年オペラシリーズなどの事業
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も行ってきた。しかし、少なくともメディアに取り上げられるなど注目を浴びてい
たのは、「世界に通じる」芸術活動である。 
<芸術文化センター> 
対象を県民に置き、県民にいかに貢献するかが大きな使命であった。そのため公
開リハーサル、レクチャー、ワークショップ、バックステージツアーなど、県民と
の近接性を重視し、普及イベント、専属楽団のアウトリーチ活動等に力を入れてき
た。県教育委員会からの委託事業として、兵庫県内の中学 1 年生全員がセンターを
訪れる「わくわくオーケストラ教室」を行っており、2007年度は 381 校 51,095人の
生徒、引率者･保護者を含み計 55,532 人が来場した。ワンコインコンサートをはじ
め普及事業と位置づけているものは、2007 年度で 22 公演、計 40,706 人の入場者数
があった。 
以上、両ホールが軸足を置いてきた活動、及び両ホールに対する新聞紙上での評
価を、ボウモル/ボウエンの文化の外部性に照合すると下記のとおりである。（表28） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成） 
 
 
 
 
３．両ホールに対する新たな社会的要請と使命の変化 
 
３－１．両ホールの使命とその実現 
 びわ湖ホール、芸術文化センターの設立時の使命とこれまでの事業活動を再度確
認しておく。 
◎：特に軸足を置く活動、評価された点 
○：一定程度の役割を果たす  
▲不足が指摘されている点                             
 
ボウモル/ボウエンに
よる文化の外部性 
びわ湖ホール 芸術文化センター 
使命 活動評価 使命 活動評価 
・舞台芸術が地域にも
たらす威信 
◎ ◎  ▲ 
・文化活動が周辺のビ
ジネスにもたらすメリ
ット 
 ○  ○ 
･将来の世代への利益 
○ 
○ 
（芸術水準の向上） 
○ 
○ 
（芸術鑑賞能力の発
達、出合いの場） 
・教育的貢献 
 ▲ ◎ ◎ 
 
（表 28）文化の外部性と両ホールの役割  
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<びわ湖ホールの使命> 
１．国内のみならず、世界で行われている舞台芸術を「最高の鑑賞条件」で鑑賞で
きる場の提供 
２．新たな「創造への原動力」となる拠点 
３．滋賀の「魅力を内外に発信」していく場 
この使命の実現のために、日本のオペラの第一人者若杉弘を芸術監督に迎え、日
本未上演のヴェルディの作品群を取り上げ、日本の最高水準の歌手を揃えてびわ湖
ホールならではの舞台を創った。このヴェルディ日本初演シリーズは、開館以来9年
間継続され、全国のオペラファンの耳目を集め、評論家やメディアからも高い評価
を得た。そのことは、上記１、2の使命が十分に満たされてきたことを意味する。 
<芸術文化センターの使命> 
１．自ら創造し、県民とともに創造するパブリックシアターとなるために、多彩な
文化創造活動を通じて広く県民文化の振興を図り、芸術文化を通じて地域の振興
を図ること 
２．震災復興のシンボルとして、県民の信頼を得ること、県民のニーズに応えるこ
と 
指揮者の佐渡裕が芸術監督に就任し、教育的な要素をもつアカデミー型のプロ楽
団としてセンター専属の「兵庫芸術文化センター管弦楽団」を立ち上げた。各国か
ら集まってきた若者たちは、在籍期間中、県下の宿舎に住み演奏会等で技能を高め、
再び兵庫から世界へ巣立っていく。開館前から芸術監督自ら地域を回り、小学校で
出前事業を実施。管弦楽団もアウトリーチ活動に力を入れ地域密着型の運営を行っ
てきた。親しみやすいプログラムに低額入場料公演等で敷居を下げ、平日昼間の公
演で地元主婦層等に訴求するなど戦略的な事業運営に徹し、異例の集客数を達成し
た。 
両ホールを比較すると、使命とそれを達成するための方法が真逆である。びわ湖
ホールはオペラ専門ホールとしての地位と名声を確保するため、当初から最高水準
の舞台芸術を創ることを目指した。広域からの集客を睨みながら、他では見られな
い独自の企画で個性を発揮した。一方、芸術文化センターは、何よりも震災復興の
シンボルとして県民のニーズに応えるべく、多彩で身近な企画を次々と打ち出し、
地域に浸透することを目指した。いずれも当初立てられた使命に忠実に、それを達
成するのに相応しい事業を推進してきた。その結果、びわ湖ホールは日本中のオペ
ラファンが注目するホールとなり、芸術文化センターは、県民の身近な楽しみの場
として機能している。 
 
３－２．両ホールに対する新たな社会的要請 
 新聞紙上の論説や専門家の評論等を整理すると、びわ湖ホールは「芸術か福祉か」
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問題をきっかけに、芸術文化センターはそれまでの地域重視型の活動に対して、そ
れぞれ新たな社会的要請が出されていることがわかる。 
びわ湖ホールに対する新たな社会的要請とそこに示された課題は、以下に集約で
きる。①滋賀県から世界に誇れる舞台芸術を発信する理念・志は評価できる、②プ
ロデュースオペラの水準の高さは万人が認めるところである。しかし、③県民（納
税者）の理解を得るためには、地元観客の育成、創造活動への県民の参加が不可欠
である、④高水準の文化性を維持する一方、幅広い需要に応えて地元潜在客を発掘
することが求められている。すなわち、県民にもっと接近し、県民に身近な存在と
なる活動を期待されている。 
芸術文化センターについては、①マーケティングに基づいた運営と積極的な地域
交流で、クラシックへの垣根を払い地元の観客を掘り起こしたこと、②多彩なプロ
グラムと親しみやすい企画で県民のニーズに幅広く応えていることは評価に値する
が、加えて③専属楽団の演奏の不安定さ、伸びやかさの不足など演奏水準に課題が
あり、地域外でも十二分に通用する演奏の質アップに努めること、④高度な芸術を
生み出し、耳の肥えた聴衆のニーズに応えること― などが今後の課題として示さ
れた。 
公的な文化活動、あるいは文化施設に対する評価／要請には、常に両義性がある。
デヴィッド・スロスビー（2001）は「経済的価値と集約された文化価値との全体的
な関係が、反対の方向になることもある」と指摘している。その例としてスロスビ
ーは、次のように書いている。 
「『ハイ・カルチャー』の（保守的、エリート主義的、支配的、絶対的）規範が
受け入れられるのであれば、無調のクラッシク音楽は、高い文化的価値を持ち
ながら低い経済的価値しか持たない例であり、テレビの連続メロドラマは高い
経済的価値と低い文化的価値を持つ財の例である」(92) 
文化の経済的価値と文化価値それ自体は、必ずしも両立しない、という考え方で
ある。文化の経済的価値は、しばしば文化の外部性の一部として論じられる。事例
研究の２文化施設がいかなる文化的価値を創造してきたか、あるいはその評価と今
後の活動に対する社会的要請は、スロスビーが提起した「文化（文化施設、そこで
行われる文化活動）評価の矛盾」の問題を内包している。すなわち、2つのホールに
対する社会的要請は、矛盾を内包した課題を両立することを求めているのである。 
びわ湖ホールは＜高尚なもの＞＜世界レベル＞に加えて、＜文化芸術を楽しむた
めの教育が必要な人々（ボウモル/ボウエン説④）に対応すること＞＜県民の文化性
向上に貢献すること＞を求められた。芸術文化センターは、びわ湖ホールとは別の
立ち位置から活動をスタートした。そして５年の活動を経て今、びわ湖ホールが新
たに求められている使命とは逆に、さらなる＜芸術性のブラッシュアップ＞、ある
いは＜経済主義重視路線から芸術性重視路線への調整＞を要請されるに至った。 
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びわ湖ホールと芸術文化センター、各々高く評価された点と課題（今後の要請）
として挙げられた点は表裏をなしている。表 28に示したように、両ホールの活動で
文化の外部性からみて十分でない部分が、課題として指摘されている。こうした社
会的要請に対し、ホール側は以下のような新たな使命とその具体的活動の展開を示
すようになった。 
＜びわ湖ホール＞  
2007年 4月に芸術監督が 2代目沼尻竜典に交代し、同年 10周年を迎えたことを機
に、びわ湖ホールの第 2 ステップのスタートと位置づけている。2007 年度年報の冒
頭挨拶は、「質の高い舞台芸術の提供により全国的に知名度を高めたびわ湖ホールを、
次のステップとして県民によりいっそう親しみやすい劇場にしてゆくという考えの
もと、手軽な料金でのオペラ公演の開催、また劇場に足を運ぶきっかけとなるよう
オペラ入門講座の開催やロビーコンサートの充実にも努めました」と新たな使命を
明示した。「県民により親しみやすい劇場」「手軽な料金でのオペラ公演の開催」「オ
ペラ入門講座の開催」などは、設立当初の使命-―世界レベルの芸術の提供―からは
出にくいものであった。沼尻の提案で、メインロビーにピアノを設置し、監督自ら
が演奏するロビーコンサートも行っている。 
高度な創造活動を継続しつつ、いかに県民に貢献するか、親しみやすい劇場をつ
くっていくかをホールの新しい使命として明確に位置づけた。 
＜芸術文化センター＞ 
「専属楽団に関する演奏の質の課題、高度な芸術に挑戦すべきである」などの評
価に対して、事務局長の藤村は、「県民のニーズに応えることは大衆性を意味して
いるのではない。高度な芸術を届けることも県民文化の振興につながることは十分
に承知している」と話している（85）。2009年度のプロデュースオペラ「カルメン」
は、東京二期会、愛知県文化振興事業団との共同制作であった。全15公演という全
国的に見ても珍しいオペラの長期公演を実現するとともに、兵庫県の取り組みを全
国に発信するために、東京公演、愛知公演を実施した。2009年9月には、2006年度に
続きウィーンフィルハーモニー管弦楽団の招聘公演を行い、世界に通じる舞台芸術
劇場としての格・質の確立にも努めている。 
専属楽団のメンバーが大量に入れ替わる2008年には、新団員の確保と音楽性の向
上が大きな課題となった。新規採用の国際オーディションを毎年実施し、客演奏者
の確保も強化してフレッシュさとアンサンブルの魅力を高めるよう図っている。
2010年度には、芸術監督の個性を発揮する20世紀作品のオペレッタに挑戦し、引き
続き東京公演も実施した。地元へのさらなる浸透を目指す一方、芸術的な個性の発
揮や県外でのアピール活動に乗り出している 
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３－３．両ホールの使命の変化 
びわ湖ホールは、他にはない個性と芸術性でオペラホールとしての地位を確保し、
滋賀県の名声を高めた一方で、地元との距離の遠さを指摘され県民の理解と参加を
促すことを課題として取り組み始めた。芸術文化センターは、パブリックシアター
として県民の大きな支持を受けながらも、長期的視点に立ったより高度な芸術への
取り組みが要請されるようになった。真逆の使命からスタートした両ホールは、初
期の使命を実現する中で、それとは反対に位置する新たな使命の実現に取り組み始
めた。 
両ホールは、開館時に対極的・対照的な使命を掲げ、それに相応しい事業活動を
展開し、その意味でそれぞれの施設が個性と独自性を発揮してきた。しかし、両ホ
ールが当初の目標とは異なる使命の実現を目指し始めたことで、両ホールの事業活
動の特徴が希薄化し似通ってくる可能性がある。 
地方自治体の財政基盤は脆弱化している。公立文化施設に対する財政支援の拡大
は期待できない。文化活動に対しても、「選択と集中」が要求されるようになる。財
政支援が先細りする一方で、要請される使命が拡張すると、そうした社会的要請と
財政的に可能な活動との間に齟齬が生じ、提供する文化活動全体の質の低下につな
がることが懸念される。 
 
６節 ５章のまとめ 
 
１．ミッションの流動性 
 
関西を代表する２大公立ホールの比較を通して、その使命が社会的要請や役割期
待の変化、地域社会の実情、財政事情など様々な要因を反映し、＜moving target＞
となっていることを明らかにした。ボウモル/ボウエンが提唱した「文化の外部性」
４項目は、それぞれに妥当性がある。しかし、この2大公立文化ホールの事例研究は、
ボウモル/ボウエンの４項を同時に達成することが極めて難しいことを示唆してい
る。 
スロスビーを引用して述べたように、文化それ自体が、公立文化施設が使命を達
成することを難しくさせる要素を持っている。「恐らく『文化』という言葉は21世紀
の現代国際社会の中で最も定義づけを困難とする概念の一つ」（中本2003）である。
しかも、現代は階層的な背景が曖昧化したこともあり、「ハイ・カルチャーとポピュ
ラー・カルチャーの境界は、高度消費化、高度工業化、そしてグローバル化が進む
現代社会において必然的に不確かなもの、曖昧なものとなってきた」（中本2003）。 
文化の評価基準自体が＜moving standard＞になっていることを示唆している。＜
moving standard＞から派生する社会的要請に応えようとすれば、文化施設/文化活
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動の使命も当然、＜moving target＞にならざるを得ない。高い芸術性と経済価値は
必ずしも結びつくとは限らない。文化施設が対象とする文化ジャンルでさえ、時代、
場所、それにかかわる人々によって変化し得るものである。 
芸術文化センターの芸術顧問であった山崎正和が退任の際に語った｢芸術監督と
いうより『常識監督』だった｣という言葉は、まさに公立文化施設の立ち位置の難し
さ、公共性の実現における矛盾の中でバランスを取る困難さを表している。集客効
果や経済性を高めることと高い芸術性や実験的な試みを行うことを、事業の中で両
立していかなければならない。公立文化ホールが予算を獲得するためには、地域に
とっての意義と効果を検証し、市民に支持をされることが不可欠である。事業成果
のひとつとして経済効果や稼働率といった指標を明らかにする必要があるのは勿論
であるが、なぜ公共がそれを運営するのかという説明としては十分ではない。 
公立文化施設/文化活動がその社会的要請に応えることが難しい時代を迎えてい
る中で、文化ホールは地域において、どのような役割を果たそうとしているのか。
それを的確に表しているのが文化ホールのミッションであり、ミッションの実現度
合いでホールは評価される。一方、本章でみたびわ湖ホールと芸術文化センターの
事例から言えることは、ミッションそのものの流動性である。ミッションを策定す
る際に十分な議論を積み重ね、ミッションについての市民の合意形成を図るのはも
ちろんであるが、時代と社会が変わる中で、ホールの果たすべき役割についても変
化する可能性がある。常に地域の事情を鑑み、市民と対話を続けることが不可欠で
あろう。 
 
２．新しい活動の共通点と公共性 
 
矛盾を内包しつつも、そのバランスを取ろうとする2つの公立ホールが取り組む新
しい活動には、いかに地域に貢献するかいう姿勢に共通点がある。 
びわ湖ホールにとっての課題は、高い芸術性を実現しながらも、地域の人々が近
づきやすいホールにすることである。開館 10 周年を迎えた 2007 年を第 2 ステップ
のスタートと位置づけ、気軽なロビーコンサートや教育普及活動等に力を入れ始め
た。短時間のコンサートを低価格で楽しめるクラシック音楽の祭典「ラ･フォル・ジ
ュルネ」（93）の開催など、新しい観客の獲得と親しみやすいホールに向けた試みを
続けている。2010 年、西日本で初めての開催となった「ラ・フォル・ジュルネびわ
湖」では、出演者数が 650 人、14 の有料公演の入場率は 95.2％、有料入場者数は 1
万人を超え、無料公演を含めると 23,799 人が訪れた。翌 2011 年の第 2 回目は、出
演者数 695 人、公演回数 68、来場者数 28,217 人となった。さらに、2012 年は、プ
レイベントを含め合計 110 本（有料公演 19 本、無料公演 26 本、キッズプログラム
65本）の公演を開催し、来場者数は過去最高の 30,556人となった。キッズプログラ
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ムが充実し、小さな子どもを連れたファミリー層がゆったりと音楽を楽しむ姿が目
立った。 
公共ホールとしての芸術の質を問われた芸術文化センターは、県民の支持を得な
がら、兵庫県の取り組みを全国に発信するために県外でのアピール活動を行い、さ
らに世界レベルの公演の招聘、専属楽団の音楽性の向上に取り組んでいる。経済情
勢が停滞する中でも、2012 年 9 月には公演入場者数 350 万人を達成するなど好調さ
を維持している。佐渡裕芸術監督プロデュースオペラは全国的にも珍しい長期公演
に挑戦するとともに、全国スケールで展開を図り、幅広いオペラファンの獲得・定
着を目指している。 
両ホールとも、それぞれの新しい試みにより、文化ホールが地域と共に在り、か
つ地域の誇りとなることを目指している。 
また、芸術を通じた次世代育成に力を入れている点も共通している。2009年11月
に内閣府が行った「文化に関する世論調査」では、文化芸術振興のために国に力を
入れてほしいこととして、「子どもたちの文化芸術体験の充実」が48.6％で第１位
になっている。文化芸術振興のために最も必要なことは、次世代を担う子どもの文
化芸術活動に力を入れることであると認識されている。 
芸術文化センターは、開館当初から兵庫県内すべての中学1年生を対象とした青少
年芸術体験事業「わくわくオーケストラ教室」を実施してきた。生徒へのアンケー
ト結果（平成21年度）でも、「貴重な体験だった」（そう思う63.1％、どちらかとい
えばそう思う29.9％）、「生演奏がよかった」（そう思う78.5％、どちらかといえばそ
う思う17.6％）と肯定的な回答が多く、16名の外部評価委員による「兵庫型『体験
教育』の評価・検証委員会」（平成22年６月１日～平成23年3月31日設置）において
も、「親や友達と異なる自分独自の内面の世界に気付く多感な時期である中学校の
段階に、本物の芸術文化に触れる体験の意義は大きい」と評価を受けている。 
子どもの文化芸術体験のためには、学校における鑑賞体験の充実が重要であるが、
実際に文化ホールに行って本物の舞台芸術に接することは、ただ生の音楽を鑑賞す
るということに留まらない。芸術文化センターの「わくわくオーケストラ教室」の
事業内容にも示されているが、エントランスからホールに入るまでの導入部、オー
ケストラの登場も含めた音楽鑑賞の仕方についての体験、さらに施設の概要を知る
とともに、効果音や照明などステージを支えている機能について体験する、いわば
「ホール体験」をすることにも大きな意味がある。 
びわ湖ホールは、開館以来毎年｢青少年オペラ劇場｣を実施し、若い人向けのオペ
ラを上演してきた。また主催事業の全ての演目に25歳未満を対象とする「青少年価
格」を設定し、若い人たちがより低廉な価格で舞台芸術を鑑賞できるような取り組
みを行っている。全校ではないがホール専属の声楽アンサンブルによる小学校の巡
回公演の実施やロビーコンサートなど、子どもの頃から芸術に触れる機会を提供し
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ている。ラ･フォル･ジュルネのキッズプログラムの拡充で、保護者を含めてより気
軽に舞台芸術に近づく契機となっている。 
子どもたちの来館は保護者をはじめ大人の来館を伴う。また、子どもの頃から文
化芸術に親しむ機会が増えることは、将来の観客を育て、その子が大人になりまた
自分の子どもを連れて舞台を楽しむという循環を促すだろう。時間はかかるが、地
域の文化が引き継がれていくのに欠かせない取り組みである。 
アマルティア・センは、人々の多様性に着目した新たな福祉理論として、基本的
潜在能力の平等化を達成する「潜在能力と機能」論を提唱した。潜在能力とは「あ
る人が価値あると考える生活を選ぶ真の自由」であり、その個人がもつことのでき
る選択肢の多さである。文化･芸術において、基本的潜在能力の平等化を達成するた
めには、芸術・文化の享受意欲を高める教育的な政策が必要である。すなわち、「誰
もがアクセスできる」ことを実現する上で、次世代育成は欠かせない取り組みとい
えるだろう。 
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第６章 文化資源を活用した地域活性化 
 
１節 本章の問題意識と研究目的 
 
本章では、文化資源の外部効果のひとつとして、文化資源がどのように人々や地
域社会に貢献し得るかを、「地域活性化」という視点から実証的、理論的に検証し、
公共財としての有用性を検討する。 
地域経済の不振や地方財政の悪化の中、地域活性化は大きな課題である。個性豊
かで活力に満ちた地域社会を実現するためには、自治体による地域活性化施策だけ
でなく、地域住民による創意と工夫に満ちた活動によって地域を活性化させていく
ことが必要になっている（山下2003、敷田2009ほか）。 
近年のまちづくり、地域活性化では、芸術文化、風景や食べ物、土地固有の職人
仕事など、地域住民の暮らし方そのものを地域の文化資源として、まちづくりや観
光資源に活用する事例が増加している。地域の特徴や人々の生活に根ざした地域固
有の文化資源を有効に活用することが地域住民の誇りや自信に繋がり、地域再生に
大きく貢献すると考えられる。多様な価値観や利害関係をもつ人々が集まる地域が、
特定のビジョンやコンセプトをベースに地域活性化を果たしていこうとするならば、
地域の中の様々なセクターの人々が、コンセプトへの共感をもって活動することが
重要になってくるであろう。 
第2章で定義したように、本研究においては、文化を「もの」と人、人と人の関係
を媒介するものとして捉え、さらに「文化的事象とそれらを共有・継承し、かつそ
れらの持続可能な発展の基盤となる『仕組み』」としての側面を含めて検討する。 
そこで、本章では、地域住民が主体的に関わり、地域の文化的資源を使って活性
化に取り組んでいるまちづくりを取り上げ、どのように地域住民の参画が促され、
ビジョンが共有され、地域の活性化に向けた動きが加速していったのかを検証し、
地域活性化のダイナミズムが生まれる要因を探る。 
ダイナミズムとは、力強さ、活力といった意味であるが、動的であること、連続
的な変化、進展といった力学的な趣旨も包含される。本論においては、以下の４点
を地域活性化のダイナミズムと定義する。 
①地域活性化の主体となる人や組織が相互に影響し合い、自発的に生成・変化し、
地域の中で様々な関係性を構築し、ネットワークが拡充されていく。 
②活動（事業）内容の幅が広がり、その質が向上し、地域の課題を創造的に解決
していく。 
③住民の地域への愛着・誇りが醸成され、住民自らが地域の将来像を描き、計画
を実行していく。 
④上記①～③の好循環が生まれ、地域の未来に向けた活動が持続的に発展してい
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く。 
具体的には、神戸市新開地と沖縄市で行われている文化資源を使った地域活性化
の取り組みを対象に、活動の動機付け、主体形成、ネットワーク展開といった地域
内の個人や組織の相互作用に着目して分析、考察を行う。主体形成とネットワーク
展開に着目するのは、地域活性化において何よりもその地域に暮らし、生業を成し
ている人々自らが地域の将来像を描き、それに向かって取り組んでいくことが肝要
と考えるからである。 
取り上げる２つの地域は、地域の背景や規模の違いはあるが、ともにかつては娯
楽の中心、繁華街として栄えた地域である。次第に求心力を失い停滞を余儀なくさ
れる中、商店主や住民を中心に、賑わいをとりもどそうという動きが出てきた。地
元行政、企業をはじめ様々な組織や住民が対話し、まちの再生に向けた活動が繰り
広げられている。2つの地域は、地域の文化資源を活かした活性化を目指し、その拠
点としての施設整備を行った点、地域のまちづくり活動を実践する組織として NPO
を設立した点に共通点を持つ。 
事例を通じて、①誰が（主体）、②どのようなコンセプトを掲げて活性化に向け
た事業を行い（コンセプトと事業展開）、③地域活性化に向けてどのような議論の
場、共感の場、実践の場が形成され広がっていったのか（場の形成とネットワーク
展開）という主体の形成と連携にかかわる視点から分析を行う。そして地域住民自
らがまちづくりに関わる活動や事業を計画し、実行に移し、その動きが地域全体の
活力となっていくプロセスを、本論で定義したダイナミズムの視点から検証し、地
域活性化を促す要因を探る。  
その上で、文化資源が、地域の人々の意識や活動、主体的参画にどのようにきっ
かけを与え、地域活性化に寄与しうるか、その効果を検証する。 
 
２節 地域活性化の考え方 
 
 地域活性化の考え方については、様々な見解がある。新川（2002）は、地域活性
化の定義は必ずしも明確ではないとしながらも、「地域生活の維持や改善そして発
展を目指す活動を総称するもの」と捉える。地域活性化の考え方は、①地域社会の
維持発展を目指していること、②地域における人々の暮らしを基礎において活性化
を考えていること、③地域に即した資源を重視した活性化戦略をとる傾向が強いこ
と、と論じる。 
本間（2007、2010）は、地域住民が真に豊かな生活を過ごしうる空間をつくるた
めの原理原則として、①すべての人々の人権が保障されていること、②その地域の
仕事で生活しうること、③自然と共生すること、④地域に住む人々自身により再生
を図ること、の4点を挙げる。 
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 地域主義を唱える清成（1986、2011）は、地域が活性した状態とは、その地域が
経済的に自立しており、市民が快適に住んでいて満足度が高いことであると定める。
企業誘致や財政による所得移転に依存せず、住民が主役となって地域経済の自立を
目指すことが肝要と説く。地域活性化には、①地域に生きる生活者たちが主体的に
取り組む、②地域の自然・歴史・風土を背景に、農業や地場産業を軸にする、③経
済的自立性をふまえて、政治的・行政的自律性と文化的独自性を追求する、④内発
的な新産業の創出につながる創業を活発化させる、といったことを重視する。 
 これらの見解に共通する点は、地域で生活する人々自身が主体的に目標を定めて
取り組み、様々な活動に積極的に参画し、自らの手で自分たちにとって豊かな生活
を実現していくことである。また地域の経済的自立を実現するためには、地域にあ
る資源を見定め、それを生かし、地場産業等を軸に「その地域の仕事で生活しうる」
環境を作り上げていくことが重要である。 
活性化（vitalization）の語源であるラテン語の vivo は、‘生きる、生活する、
住む’を意味し、名詞の vita は、‘生活、生命’を表す。Vitalization とは、生命・
活力を与え、生き生きさせるといった意味である。地域が活性化するとは、産業、
教育、余暇等地域の様々な機能が活発になることであり、何よりも地域の人々が元
気に活動し、生活することであろう。 
  本論文では地域活性化を、「地域での暮らしを豊かにし住民の満足をもたらす
ために、住民・市民の主体的な取り組みを軸に、地域の文化や環境等の資源を有効
活用することで、地域経済・社会の活動が活発になること」と定義づける。 尚、
住民を「市町村の区域内に住所を有する者」だけではなく、広い意味で地域社会に
居住し、地域社会をつくっていこうと活動する人々を指す言葉として用いる。まち
づくりと地域活性化という表現については、まちづくりとは街路や公園、建物とい
ったハード面の施策だけではなく、社会、経済、文化、環境等、生活に関わるあら
ゆる要素を含めた暮らしそのものを豊かにすることを目標とした活動とし、その活
動によって地域の様々な機能が活発になることを地域活性化と表すこととする。 
 
３節．先行研究の検討 
 
（１）文化資源を活かした地域活性化についての研究 
 文化資源を活かした地域活性化についての研究は、様々な分野で取り組まれてい
る。地域政策学、文化経済学、アートマネジメントといった領域で、文化芸術によ
るまちづくりが地域社会、地域経済にもたらす波及効果等についての研究がなされ
ている。 
 1990年代以降、現代アートによる地域再生の取り組みが増加するとともに、アー
トプロジェクトと地域の関わりや、成功要因について分析を行う研究も増えている。
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八田典子（2004、2007）は、大地の芸術祭（94）から、現代における芸術受容の｢場｣
の特徴的な傾向を把握し､その意味について考察している。小林令明（2005）は大地
の芸術祭における住民意識についての調査研究を行っている。 
 これらの研究は、来訪者の増加に繋がった仕掛けの分析や来訪者や住民を対象と
した意識調査をもとにした研究であり、地域活動の主体や相互作用に着目して地域
活性化に繋がる要因を探ったものではない。 
松本文子ら（2005、2008）は、「大地の芸術祭」による住民の意識変化に着目し、
地域のソーシャルキャピタル形成（95）への寄与について指摘している。野田邦弘
（2011）は、サイト・スペシフィック（96）なアートプロジェクトは、地域住民の
活発なコミュニケーションを惹起すると同時に、自分たちの地域を客観的に見つめ
なおすようになると述べる。 
これらはアートプロジェクトによる地域住民の変化やコミュニケーションの活性
化に焦点を当てた研究である。しかし取り上げられている事例において、住民はあ
くまで受け手である。自ら地域の課題に取り組み、主体的に地域を再生していく場
を創出していったプロセスを研究したものとは言いがたい。 
青木惠之祐（2011）は、アートを地域資源として新たに導入することによる地域
住民の変化、その結果として地域が活性化していくプロセスモデルについて検討し
ている。但し、研究対象は外部からのアートの導入により来訪者が増加した事例で
あり、地域住民が自ら地域の文化資源を再評価して地域活性化に結び付けていくプ
ロセスを分析したものではない。 
本論では、住民自らが地域の文化的資源を再発見し、活性化に取り組む事例にお
いて、地域活性化を促すダイナミズムを探る点、そこから文化資源の有用性、外部
効果を検証する点で意義があると考える。 
 
（２）住民主体のまちづくりに関する研究 
まちづくりにおける住民の主体性の重要さやそのために必要な要件についても、
都市計画学や建築学の分野をはじめ、様々な角度から研究が行われている。星野敏
（2002）は、農村地域の計画づくりにおいて住民の意欲を啓発することが重要な課
題であることをアンケート結果を用いて示した。三上直之（2005）は、市民参加を
促す対話の場について円卓会議等の手法面から研究している。久隆浩（2005）は、
地区における住民主体のまちづくりにおいて、まちづくりプロセスそれぞれの段階
における組織の役割や連携のあり方を分析し、まちづくりの契機としての交流の場
の重要性を明らかにした。 
これらの研究の成果として、住民主体で地域活性化に取り組むことの意義、住民
の参画を促し主体性を形成するための対話の場や交流の場の役割が示された。しか
し、まちづくりの主体となる組織や場の連携が生まれる要因については明らかにな
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っていない。 
 
 （３）場の理論と地域についての研究 
場の形成に関しては、近年、経営学における場の理論から出発し、企業のみなら
ず地域を対象とした様々な研究が行われている。 伊丹（1991、1992、1999、2005）
は、場とは「まず、人々がコミュニケートする状況」（1992）であり、「人々が参
加し、意識・無意識のうちの相互に観察し、コミュニケーションを行い、相互に理
解をし、共通の体験をする、その状況の枠組み」（1999）と定義している。その基
本要素は、①アジェンダ（情報は何に関するものか）、②解釈コード（情報は同解釈
すべきか）、③情報のキャリアー（情報を伝える媒体）、④連帯欲求の4要素である。
これらの要素の共有が進むことで、周囲の共感者との相互作用を通じ、絶えず全体
の中で自分を位置づけながら行動を決めていくようなミクロマクロループ (97)が
働いて、共通理解と心理的共振が達成されるという。 
 野中・ラインメラ・柴田（1998）は、地域の発展の鍵は、有能な人材を誘致し、
地域の知識創造プロセスを継続的に稼働することであり、知識創造を実現するため
の場の重要性を指摘する。地域において、行政、企業、非営利組織、個人など複数
の主体間の相互作用が大きな役割を果たしていることを場の概念を用いて分析した。 
金井（1999）は、地域における戦略的社会性を持ったネットワーク（ソシオダイ
ナミクスネットワーク）の形成と展開のプロセスを、場の創造および場と場の連結
のプロセスの観点から明らかにしている。地域の問題を新しい事業の創造を通して
解決をはかり、社会価値の創造を行いながら地域産業の活性化につなげていく、と
いう考え方が土台にある。企業家の概念が広がる中で、地域におけるやニーズを発
見し、それを活用するために企業、行政、教育、コミュニティの間の協働的ネット
ワークを創りだす触媒として機能する新しいタイプのリーダーである「市民企業家」 
（98）に着目した。市民企業家のチーム形成の場が地域問題解決の創造の鍵を握っ
ていること、能力も分野も異なる複数の企業家が機能の異なる場を連結し、ソシオ
ダイナミクスネットワークを可能にしていることを提示した。 
筆者も、地域において、行政、企業、非営利組織、個人など複数の主体間の相互
作用が大きな役割を果たすという認識を持っている。本論で、地域活性化を担う主
体の形成や活動の連携といった地域内の個人や組織の相互作用を分析する上で、相
互作用を生み出した「場」の創出について検証する。 
 
４節 文化資源を活用した地域活性化の事例 
 
１．調査方法 
 事例調査は、ヒアリング調査、現地調査の実施、内部資料、２次資料の収集に加
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え、必要に応じて疑問点を問い合わせる等の補足調査を行った。 
事例に挙げた神戸市新開地地区、沖縄市は、いずれも地域の文化資源を活用した
活性化を目指し、その拠点施設として、新開地は1996年に「神戸アートビレッジセ
ンター」を、沖縄市は2007年に「ミュージックタウン音市場」を開設した。またそ
れぞれ地域のまちづくり活動の担い手となるNPOを設立している。神戸新開地では、
新開地周辺地区まちづくり協議会（地元商店街・自治会がメンバー）が中心になっ
て、1999年9月に特定非営利活動法人新開地まちづくりＮＰＯを設立した。沖縄市で
は、｢生まれ育ったまちを自分たちの手で元気にしたい｣と集まった人々が、2008年
10月に、特定非営利活動法人まちづくりＮＰＯコザまち社中を設立した。 
ヒアリングは、それぞれの文化拠点施設、NPO法人、まちづくり協議会、行政等、
活性化にかかわる組織の責任者や中心人物を対象に行った(99)。地域活性化に向け
た活動をスタートする前後から、どのような議論の場、実践の場が生まれ、誰が主
体となって、コンセプトの共有、目標設定、事業が定められたのか。活動のプロセ
スについて、ヒアリングと資料に基づき詳細に検証する。 
 
２．神戸市新開地のまちづくり 
 
２－１．新開地の概要 
新開地は、兵庫県神戸市兵庫区南部、市内の都心地区最西端に位置し、戦前から
昭和30 年代半ばまで神戸の中心的市街地として栄えたところである。現在も、私
鉄・JR合わせて3線が利用可能で、交通の便は良い。明治期の神戸は、兵庫港を中心
とする「兵庫地区」と外国人居留地を中心とする「元町地区」が繁栄し、その中間
を旧湊川が流れていて東西を分断していた。1896年（明治29年）に湊川の堤防が決
壊する大洪水にみまわれた。この洪水がきっかけで、湊川の付け替えが行われるこ
とになる。4年間をかけ、1901年に新湊川が完成、引き続き旧湊川の埋め立て、堤防
の切り崩しが行われ、1905年に帯状の「新開地」が完成した。そこに芝居小屋、映
画館、商店、遊技場が建ち並び、『東の浅草、西の新開地』と並び称されるように
なる。さらに市役所や新開地デパートができ、映画最盛期には20館を超える劇場・
映画館のある歓楽街へと発展した。1896年に川崎正蔵が湊川尻に造船所を開いたが、
湊川が埋め立てられてからは、新開地本通りが通勤道になった。通勤時間帯は、川
崎造船所（後の川崎重工）に勤める人の波が本通りを埋め尽くすほどだったという。 
しかし、1957年に市役所が三宮に移転、商業施設も三宮に移転し始め、次第に商
業の中心が三宮に移っていく。さらに、映画産業の衰退、エンターテイメントの大
型化、臨海部の工場の減少等から客足が遠のき、1975年以降は急激に衰退が進んで
いった。 
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２－２．まちづくりの始まりからNPO設立へ 
「このままでは、商売も立ち行かなくなる」と危機感を持った地元商店主達は地
元自治会とも協力し、４つの商店街組合と周りの19の自治会が集まって、1984年に
新開地周辺地区まちづくり協議会（以下まちづくり協議会）を設立した。対象ｴﾘｱは、
新開地とその周辺の住居、商店、業務事業所が混在した商業地区で、面積約23.4ha
に約5,000 世帯が生活をしている。 
まちづくり協議会は、神戸市のまちづくり条例（100）に基づく支援により、コン
サルタント、専門家の派遣を受け、翌年には地域のマスタープランである第1次まち
づくり構想を市に提出した。1999年には、市民主導でまちづくりを推進する組織と
してNPO 法人新開地まちづくりNPO（以下まちづくりNPO）を設立した。そこで事務
局長に就任したのが、古田篤司である。古田は、岩手県内のむらおこし第3セクター
である岩泉町産業開発公社、まちづくりコンサルタント等を経て、1999年にまちづ
くりNPOの事務局長に着任した。まちづくりの経験のある若いリーダーである。 
まちづくりの経験があったとはいえ、地元出身でもない若者が一人事務局長とし
て赴任しただけで、まちは簡単には動かない。「当初３年間はほとんど何も動かなか
った」と古田は言う。現在は実習生を入れて7名のスタッフを抱えるNPOだが、設立
当初は古田がひとりでミニコミ誌やＭＡＰをつくりながら、新開地音楽祭の企画な
ど活性化に繋がることを提案した。少しずつ地域に入り込んで、対外折衝や内部調
整・合意の形成などを行い、事業を推進していった。「地域の人だけで話しあうと、
無難に丸く治めてしまうところを、外部の人間であればこそ、思い切った発想や活
動が可能になる。新開地に新しく入ってきた人も参画しやすい。新開地に生まれ育
った住民と新しい住民、時間をかけて双方からの信頼を得ながら、具体的な事業を
立案し、実践してきた」と古田は振り返る。 
まちづくり協議会の現会長・高四代は、2001年に 5代目会長として就任した。新
開地の理髪店「天龍」の主である。震災で自分のビル周辺が被災したとき、商店主
たちを取りまとめて再開発事業を遂行したのが高である。会長就任と同時に、神戸
新開地商店街協同組合会長にも就いた。高が会長に就任後、まちづくりの体制も明
確になった。まちづくり NPOが事業目的と収支計画を明瞭にした事業提案を行い、
まちづくり協議会が検討し意思決定を行う。まちづくり協議会は、神戸市、区選出
議員、地区内の団体や地区外の関連団体等との関係を築き、まちづくり NPOは、事
業を実施していく中で、市民ボランティアや専門家、参画事業者等とのネットワー
クを広げていく。 
このように、新開地のまちづくりは、地元のまちづくり協議会を核に、行政と専
門家が支援する形でスタートした。その後、5年ごとにまちづくり構想を見直し、ス
テップごとに実行体制を整え、NPOの設立とともにパートナーシップの仕組みを確立
させた。まちづくり協議会を立ち上げてからNPO設立まで15年。ボートピア建設問題
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（101) や阪神淡路大震災といった危機を乗り越え、まちづくりの体制をつくりあ
げた。 
 
２－３．まちづくりのコンセプトと事業展開 
新開地では、これまでに 5 回まちづくり構想を策定している。まちづくり構想１
は、まちづくり協議会を組織した翌 1985年に市に提案した。この構想は、まちづく
り協議会の役員 25 名、コンサルタント、神戸市職員が住民の意見を聞き、何度もデ
ィスカッションを重ねてつくった。まずは、「暗いまち」という印象を払拭するた
めに、アーケードを撤去し、青空の見えるモール（公園道路）化を図った。定住人
口の増加を促すため、市有地を生かして神戸の都心部でははじめての大規模なコー
ポラティブハウスを建設した。その後もコーポラティブハウスや再開発の計画が進
行した。 
ハード整備だけでなく、内面の充実を図るために、1990年6月、神戸市の支援で地
元の商店主、住民、クリエーター、ジャーナリスト等が入って「新開地アートビレ
ッジ構想策定専門委員会」がたちあがった。新開地を音楽、演劇、映画、美術など
アートでいっぱいのまちにし、ここから若いアーティストが育ち、まちの人とアー
ティストがふれあう地域にしようというビジョンである。1991年に、第2次のまちづ
くり構想として「アートビレッジ構想」が策定された。拠点施設であるアートビレ
ッジセンターの建設、古くからの映画館や芝居小屋のリニューアルといった事業に
加えて、音楽、演劇、美術、建築のプロデューサーによる「ソフトチーム」を編成
して、イベントやコンサート、ギャラリー活動などを展開していく計画であった。 
震災復興（まちづくり構想３）を経た2005年、新開地生誕100年を機に策定した「ま
ちづくり構想４」では、それまでのまちづくり構想と異なり、大規模施設や再開発
のみに頼らない集客をテーマに掲げた。まちづくりNPO事務局長の古田は、おしゃれ
でハイセンスなイメージの強い神戸の商店街に対して、新開地は「古き良き神戸の
良さ」を残しつつ、「気取らずに親しみやすい」まちと位置づけた。神戸市の他の
商店街が、レコードのＡ面とするなら、新開地は正反対のイメージということでＢ
面と名づけた。「Ｂ面の神戸」として、住民や来訪者に居場所を提供できるまちを
目指す。「アートビレッジ構想はやや地域の実情からは飛躍したビジョンだった。
また、震災復興事業でハード面の整備は進展して周辺の人口は増加したものの、そ
れが買物客の増加に結びついていないという課題があり、新開地の魅力とは何かを
再度問い直して作った」(古田)。新開地の魅力に共感してくれる大人の世代や、独
自の価値基準を持っている自立した女性をターゲットに、「ザ･シンカイチ ナイト
ツアー」「社会見学会」など、新開地の老舗やレトロ喫茶を巡るツアーを始めた。
新住民がまちを利用するために、「湊川公園」の再整備にも取り組んでいる。公園
が住民の憩いの場となるように、レストランやガーデニングスペースを設置し、日
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常の集客交流拠点にしようという計画である。新開地におけるまちづくり活動を時
系列にまとめたのが（表29）である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これまでの活動の成果として、住民の増加、来街者の増加があげられる。新開地 1
丁目～6丁目の人口は、1995年～2005年の 10年間に、世帯数で 1,105世帯から 2,028
世帯へほぼ倍近く増加、人口も 2,082人から 3,721人へと増加している（102）。商
店街の通行量も 1 日当たり 2,000人程度増加している（103）。 
NPOが主催するイベントの集客数も増え続けている。神戸最大の野外音楽祭に成長
した新開地音楽祭は、2011年で第 11回目を迎えた。2011年 5月 7日、8日の 2日間
で、公募出場バンドが 130組、来場者数は 4万人に達している（読売新聞 2011年
5月 8日付）。出場バンドは、約 150の公募枠に全国から 490件の応募があり、過去
最高の競争率であった。新開地まちづくり NPOは、事業規模、活動成果等、「全国
有数のまちづくり NPO」（増田 2007、高田 2008）と認められている。 
 
 
（表 29）新開地のまちづくりの歩み 
（ヒアリングと資料より筆者作成） 
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２－４．アートビレッジ構想の拠点「神戸アートビレッジセンター」 
神戸アートビレッジセンターは、アートビレッジ構想の中心的な施設として 1996
年にオープンした。若手芸術家の育成とまちの活性化を図る目的で設置された神戸
市立の複合文化施設である。多機能ホール、視聴覚ホール、ギャラリー等を併せ持
ち、演劇、映像、美術の３分野を中心に、育成型、鑑賞型、地域交流型、情報発信
型事業を展開している。 
運営管理については、開館から2004年までは神戸市民文化振興財団が携わり、館
長は神戸市職員であった。2005年からは指定管理制度（公募）が導入され、制度導
入以前から一部業務委託を請け負っていた㈱プラネットアース（社名変更して現在
は大阪ガスビジネスクリエイト㈱）が受託している。行政は運営の現場からは手を
引いた。 
2010年度は、118,788人の入場者があり、目標値（110,000千人）や前年（110,271
人）をやや上回った。そのうち、自主事業は84事業 1,182公演を実施し、23,156人
の入場者があった。自主事業の入場者数も前年度（22,484人）より微増している。 
2011年 3月にアートビレッジセンターが実施した利用者アンケートによると、来
場者は市内が 55%で、市内のうち新開地は 9.4％であった。年代別では、60代以上が
52%を占め圧倒的に多いが、10～30代で 26%と若い年代も来館している。但しアンケ
ートの回収数が約 50名と少ないため、これだけで 1年を通した傾向を表していると
は言い難い。 
「まちの活性化」という目的に対しては、例えば 2010年度では「ひとつぼワーク
ショップ」（104）など地域性を意識した事業も実施しているが、地域とのかかわり
という点では課題も見られる。地域住民の利用が少ないというだけではなく、商店
街や NPO との連携が図られていない点である。まちづくり NPO とアートビレッジセ
ンター双方に聞いても、コミュニケーションはあまり取られていない。映画や音楽
といった共通要素もあり、双方の協力でさらに発信力が高まるイベントもあるだろ
う。工夫次第ではアートビレッジセンターに来る若者が商店街で飲食を楽しむ、と
いったまちへの広がりも考えられる。文化拠点と商店街がどのように連携すれば相
乗効果、波及効果を生み出せるかが課題といえるだろう。 
 
３．沖縄市 音楽によるまちづくり 
 
３－１．沖縄市の概要と中心市街地の活性化 
沖縄本島の中部に位置する沖縄市は、中部地域の文化・経済・行政を担う中心都
市である。1974 年にコザ市（105）と美里村が合併して沖縄市が誕生した。総面積
は49k㎡、市面積の約36％を、アジア戦略の重要拠点である極東最大の米軍基地「嘉
手納基地」が占有する基地のまちとしても知られている。戦後27 年間におよぶ米軍
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統治下にあって、広大な嘉手納基地の門前町として基地経済に支えられ、急速な発
展を遂げてきた。人口は136,257人（住民基本台帳人口／2011年12月1日現在）で、
那覇市に次ぐ県内第2 位の数を誇り、全国的に人口減少が続く中、毎年人口が増え
続けている。 
 沖縄市は卸小売業、サービス業を中心とする消費傾向の強い都市であり、産業
別就業人口の割合は第 3 次産業が 80.4％と、サービス業に特化した産業構造になっ
ている。沖縄県の産業構造が第 3 次産業に特化したのは、島嶼性という地理的環境
に加え、長年米国施政権下にあって日本政府による産業振興策等の適用がうけられ
ず、米軍基地を基本とする経済に依存したことにある。復帰後の政府による財政投
資も、県外に還流し、県内での資金循環効果に乏しく、民間経済を誘発してこなか
った（宮本 1980、仲間 1991、宮田 2009）。 
基地の門前町として繁栄した沖縄市だが、基地依存経済が衰退していくとともに、
沖縄市の中心市街地も衰退を余儀なくされていく。車社会の発達、郊外の住環境整
備や大型店舗の郊外出店、後継者不足等もあり、既存商店街の賑わいは著しく低下
していった。沖縄市は、沖縄観光の主流であるビーチリゾートのような自然資源や、
琉球王朝時代の歴史資源に乏しく、観光客数は県全体の 5％程度に過ぎない（106）。
基地依存経済から脱し、自立経済を構築するためには、生産・需用の創出、新規ビ
ジネスの開拓等が不可欠である。 
また沖縄市は小規模企業者が大半を占め、失業率が 13.7％（2005 年 国勢調査）
と全国平均の 6.0％を大きく上回り、県平均の 11.9％より高い。特に若年者（15 歳
～24歳）の失業率は 16.4％と深刻な状態であり、雇用問題が大きな課題になってい
る。 
 そこで、沖縄市に活力をもたらす最大の地域資源として｢音楽｣に焦点が当てられ
た。沖縄市の音楽は、人や作品、それらを排出してきた環境や風土をも包括した独
自の文化資源である。観光コンテンツのみならず、グローバルな展開が可能な資源
として、「音楽の産業化」を目指すこととした。 
 
３－２．地域資源としての音楽とコンセプトへの共感 
 沖縄市は、エイサーや琉球舞踊、島唄などの伝統芸能が盛んな土地柄であり、琉
球古典音楽の人間国宝である島袋正雄をはじめ沖縄民謡の優れた歌い手や作曲者を
多く輩出してきた。戦後は、米兵相手の商売を目当てに県内外から多くの人が集ま
り、生活の糧を得るため、あらゆることを受け入れ吸収し、それを仕事に結び付け
ていった。まちには横文字看板の店が並び、ジャズやロック、レゲエ、フォークな
どの音楽があふれた。一方で裏通りからは三線（107）の音が聞こえていたという。
このように伝統文化と異文化が混在した「チャンプルー文化」（108）が沖縄市の文
化の特徴であり、‘音楽のまち'の原点がある。 
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近年は、沖縄最大のロックイベント「ピースフル・ラブ・ロックフェスティバル」
（109）から輩出されたモンゴル８００やオレンジレンジといった若いインディーズ
系アーチストが全国ヒットチャートを賑わすようになった（110）。音楽産業の基盤
を整備し、ミュージシャンを支える仕組みを作り、彼らが活動拠点を沖縄市へ置く
ことができれば、必ずしも東京に行かなくてもすむ。経済面や地域活性化において
も大きな効果が見込まれる。 
そこで沖縄市は、2005 年に「沖縄市ミュージックタウン基本構想」を策定し、音
楽･芸能を核とした地域活性化の取り組みをスタートした。始まりは、構想策定前の
1997年に設置された「チーム未来」である。この段階から音楽関係者や地元の若者、
行政職員が一緒に議論している。その後のミュージックタウン構想プロジェクトチ
ーム、沖縄市地域雇用創出推進協議会といった行政主催の会議にも民間人材が加わ
り、討議を繰り返した。音楽によるまちづくりの拠点施設である音市場のあり方に
ついては自主的な市民勉強会も開かれた。 
一方、財団法人南西地域産業活性化センターが自主研究事業として 2002年に「沖
縄音楽の産業可能性調査」を実施し、音楽による地域経済振興の可能性が提示され
た。 
このように音楽・芸能という地域資源が沖縄市活性化の核であるという認識は、
様々な議論の場の積み重ねを経て、大きな共感を生み出してきた。官民さまざまな
組織、団体が「音楽による地域活性化」という共通目標に向かって、役割分担や協
働を行いながら連携している。沖縄市における音楽のまちづくりの活動を時系列に
まとめたのが（表30）である。
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３－３．中心市街地活性化の起爆剤「コザミュージックタウン音市場」 
ミュージックタウン音市場（以下音市場）は、音楽によるまちづくりの核となる施
設として2007年にオープンした。音市場は「沖縄米軍所在市町村活性化事業（島田
懇談会事業）」（111）による振興プロジェクトの一つで、1,100人収容の多目的スペ
ース（音楽ホール）・音楽スタジオ・音楽広場からなる公共施設「音市場」と、その
他の商業業務・駐車場等からなる複合施設である。指定管理者として運営管理を請
け負っているのは、ピースフル・ラブ・ロックフェスティバルの総合プロデューサ
ー・徳山義広が代表取締役を務める株式会社ミュージックウェーブである。ミュー
ジックウェーブは、県内大手の音響会社、イベンター、インディーズレコード会社
など法人3社と地域の人々16名が出資し2006年6月5日に設立された（112）。 
音市場の事業には３つのコンセプトが掲げられている。県内外から集客を図る「賑
わい創出」、音楽に関わる「人材育成」、CD の自主制作等を行う「産業支援」の 3つ
である。中でも「人材育成」に関しては、音楽活動のみならず、音楽観光のガイド
養成、音楽と ITに関わるビジネスの起業家支援、著作権ビジネスに関わる人材育成
など、コザの音楽・芸能文化を最大限に生かしたまちづくりに向け様々な側面から
（表 30）沖縄市音楽のまちづくりの歩み 
 
（ヒアリングと資料より筆者作成） 
 113 
のアプローチがなされている。「賑わい創出」では、音市場に集まった観客が商店街
にも流れるように共同イベントの開催、空き店舗を利用した音楽スクール、周辺の
ライブハウスを巡るツアー等も企画している。沖縄全島エイサーまつり、国際カー
ニバル等の他のイベントとのジョイントも行う。2007年 7月のオープン以来、音市
場の集客数は、75,401人（2007年度）、78,424人（2008年度）、85,800人（2009年
度見込）と増加傾向にある。オープン 2年目までは赤字決算であったが、3年目から
収支は改善されている。 
 館長の徳山義広は、数々の若手のミュージシャンを輩出し、沖縄市の音楽界には
欠かせない人物である。ミュージックタウン構想の実現には市民や地元音楽
関係者、地元商業者の協力と理解が必要として、市民発「沖縄・中の町ミ
ュージックタウン構想」検討市民勉強会の会長として論議を重ねた。具体
策を取りまとめ、2006 年に市に提言している。プロデューサーとして常に現
場に立ちながら、音楽関係者はもちろんのこと、観光関係、商店街関係者も含め、
幅広いネットワークで、住民や民間事業者の調整を行いながら事業を推進している。 
 
３－４．官民をつなぐ NPO法人「コザまち社中」 
NPO法人コザまち社中は2008年10月、中心市街地の活性化・にぎわい創出や、音楽・
文化産業の振興、人材育成・起業支援等の担い手として設立された。理事長の照屋
幹夫は、沖縄市役所在職２７年、財政部門・企画部門を歩み、中心市街地の再開発
を手掛けた経歴を持つ。NPO設立のため、2008年９月末に退職した。「生まれ
育った街が衰退するのをずっと見てきて、どうにかしなければいけないと
思った」。照屋は、まちづくりの現場には、自由かつ機動的に活動を展開できる、
行政とは異なる地域密着型の組織が必要であると力説する。 
照屋と共に NPOを立ち上げた仲間には、コザ商店街連合会副理事長の豊田益市
や、元広告代理店勤務でマーケティングのプロである福本康治、デザインやイベ
ントの企画を手掛ける吉田春樹、青果店を経営し、商工会議所商業部長も務めて
いた古堅宗光など、コザのまちを自分たちの手で再び元気にしたいというメンバ
ーが集まっている。多彩な職歴のメンバーが侃々諤々意見を交わしつつ、それ
ぞれの経験と専門の視点を活かした事業を手掛ける。 
2010 年 3 月に沖縄市が国に申請した中心市街地活性化基本計画については、コザ
まち社中と沖縄商工会議所が中心となり、2008 年 11 月に沖縄市中心市街地活性化
協議会を設立した。特定民間事業として中心市街地の空き店舗を活用したリノベー
ション事業も展開する。胡屋地区商店街の空き店舗を１０年間借り上げて改修し、
店舗づくりや商店主の育成を支援してシャッターを開けていこうというものである。 
コザまち社中は地域と行政をつなぐパイプ役、中心市街地振興におけるプ
ラットホームの役割を担いながら、コザの地を音楽・芸能を機軸に活性化する
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ために、音楽の産業化、ブランド化に向けた活動を展開している。 
 
５節 まちづくりの主体形成とネットワーク展開からみる地域活性化のダイナミズム 
 
１． 地域の文化資源とまちづくりのコンセプト 
 
新開地が「アートビレッジ構想」を策定した際に、まちづくりのコンセプトとし
た地域の資源は、かつて多くの人に親しまれていた神戸の文化・芸能の本拠地とし
てのイメージである。それを現代的なスタイルで復活・発展させようという構想で
あった。映画、音楽、演劇、美術と幅広いジャンルにおいて若手アーティストの発
表の場を提供し、ここから若いアーティストが育ち、地域の人とアーティストが触
れ合うまちになることを目指した。拠点となるアートビレッジセンター建設をはじ
め、イベントやコンサート、ギャラリー活動などを展開した。アートビレッジのコ
ンセプトのもとで、街角ガーデンやゲート、アーケード、再開発ビルなど一つひと
つのプロジェクトを「デザイン委員会」が参加してつくりあげ、イメージだけでは
なく、まちのカタチとして変革をとげてきた。（高田 2008） 
音楽祭、映画祭といった地域主催のイベントも年々その規模を拡大し、新開地を
訪れる人の数は確実に伸びた。しかし、商店街としては、イベント集客数だけでな
く、商店街で飲食や買い物をしてくれる人を増やさなければならない。新しい住民
がなかなか日常的にまちを使ってくれないことも課題であった。2005 年、第４次ま
ちづくり構想を策定した際、コンセプトを「Ｂ面の神戸」に変えたのは、新開地の
魅力を理解し、まちを楽しんでくれるファンを増やすための戦略である。「アートビ
レッジ構想」は１５年間まちづくりの柱としてきたが、住民実感との距離を埋め切
れなかったという。 
沖縄市の「音楽によるまちづくり」は、住民の生活に根付いていた音楽という資
源を、文化的な側面から楽しむだけではなく、雇用や経済活性化に繋がる地域資源
として捉えなおしたものである。住民にとっては生業としている音楽、日常の生活
の楽しみとしてきた音楽を、地域のシンボルとして、地域を変えていくきっかけに
しようというものだ。 
アートや音楽といった文化的な資源が、地域を活性化する切り札となるか、地域
ブランドとして通用していくかは、まずは住民の共感を得、関係組織に共有され、
それが地域外に発信されて定着していくという道筋が必要だ（内田 2008）。やは
り重要な点は、地域住民の参画である。地域ブランドの送り手は、企業ブランドと
は異なり、一企業を超えた多様な存在が関わることが多い(坪井 2006、長尾 2008)｡ 
地域の資源を見つめ、それを軸に地域を活性化しようとするとき、まちづくりに
おけるコンセプトや方向性は、現実を変えるためのツールとして位置づけられる。
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それが地域の内外に定着するためには、まずは地域内の生活者、関連組織に共有さ
れることが肝要である。住民、関係組織が共有し、共感しうるコンセプトであるか
という中身の問題とともに、共有、共感する機会や十分に議論する場が用意されて
いるかということも重要な要素となる。2つの事例においてどのような場が形成され
たかは、5-3で検討する。 
 
２． まちづくりの主体形成プロセスと開かれた組織運営 
 
神戸市新開地と沖縄市において、まちづくりの担い手や主体が形成されるプロセ
スに違いが見られた。 新開地は、商店街の代表をはじめ地域の有志を中心にまち
づくり協議会を組織したのがスタートである。行政とも強い関係性を持ち、専門家
との協力体制を築きながらまちづくりを進めてきた。ある程度実績を積んだ後、持
続的にまちづくりに取り組んでいくためのNPOを設立し、専任のタウンマネージャー
を置いた。意思決定機関であるまちづくり協議会と事業の実行組織であるNPOという
まちづくりの主体が確立した。 
 一方、沖縄市では、応募で集まった地域の若者たちが自由にミュージック
タウン構想について話しあう場として設けられた「チーム未来」がそもそもの
スタートである。「チーム未来」に参加していたメンバーが、ミュージックタウン
構想プロジェクトチームにも参画した。ミュージックタウン構想プロジェクトチー
ムの事務局長が、後にまちづくりのためのNPOを設立した。また、まちづくりNPOと
商工会議所が組んで中心市街地活性化協議会を運営している。一方、沖縄市の音楽
界には欠かせないプロデューサーが音楽のまちづくりの拠点施設である音市場を運
営し、観光協会や商店街と連携して、地域の観光振興に結びつく事業を展開してい
る。若手を中心にコザのまちをガイドする組織も立ちあがった。まちづくりの主体
は一つではなく、分野の異なる複数の主体が連鎖的に生まれている状況である。 
初期段階のチーム未来、ミュージックタウン構想プロジェクトチームは国や自治
体のよびかけでできた組織であり、事務局は行政が担っていた。住民にとっては、
行政が設定した枠組みの中で活動がスタートした状況である。そこで議論を重ねる
中で、住民自ら地域づくりに関わる活動を計画し、実践していくという「地域に生
きる生活者たちが主体的に取り組む」状況が生まれていったのである。 
 
３． 場の形成とネットワーク展開 
 
新開地、沖縄市、それぞれまちづくりを進めるにあたって、どのような場が形成
され、地域内の連携やネットワークが広がっていったかを検証する。 
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伊丹敬之（2005）は、人々がコミュニケーションを行う場において、情報的相互
作用から秩序形成と心理的エネルギーが発生するプロセスを重視する。 
和田宰（2005）は、｢異なる価値観や能力を持つ『ひと』が, 相互作用を通じて創
造的な活動を生み出していくためには, 『創発』を生み出す相互作用の場をつくる
ことが不可欠である｣｢場が与えられることによって, それぞれの『ひと』は潜在的
な価値観や能力を顕在化させ, 他の『ひと』との相互作用を通じて、創造的な活動
を生み出す可能性を得ることになる｣と場の重要性を指摘している。 
 野中郁次郎ら（2000）は、異なった価値観を持った人々が「場」を通じた相互作
用で対立を乗り越えていく知の創造過程を生み出すための「よい場」の条件として、
①主体的意志と能力を持つ人で構成される自己組織化された場所、②開かれた（浸
透性のある）境界と関係性、③多様な背景、視点を持つ人との「弁証法的」対話、
④時間・空間のみならず自己をも超越する、の 4点を挙げる。 
多様な価値観や利害関係をもつ人々が集まるまちづくりにおいて必要な「場」と
は、単に参加できる場ではなく、対話や交流を通じて「相互作用や関係変容が起こ
る場｣である。そうした場から縁やネットワークが生まれ、新しい活動や事業、組織
が生まれていく。 
新開地と沖縄市において、地域の活性化に向けて形成された場を整理したのが、
（表 31）と（表 32）である。それぞれ、まちづくりの段階に応じて、コンセプト
創造の場、事業内容検討の場、事業実施の場が生まれている。沖縄市の音楽のまち
づくりについては、構想段階で住民や民間事業者が入り検討する場、コンセプト創
造の場が複数（３つ）設けられているのが注目される。 
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沖縄市地域雇用創出
推進協議会
ミュージックタウン構想
プロジェクトチーム
チーム未来
NPO法人コザまち社中
音市場
コザ商店街連合会
ﾋﾟｰｽﾌﾙﾗﾌﾞﾛｯｸﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ
実行委員会
場 主体 機能
沖縄市・照屋幹夫
商工会議所・古堅宗光
沖縄市観光協会・崎浜秀嗣
月光道TOTALPLAN・津嘉山弘
デジタルマジック・吉田春樹他
ビジョン、コンセプトの創
造、協働場の形成
沖縄市FMｺﾐｭﾆﾃｨ放送・新崎康
浩、ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏｼﾞｯｸ・吉田春樹他
ミュージックタウン整備
事業への提言
サウンドパッケージ・徳山 義広
ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏｼﾞｯｸ・吉田春樹、
沖縄市観光協会他
ﾋﾟｰｽﾌﾙﾗﾌﾞﾛｯｸﾌｪｽﾃｨﾊﾞ
ﾙの開催
館長・徳山 義広
理事長・照屋幹夫
副理事長・豊田益市
理事・福本康治、吉田春樹
監事・古堅宗光
まちづくり事業
人材育成事業の実施
音楽の産業化、人材育
成、中心市街地活性化
会長・親川剛
まちづくり事業との連携、
中心市街地活性化
コザ・ミュージックタウ
ン・ガイド（ＫＭＧ）
「沖縄・中の町ミュージックタ
ウン構想」検討市民勉強会
サウンドパッケージ・徳山 義広
他
ミュージックタウン構想
実現に向けた提言
沖縄市観光協会、地元若手
まちづくり事業との連携、
観光振興
 
新開地周辺地区まちづ
くり協議会
新開地まちづくりNPO
新開地まちづくりパート
ナーシップ会議
場 主体 機能
現会長・高四代
・商店街連合会
・各商店街
・自治会
まちづくり構想の策定
関係団体・組織の調整
理事長・高四代（まちづくり協議
会会長）
事務局長・古田篤司
ソフト面の企画、運営、
プロデュース（構想策定
後解散）
若手芸術家の育成とま
ちの活性化
神戸市、大阪ガスビジネスクリ
エイト株式会社（指定管理者）
年2回の定期的な連絡
会議
新開地アートビレッジ構
想策定専門委員会
商店主、住民、クリエーター、神
戸市、コンサルタント・高田昇
神戸アートビレッジセン
ター
新開地まちづくりNPO、協議会、
神戸市
持続的なタウンマネー
ジメント
 
（ヒアリングと資料より筆者作成） 
（表 32）沖縄市音楽のまちづくりで生まれた場と機能 
（表 31）新開地のまちづくりで生まれた場と機能 
 
（ヒアリングと資料より筆者作成） 
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次に、まちづくりを進める主体がどのように連携をし、ネットワークを形成して
いったかを検討する。 
新開地は、1984年に地元が結束してつくった新開地周辺地区まちづくり協議会が
要となり、行政の支援、専門家の参画を得ながらまちづくりを進めた。「アートビ
レッジ構想」については、1990年 6月に、神戸市の支援で、地元の商店主、住民、
クリエーター、ジャーナリスト等が入って「新開地アートビレッジ構想策定専門委
員会」がたちあがった。1999年に NPOを設立し、意思決定機関であるまちづくり協
議会と実践部隊であるまちづくり NPOを中心に、まちづくりの体制を確立させた。
「市民主導・協働のまちづくりを推し進めるためには、常時まちづくりのことを考
えている私たちが必要だった」と古田は語っている。新開地の主体形成とネットワ
ーク展開の変化は、（図 4）の通りである。新開地のまちづくりの主体と他組織との
関わりを整理すると（図 5）のように表される。 
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（ヒアリングと資料より筆者作成） 
（図 4）新開地のまちづくりの主体形成とネットワーク展開 
<初期> 
<現在> 
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沖縄市では、1997 年に設置された「チーム未来」をスタートとして、コミュニテ
ィの様々なセクターから主体となる人が出て、「音楽のまちづくり」に共感する協力
者を巻き込み、複数の場が生まれた。各組織が事業や活動を実践していく過程で、
さらにネットワークが広がりまた新しい主体が立ち上がるというように、活動の連
鎖が起こっている。（図 6）のように段階を追って関わる個人や組織が増え、自律的
に新しい活動が始まっている。多様なセクターに生まれた場が、「音楽によるまちづ
くり」という目標を共有して繋がり、さらに新しい場が創出されるといった動きが
地域の中で起こっている。複数の主体や組織のかかわりを表すと（図 7）のようにな
る。  
金井一頼（1999）は、複雑な地域問題を解決し、経済コミュニティを発展させる
ためには、そのためのスタートとなるコンセプト創造のプロセスを通じた中核とな
る企業家のチーム形成の意義は極めて大きいという。多様な主体のネットワークか
らなる複数の場が、それぞれ連結されることによって地域の問題を事業の創造を通
じて解決するソシオダイナミクス･ネットワークとなることを示した。沖縄市のまち
づくりは、機能の異なる場が連結し、連結する場が異なればまた新しい主体の元に
活動が起こるというような有機的な循環が地域に起こっているといえるだろう。 
（ヒアリングと資料より筆者作成） 
（図 5）新開地のまちづくりの主体と他組織との関わり 
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（図 6）沖縄市音楽のまちづくりの主体形成とネットワーク展開 
<初期> 
<現在> 
（ヒアリングと資料より筆者作成） 
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（図7）沖縄市音楽のまちづくりにおける複数の主体と他組織の関わり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６節 ６章のまとめ   
    
本章では地域活性化を、「地域での暮らしを豊かにし住民の満足をもたらすため
に、住民・市民の主体的な取り組みを軸に、地域の文化や環境等の資源を有効活用
することで、地域経済・社会の活動が活発になること」と定義し、これを促す要因
を神戸新開地と沖縄市の地域活性化の事例の比較から探った。地域活性化のダイナ
ミズムを生み出す要因として定めた、①主体とネットワークの拡充、②活動（事業）
内容の充実、③住民の地域への愛着・誇りの醸成、④①～③の好循環の実現、の４
点から、神戸新開地と沖縄市の地域活性化事例を比較すると、以下のような相違点
が浮かび上がってくる。 
 
①地域活性化に携わる主体形成のプロセスには、新開地のように確固たる組織づ
くりからスタートとする方法と、沖縄市のように住民のコミットメントを促し目
標を共有することから始めるプロセスがある。一つにまとまった大きなまちづく
り組織による、いわば「直線的」な動きと、それぞれに活動している組織が横に
繋がっていく「水平的」なまちづくりの違いともいえる。新開地は協力者を増や
してはいるが、主体となる組織は一元的である。一方、沖縄市では対話や交流を
（ヒアリングと資料より筆者作成） 
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通じて新しい主体が生まれ、複数の自主的な主体、組織によるまちづくりが行わ
れている。 
②両地域とも地域の強みを活かしたまちづくりを進めている。特に新開地は、マ
ーケティング手法を活用し、戦略的なプランニング、ターゲット設定、プログラ
ム実施を進め、集客に成功している。一方、事業計画の決定プロセスには相違が
見られる。新開地は、まちづくりＮＰＯが再生ビジョン・プラン・事業を考え、
まちづくり協議会に提案し、承認を得て事業を実施する。沖縄市は、事業計画の
決定プロセスそのものに様々な立場の人、組織が入り、自由な提案が行われる。
その結果、沖縄市では大きな目標は共有しつつ、その目標に向かうための自主的
な事業が様々に生まれている。  
③新開地は、15年間まちづくりのコンセプトとしてきた「アートビレッジﾞ構想」
を 2005年に見直した。住民との距離を縮めるために、住民の生活実感に近い地域
資源を選択し直した結果である。沖縄市にとって「音楽・芸能」は、市民生活の
中で蓄積されてきた地域資源であり、楽しみであるだけでなく、生活の糧ともな
ってきたものである。活用する地域資源やまちづくりのコンセプトに対して住民
の納得や共感がなければ、まちづくり活動に時間をかけても地域共通の目標、ビ
ジョンとなることは難しく、住民の地域への愛着や誇りに結びつかない可能性が
ある。 
④新開地では、まちづくり組織が事業のＰＤＣＡを回しており、地域内の循環と
いうよりも組織内の循環を軸として事業が行われている。沖縄市の場合、主体形
成の過程で水平的なムーブメントが起こり、個人、組織間の相互作用が豊かにな
り、様々なセクターから複数の主体参加が生まれている。住民の自律的な活動の
連鎖が、地域内の有機的な循環に繋がっている。 
 
 以上のように、神戸新開地、沖縄市の地域活性化の事例について、4つの分析視点
から神戸新開地と沖縄市の地域活性化プロセスの違いを纏めると（表 33）となる。 
 124 
（表３３）神戸新開地と沖縄市の地域活性化プロセスの違い 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
新開地が、活性化のための資金源もない中で、まちづくり条例に則って協
議会を作り、行政からの助成や支援を引き出したことは当然の流れといえ
る。区域全体をまとめるまちづくり協議会という中核組織ができたからこそ、情報
が正確に整理され、合理的に事業を進められた。他地域に先駆けて順調に震災復興
が進んだのもまちづくり協議会があったからこそである。地区の再開発等ハード整
備でも強い力になった。 
沖縄市の「音楽によるまちづくり」も、国の施策である「沖縄米軍基地所在市町
村に関する懇談会」事業や沖縄市の中心市街地活性化計画といった行政計画が基盤
にある。ただし、沖縄市ではまちづくりの初期段階から住民をはじめ多様なセクタ
ーが参画し、コンセプトを共有する場、拠点施設の役割や事業内容を検討する場が
設けられた。市民生活の中で蓄積されてきた地域資源である音楽･芸能文化は、民が
リードしてきた領域とも言える。音楽を活用して地域を活性化するのであれば、音
楽業界、芸能文化に関連する人々との協働は欠かせない。民のアイデアや実行力が
官に大きな影響を与えている面もある。「自分たちのまちを自分たちでよくする」
「音楽は自分たちの大切な資源」という想いの共有によって、様々な組織や活動が
生み出されている。多様な主体が連携しながらプロジェクトが進行し、さらに新し
いメンバーが加わって自律的な活動が生み出される、という循環が起こっている。 
公的支援などが資源動員や形式的な正当性に寄与することの意味は大きいが、ど
こまでの射程で人々の自発性を促せるかと言えば限定的である（山田仁一郎 2009）。
それが地域の自発的な動きや連鎖を生み出すためには、主体となる組織を誰が作っ
たかといった発意の起点よりも、活動を推進していく中で、住民の対話と交流を積
み重ね、人々の関心や熱意を紡いでいくことが重要だろう。地域活性化のダイナミ
ズムは、組織も事業計画も固定的な枠組みから自由になり、活動のプロセスの中に
（筆者作成） 
 
直線的(一元的な組織）
事業計画の決定プロセスに様々
な人、組織が参画
水平的（複数の主体、組織の
ネットワーク）
神戸新開地 沖縄市
主体形成プロセス
事業決定プロセス
事業推進・実行
まちづくりNPOで計画、協議
会が承認
住民の生活実感に近い地域
の文化資源を再選択
生活の中で蓄積されてきた文化
資源の活用地域資源とコンセプト
まちづくりNPOが事業の
PDCAを回す。
個人、組織の相互作用から活動
の連鎖、循環が起こる。
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地域の人々を巻き込み、相互作用を生み出していくことが鍵になる。その意味では、
沖縄市における主体形成のプロセスから下記の2点が重要な要因（または条件）と捉
えることができる。 
①まちづくりの初期段階から多様なセクターが参画し、地域資源の選択、コンセ
プトの形成について議論の場を設け共感を生み出すこと。 
②主体間を繋ぐネットワークと外部との開かれた交流によりさらに連携と主体が
拡大すること。 
地域はひとつひとつ、背景も規模も課題も一様でない。地域の特性、事情によっ
て、ふさわしい活性化の手法、論理も異なるだろう。高齢化・過疎化が進んだ農山
村地域を活性化するためには、地域の課題を整理し、どのような支援･事業が必要か
を検討･実行していく地域コーディネーター人材が欠かせない。コーディネーターは
必ずしも地域の住民でなくても、外部人材の登用も有効な手段であろう。外部の視
点でこそ地域資源の価値を客観的に判断できることもある。地域資源を活用した新
事業が成功するには、市場に精通した専門家との連携が効果的なケースも多い。 
それでも、やはり地域の資源を磨き上げるのは地域の熱意にほかならない。地域
再生や活性化には、地域をどうするかという住民自身の強い思いと決意がなにより
重要である。活動を展開する中で、情報共有や住民参加が促され、住民の活動が活
発となり、自らの手で地域の資源や魅力が発見・再構築されるという循環が形成さ
れることが、持続的なまちづくりには欠かせない。 
以上のように、神戸新開地と沖縄市の事例比較により、地域活性化のダイナミズ
ムの生成の相違が明らかになった。主体形成、事業決定、地域資源とコンセプトの
選択、事業推進・実行、すべての段階において一つの主体が強固なリーダーシップ
を取っていくやり方と、常に住民の対話や交流を通じて複数の主体、組織が参画し、
共通の大きな目標に向かって、自由で自主的な主体と事業が生まれるやり方との相
違である。後者は、いわば「主体的参加のダイナミズム」ともいえる取り組みであ
る。 
地域の文化資源が、地域活性化に向けた住民の共感や自発的な活動の連鎖を生む
過程にも相違がある。沖縄市の事例では、地域に蓄積されてきた文化資源に対する
住民の想いが土台となり、自律的な活動や組織が生み出される、という循環が起こ
っていた。文化資源がコミュニティのアイデンティティ形成、帰属意識や創造性、
参加意欲の醸成、高揚に寄与することが検証されたといえる。 
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第７章 結論  
 
１節 分析結果と考察 
 
１． 文化資源の公共性と外部性 
 
１－１．公共性の捉え方 
結びにあたって改めて各章の分析結果を確認した上で、考察を行う。 
公共性については、欧米の代表的な公共性理論の中でも、「市民的公共性」とい
う概念を、20世紀後半に広めたハンナ・アーレントとユルゲン・ハーバーマスの「公
共性」論を中心に検討した。アーレントが論じる公共性は、直接的な話し合いと相
互に人格を顕現する活動の空間であり、ハーバーマスが重視する公共性は、対話と
共同の行為によって成立する公共圏である。それらが政策に影響を与える公論を形
成しうる空間として、私的領域と国家をつなぐ市民社会における公共性の発露にな
ると考えられている。ハーバーマスのいう「公共圏」において、人々は他者との交
流の中で生きており、オープンなコミュニケーション(討議)が展開され、多様なネ
ットワークが形成されることで、「公論」が形成される。アーレントも、人は「言
語活動」によって他者とコミュニケーションし、自己のアイデンティティを確立し
ていくことを強調し、そのために公的な空間が必要と説く。両者の思想に共通した
価値理念である近代社会的共同性（連帯）や公開性については、市民的な公共性の
重要な視点と考えられる。 
1990年代以降盛んになりつつある日本の公共性議論の中からは、国や地方自治体
といった「行政」としての公と、私的領域としての「民」の間に、地域社会を動か
す新しい領域が存在し、それが公共性を担うという可能性に着目した。山口（2004）
は、「公共性」を政府や行政による権力的な「公」ではなく、「私」と「公」を媒
介するものとして位置づけ、一般性、公平性、市民性、公開性、共同性、多様性、
討議という特性を備えたものとする(113)。これは、ハーバーマスが重視する対話と
共同の行為によって成立する公共圏と通底する。 
これらの公共性議論を踏まえた上で、本論では公共性を「誰に対しても開かれ、
市民の主体的参加、活動が促されること」と捉えた。常に開かれた公共空間である
こと<公開性>、誰もが自由に参加し対話を通して主体的な活動が促されること<市民
性>が「公共性」を実現することであると考える。公共空間とは、多くの人に開かれ
た、多様な出会いと交流の場であり、人びとの対話と活動<協働性>を通じて形成さ
れるものと言えるだろう。 
 
１－２．文化資源の外部性 
文化芸術は人々の精神的な満足や生きがいなどに関わり、社会的な便益をもたら
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す一方、市場メカニズムに委ねているだけでは、必ずしも十分に供給されない可能
性があり、経済学でいうところの準公共財と位置づけられる。同時に、文化芸術は
それを直接享受しない人にも便益を及ぼす外部性がある。外部性には、①文化芸術
を消費することによる経済波及効果と、②文化芸術を享受することで人やコミュニ
ティにもたらされる非経済的便益の大きく 2つの側面がある。 
直接的な経済波及効果以外に人やコミュニティにもたらされる非経済的便益とし
て、ボウモル/ボウエンのいう「舞台芸術が国家に付与する威信」、｢将来の世代へ
の利益」、「教育的貢献」、ハイルブラン/グレイが指摘する「自由な教育への貢献」、
「芸術への参加による社会進歩」、「芸術的イノベーションを促進することによる便
益」、フライ/ポメレーネのいう「遺産価値」、「存在価値」、「教育的価値」「オプショ
ン価値」などがあげられる。つまり、国家や地域の威信、教育的貢献、将来世代へ
の遺贈、社会進歩といった外部性である。 
但し、文化芸術が準公共財の性格を有するからといって、政府が財政支出をすべ
きであるということには繋がらない。人々がこれらの公共財的側面に対して公的支
出を望むことが必要である。マスグレイブのいう｢価値財｣である。何らかの社会的
理由で、ある種の私的財、もしくは準私的財の中で、非市場財として政府が無料も
しくは低廉な価格で供給するほうが望ましいと判断される財である。 
このような観点から、本論では経済学に基づいた外部性効果から文化資源につい
て論じるだけではなく、公開性、市民性、協働性といった視点を包含したより広い｢公
共性｣の概念から文化資源を捉えなおし、新たな役割、有用性について検討した。人々
が交流し対話によって新しい価値や活動を生み出す場の創出であり、議論をオープ
ンに開いていく機会と空間を提供する原動力となる可能性である。文化芸術が人々
の対話を喚起する契機となり、文化施設が人々の交流、主体的な参画を生み出す場
となりうるかを、事例研究を通して検証した。 
 
２．公共性から見直す文化施設の役割   
 
公共性の概念から文化施設の役割を考えると、人々のオープンなコミュニケーシ
ョンのもとに交流と活動を促進する契機となる公共空間としての役割が期待される。
人々が多様な文化芸術に出会うとともに、文化芸術を通じて交流し、議論し、活動
に参画していく場となる可能性である。 
「文化を議論していた公衆が文化を消費する公衆」になることで、市民的公共性
が解体したと論じたハーバーマスが、1990年代に入り「市民社会の再発見」と
して期待した新しい力（公共性）の萌芽を、文化施設の活動の中に見ること
ができれば、大きな社会的便益といえるだろう。 
「街路のような場」を目指したポンピドゥー・センター、人々の流れを生み出す
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役割を担って、美術作品がまちに飛び出した水戸芸術館、「公園のような美術館」を
コンセプトとする金沢21世紀美術館、中心街の通り全体をひとつの美術館と見立て、
そのコア施設である十和田市現代美術館、都市再生の象徴的事業であるビルバオ・
グッゲンハイム美術館など、ミュージアムの活動事例として取り上げた各ミュージ
アムが地域に果たそうとしている役割には共通点がある。いずれも、ミュージアム
が一個の単体の施設としてのみあるのではなく、「開かれた美術館」になることを
目指している点である。それはハード（建築）とソフト（事業、活動）両面から仕
掛けられており、文化芸術と社会を結びつけるための様々な試みが続けられている。
市民と共に在るために、教育普及プログラムに力を入れている点も共通する。 
公的資金投入の是非を問われたびわ湖ホールと、公立ホールとしては比
類なき成功を遂げながら民間事業との差別化を指摘された芸術文化セン
ターの比較からは、ボウモル／ボウエンが提示した文化の外部性4項目―①威信、
②ビジネスメリット、③将来世代への効用、④コミュニティへの教育的貢献―を同
時に達成することの難しさが明らかになった。 
公立文化ホールの事業について、何をもって成功とみるかは、公立のホールが果
たすべき役割をどう定めるかで変わってしまう。芸術的な価値は高いが事業採算性
の確保が難しい文化こそを国や自治体は支援すべきだという考えに立てば、集客力
や経済的貢献のみの観点から成功と判断することはできない。一方で、公的資金の
使途として市民の声、市民のニーズを汲み取ることが不可欠であり、経済効率性を
全く無視することもできない。公的な文化活動、あるいは文化ホールに対する評価
／要請には、常に両義性がある。 
両ホール共、自らが掲げた目標の実現に向けて事業を展開し、その目標は達成さ
れつつあった。しかし社会環境が変化する中で地域のニーズも変化し、開館当時の
ミッションは揺れ動く。公共性や文化的価値の実現と効率性や経済的な価値の実現、
この2つの異なるベクトルの間で、いかにバランスを取るかが問われていた。 
このような状況下で、新たな活動に取り組む両ホールに共通する点は、地域に貢
献する、地域の誇りとなろうとする姿勢である。あらゆる人々がホールに訪れるた
めにも文化芸術を通じた次世代育成に力を入れている点も相通じる。 
ミュージアムの新しい試み、2つの県立ホールの活動を貫く要素は、以下のような
目標設定、取り組みである。 
①文化施設が地域とともにあり、地域全体の活性化に資することを目指す。 
②市民のニーズを捉え、文化施設の活動に市民の参画を促す。 
③地域の文化を継承し、すべての人に開かれた場となるために次世代育成に力を
入れる。 
公立文化施設が「誰もが自由にアクセスし、多様な出会いと交流を実現する」場
となるためには、上記の共通要素は重要な視点であるといえるだろう。 
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３．人々の主体的参加による地域活性化のダイナミズム 
  
本論では地域活性化を、「地域での暮らしを豊かにし住民の満足をもたらすため
に、住民・市民の主体的な取り組みを軸に、地域の文化や環境等の資源を有効活用
することで、地域経済・社会の活動が活発になること」と定義し、神戸市新開地と
沖縄市のまちづくりを事例に、これを促す要因を探った。 
2つの事例の比較により、生活の中で培われた文化資源が地域活性化の鍵になるこ
と、地域活性化のダイナミズム生成には、まちづくりの主体形成プロセスとそれに
伴う自発的な活動の連鎖が大きな影響を及ぼすことが明らかになった。 
地域の自発的な動きや連鎖を生み出すためには、主体となる組織を誰が作ったか
といった発意の起点よりも、活動を推進していく中で、住民の対話と交流を積み重
ね、人々の関心や熱意を紡いでいくことが肝要である。地域活性化のダイナミズム
は、組織も事業計画も固定的な枠組みから自由になり、活動のプロセスの中に地域
の人々を巻き込み、相互作用を生み出していくことが鍵になる。 
つまり、 
①まちづくりの初期段階から多様なセクターが参画し、地域資源の選択、コンセ
プトの形成について議論の場を設け共感を生み出すこと、 
②主体間を繋ぐネットワークと外部との開かれた交流によりさらに連携と主体が
拡大すること、 
という2点が、地域活性化のダイナミズム生成の重要な要因（または条件）であるこ
とが検証された。 
沖縄市では、地域に蓄積されてきた文化資源に対する住民の想いが土台となり、
自律的な活動や組織が生み出される、という循環が起こっていた。文化資源がコミ
ュニティのアイデンティティ形成、帰属意識や創造性、参加意欲の醸成、高揚に寄
与することが示された。一方、神戸新開地では、20年間取り組んできたまちづくり
のコンセプトが変更されたが、それは住民自らが選択した文化資源ではなかったこ
と、生活実感とは離れたコンセプトであったことに起因する。時間をかけても住民
との距離感が埋め切れなかったのである。 
 文化資源を活かした地域活性化に取り組む際には、住民自身が文化資源の選択に
参加し、地域の人々の愛着や誇りに結びつく文化資源を選択することが肝要である
ことを看取できる。自らが選んだ文化資源への愛着や誇りを元に、多様な個人、組
織が活動に参画し、連携しながら事業を推進し、さらに新しいメンバーが加わり自
律的な主体や活動が生み出される、という地域内の有機的な循環が起こっていくこ
とが重要である。 
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２節 結論   
 
１．文化資源の公共性とダイナミズムを生み出す触媒としての役割 
 
本研究の目的は、文化芸術を核とした活動･事業と、文化芸術振興を支える文化施
設を合わせて「文化資源」と位置づけ、「公共性」の概念からその役割を検証し、同
時に、住民自らが地域の文化的資源を再発見し、活性化に取り組む事例研究を通じ
て、地域活性化を促すダイナミズムを探り、文化資源が地域の課題にどのような条
件の下で活性化の推進利器としての役割を果たすことができるのかを検証すること
である。さらに、文化資源の公共性について理論的、実証的に検証し、文化資源が
個人や社会に果たす役割、文化芸術活動の成果が地域社会に果たす役割の一端とそ
のための要件を明らかにすることで、今後の地域公共政策の根拠を提示した。 
「公共性」理論を検討した結果、文化資源の公共性を考える際に、公開性、市民
性、協働性が重要な視点であることが導き出された。この公共性の視点と文化資源
の実態を対応させたうえで明らかになった文化資源の役割、特に文化資源が地域活
性化に果たす役割については、次のように論ずることができる。 
 
① 文化事業や文化施設は、文化芸術との出会いの場というだけでなく、文化芸術
を通じて人々が交流し、議論し、活動に参画していく場となることで、地域に
開かれ、地域の誇りとなっていく。そのために、誰もが自由にアクセスできる
公開性と次世代育成を含め主体的活動を誘発する市民性の視点が重要である。 
 
② 文化資源はリソースであると同時に仕掛けや触媒である。文化資源を契機・媒
介として、地域の人々が意思決定のプロセスに参画<公開性>することで、新し
い活動や主体形成<市民性>、活動の連鎖<協働性>につながっていき、「主体的
参加のダイナミズム」が生み出される。「主体的参加のダイナミズム」は文化
資源の持つ重要な便益のひとつであり、公共性の発露である。 
 
そして文化資源が主体的参加のダイナミズムを生み出す触媒の役割を果たすため
には、①まちづくりの初期段階から多様なセクターが参画し、地域資源の選択、コ
ンセプト形成について議論の場を設け共感を生み出す、②主体間を繋ぐネットワー
クと外部との開かれた交流によりさらに連携と主体が拡大する、ことが重要な要因
（条件）である。 
「人々の主体的な参加を可能にすることが公共性を実現することである」という
視点に立てば、文化施設はただ文化の享受者を増やすだけでなく、「主体的参加」
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が重要な視点になる。文化施設が「芸術的価値」のみの評価対象ではなく、地域経
済の活性化や観光集客装置としての目先の手段としてのみ捉えるのでもなく、地域
の人々のコミュニケーションの契機や場となり、次世代を見据えた生活の質の向上
を目指すことが、文化施設の公共性を具現化することになるだろう。 
ハーバーマスが期待した「新しい力（公共性）」とは、まさにこのよう
な力ではないだろうか。住民がオープンな意思決定の場に参加し、人との
相互作用を通じて創造的な活動を生み出し、責任をもって事業を推進する中で
さらに創意を重ねていく、という循環を生み出す力である。  
ミュージアム、文化ホール、地域活性化の実証研究を通して明らかとなったこと
は、人々が文化資源を通して、議論し、交流し、活動するプロセスが有する公共性
の重要性である。文化資源を活かした事業の意思決定のプロセスに地域の人々がか
かわる機会が存在することで、人々の主体的参加が促され、地域的なまとまりや地
域のアイデンティティの醸成に結びついていく。換言すれば、地域に根ざした文化
施設や文化事業には、そのようなプロセスを生み出す仕掛けや場が必要だというこ
とである。 
文化資源はリソースであると同時に仕掛けや触媒でもある。文化資源を契機とし
て、地域の人々が集まり、議論し、事業の方向性を決めていくという意思決定のプ
ロセスへの参画が、その後の活動や組織形成、活動の連鎖につながっていく。いわ
ば「主体的参加のダイナミズム」こそが文化資源の持つ重要な便益のひとつであり、
公共性の発露であるといえるだろう。 
本論文で明らかになった文化資源の役割や公共性は、文化の外部性として捉えら
れている、国家や地域の威信、教育的貢献、将来世代への遺贈、社会進歩といった
「外部性」要因以外に、人々の主体的参加による地域活性化の「ダイナミズムを生
み出す触媒」という機能が付加されると考えられる。 
 
２．本研究の独自性と意義 
 
本研究では、公共性議論について検討した上で、「公共性」を地域社会を動かす
新しい領域の可能性として捉え、公開性、市民性、協働性が文化資源の公共性に関
する重要なファクターであることを理論と実証の双方から明らかにした。 
｢開かれた文化施設｣「開かれた文化事業」を目指し活動を続けるミュージアム、
県立ホールとして公共性のあり方を問われ、地域への貢献を模索する滋賀県立芸術
劇場びわ湖ホールと兵庫県立芸術文化センターについての実証研究からは、文化資
源の公共性を実現するために住民の主体的参加を促す仕組みをつくることと次世代
育成が重要な施策であることを示した。 
神戸新開地と沖縄市の文化資源を活かした地域活性化活動については、経営学の
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方法論を援用し事例を詳細に比較分析した。地域を動かすには、コミュニティの人々
が、活用する文化資源の選択をはじめ事業の意思決定の段階から参画することが重
要である。人々が対話･議論を通して活動の方向性を決め、そのプロセスの中から組
織形成や活動の連鎖が起こるという「主体的参加のダイナミズム｣が地域活性化には
欠かせない。そして文化資源が主体的参加のダイナミズムを生み出す触媒の役割を
果たすためには、①まちづくりの初期段階から多様なセクターが参画し議論・共感
を生み出す、②主体間を繋ぐネットワークと交流によりさらに連携と主体が拡大す
る、ことが重要な要因（条件）であることを明らかにした。 
このように市民の主体的参加について事業の意思決定の段階から参画することの
重要性を検証した点、従来指摘されている文化の外部性以外に文化資源には「人々
の主体的参加によるダイナミズムを生み出す触媒」という便益があることを指摘し
た点、さらにいかなる条件下でこの役割が発揮されるかを明らかにした点、で意義
がある。  
抽象的な理論である公共性概念を具体的な事例を通して、現実の活動・政策に落
とし込み、文化資源が個人や社会に果たす役割を明示したことは、「文化をめぐる
社会現象において公共性が今もって論争の中にある」（阪本崇 2008）といわれる中
で、ひとつの解を示したものであり、公共投資の根拠を提示したと考える。 
 
指定管理制度の拡大とともに、公立文化施設の運営については多くの調査研究が
行われている。専門家による文化力の向上や民間のイニシアティブによるサービス
向上、文化を活かした産業育成への可能性等が評価される一方、サービスのアウト
ソーシング､職員の非正規化などによる公立文化施設の公共性と専門性の劣化が論
じられている。また、文化施設や事業への市民参加の仕組みについては、労働力の
補填や建前的な市民ボランティアの導入に終わらないための取り組みの必要性が指
摘されている。しかし文化施設の公共性について広い視点からの議論や、市民の文
化施設や文化事業への参画プロセスの違いが生み出す影響等についての調査研究は
まだ十分とは言えない。 
今後さらに研究を積み重ね、文化資源が人々のオープンな議論のもとに交流と活
動を促進する契機となるために必要な事業やプロセスとは何かを探るとともに、「主
体的参加のダイナミズム」が地域活性化に及ぼす効果について、検証を重ねていき
たい。 
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（1976 訳書 1991)で、近代的な公共性は 18 世紀以降のコスモポリタンな都市文化を背景にし
て生まれたが、「親密性の拡充」によって公共性は崩壊しつつあると指摘。1960 年代以降の地
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新聞出版社） 
(90) 小林真理（2006 P10） 『指定管理者制度 文化的公共性を支えるのは誰か』 時事通信
社 
(91) Bowmol W.J.&Bowen W.G, 1966, PerformingArts The Economic Dilenma , MIT Press , 
(池上惇・渡辺守章監訳(1992 P498)『舞台芸術―芸術と経済のジレンマ』 芸団協出版部) 
(92) David Throsby（2001）Economics and Culture, Cambridge University Press（中谷武雄、後
藤和子訳（2002 P64） 『文化経済学入門―創造性の探究から都市再生まで』 日本経済新聞
出版社） 
(93) 1995 年、フランス北西部の港町ナントでに誕生したクラシック音楽祭。毎年テーマとなる作
曲家またはジャンルを設定し、会場となるナント市のコンベンションセンター「シテ・デ・コングレ」
では、朝から晩まで 9 つの会場で同時併行的に 45 分間のコンサートが、5 日間で約 300 公演
繰り広げられる。一流の演奏を、短時間・低料金で提供し、新しいクラシック音楽の聴衆を開拓
している。2000 年からポルトガル・リスボン、2002 年からスペイン・ビルバオ、2005 年には東京国
際フォーラムで開催された。2008 年には金沢とブラジル・リオデジャネイロ、2010 年には新潟、
びわ湖、ポーランド・ワルシャワ、2011 年には鳥栖でも開催され、広がりを見せている。 
(94) 新潟県十日町市と津南町からなる越後妻有地域の里山を舞台に 3 年に 1 度開催される国
際芸術祭。地域に内在するさまざまな価値をアートを媒介として掘り起こし、その魅力を高め、
世界に発信し、地域再生の道筋を築いていくことを目指している。2000 年にスタートし、2003 年、
2006 年、2009 年の 4 回開催された。 
(95) 信頼、規範、社会的ネットワークといった、協力や相互扶助などにつながる資本を指す言
葉で、社会関係資本や市民社会資本（山内 2002）ともいわれている。社会科学分野全般、政
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府や企業、NPO においても注目を浴びている。OECD では「集団内，もしくは集団間の協同を
促進する互いに共有された規範，価値，理解のネットワーク」（Cote & Healy, 2001）と定義して
いる。 
(96) 美術作品が特定の場所に帰属する性質を示す用語。特定の場所に存在するために制作
された美術作品および経過のことをさす。 
(97) 個人というミクロと、全体理解というマクロとを繋ぐループ。清水博（1986）が生命関係学で
最初に提唱してホロニックループという名前で呼び、今井賢一と金子郁容が、ネットワーク論に
適用した際にミクロマクロループと呼び変えた。今井・金子（1988）の『ネットワーク組織論』では、
「ミクロマクロループとは、ミクロの情報をマクロ情報につなぎ、それをまたマクロレベルにフィード
バックするという仮想上のサイクルのことである」と定義されている。 
(98) 市民企（起）業家とは Henton ら（1997）によって提唱された概念である。いわゆるベンチャ
ー企業で議論されるような事業を創造する起業家とは異なる。 Henton らによれば，市民企業
家は産業クラスターを含むコミュニティを構築するための触媒の役割をもっているという。金井は
企業家という概念を，従来の革新の担い手である事業創造に関する企業家とそれら企業家の
ために「場」などの社会的仕組みを創造する企業家に分け，地域における産業クラスターの形
成にはこれら２タイプの企業家の存在の重要性を明らかにした。 
(99) 現地調査およびヒアリング調査は、以下のとおり実施した。 
・新開地商店街、神戸市アートビレッジセンター、新開地街づくりスクエア、湊川公園、特定非
営利活動法人 新開地まちづくりＮＰＯ訪問。（2008 年 12 月、2009 年 2 月 28 日、2011 年 9 月
28 日） 
・ ヒアリング実施  
新開地まちづくりＮＰＯ事務局長・古田篤司（2008 年 12 月、2011 年 9 月 28 日） 
KAVC 館長・大出和彦（2009 年 2 月 28 日）、KAVC 美術プロデューサー（2008 年～2011 
沖縄市役所、沖縄市民小劇場（あしびなー）、ミュージックタウン音市場、中央パークアベニュ
ー、コザゲート通り、銀天街商店街、沖縄市一番街商店街訪問（2010 年 4 月 14 日、2010 年
9 月 25 日） 
・プラザハウスショッピングセンター訪問、ライブハウスツアー参加。（2010 年 9 月 25 日） 
・ヒアリング実施 
ＮＰＯ「コザまち社中」 理事長、沖縄市地域雇用創出推進協議会事務局長・照屋幹夫 
音市場 館長、（有）サウンドパッケージ 代表取締役社長・徳山 義広、沖縄市経済文化部 
にぎわい創造室 ミュージックタウン推進担当・与那嶺良一、比喜直樹（2009 年 4 月 14 日）、 
コザインフォメーションセンター（沖縄市観光協会）（2010 年 9 月 25 日） 
(100) 神戸市は、全国に先駆けて 1981 年 12 月に、区単位での住民参加のまちづくりを支援す
る「神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例（まちづくり条例）」を制定した。各地区
のまちづくり協議会が、まちの将来像や方針などをまとめ、そのうち特にルールとして決めてお
くことが必要な事項について市長との間で協定を締結することができる。地域のニーズに応じて、
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行政はアドバイザーやコンサルタントの派遣、活動助成等の支援を行う。 
(101) 1992 年、まちを二分する場外舟券売場「ボートピア」の問題が発生する。まちづくり協議
会の思いとは異なり周辺自治会がボートピア誘致に賛成した。新開地が寂れていく中で、時間
のかかるまちづくりより場外舟券売場を受け入れて、収益の一部を地元に還元してもらうほうが
よいという意見である。1995 年に阪神淡路大震災が起こり壊滅的な打撃を受けたこともあり、
1997 年９月、条件付きで建設に合意する。条件は、①ボートピアのファサードはデザイン委員
会のもとでやり直し、アートビレッジ構想に協力する。②ボートピアが神戸市に納める環境整備
協力費（舟券販売高の一定割合）を新開地のまちづくりに使う、の 2 点であった。まちづくり協議
会では、このときの寄付金をもとにまちづくりのための会館を購入し、新開地まちづくり NPO を
設立した。 
(102) 神戸市企画調整局総合計画課 神戸市町別世帯数・年齢別人口 
(103) 新開地まちづくり NPO 事務局長・古田篤司ヒアリング（2011. 9. 28 実施） 
(104) 神戸アートビレッジセンター会員（KAVC 倶楽部）限定で、１階のコミュニティスペースを
使って「ひとつぼワークショップ」を行っている。展示や舞台を見るだけでなく参加型にすること
で、ファン同士やスタッフとの交流の場を目指している。 
(105) コザは、現在の沖縄市の胡屋地区を中心とした地域に相当する。美里村との合併によっ
て 1974 年に沖縄市となる以前は「コザ市」という一つの独立した市であった。戦前は「越来村」と
呼ばれていた農村であったが、1950 年代から軍人・軍属を顧客とした飲食店や商店などで市
街地が形成され、1956 年に「コザ市」となった。市制施行後 35 年以上が経つ現在でも、沖縄
市の旧コザ市域は「コザ」の愛称で親しまれている。 
(106) 例えば 2007 年の沖縄県の観光客数 5,892,300 人に対して、同年の沖縄市の観光客数
は 245, 256 人である（沖縄県観光企画課、沖縄市文化観光課）。 
(107) 沖縄の撥弦楽器。三味線のもとになった楽器で、黒檀・紫檀・桑などの棹に、蛇の皮を張
った胴を付ける。撥は用いず、人差し指に義甲をはめて弾く。一四世紀後半に中国の三弦が伝
来したもの。 
(108) チャンプルーとは、琉球語で「混ぜこぜにした」といった意味があり、野菜や豆腐などを炒
めた沖縄の郷土料理のことを言う。琉球・東南アジア・日本・中国・アメリカの風物が歴史的経緯
から入り交じっている沖縄の文化のことを「チャンプルー文化」と呼ぶこともある。 
(109) 毎年 7 月に行われる沖縄最大のロックイベント。1983 年にバンド「紫」の再結成コンサー
トとして開催され、2010 年で 28 回目を迎えた。オーディションを勝ち抜いた新人アーティストか
らベテランミュージシャンまでが一堂に会する全国に誇る音楽の祭典である。若手の登竜門的
な役割も担っている。他にも沖縄市では、毎年旧盆明けに行われる沖縄全島エイサーまつりを
はじめ、全国区の音楽・伝統芸能イベントから町の小さなスポットまで、大小さまざまな音楽イベ
ントが開催されている。 
(110) 1990年代までは、メジャーと呼ばれる東京のレコード会社が圧倒的な資本力、販売網、プ
ロモーション力で市場を独占してきたが、2000 年前後からは、リスナーの嗜好の多様化、レコー
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ディング機材の低価格化、流通革命、小売店における扱いの強化、IT の普及といった要因から、
インディーズが急成長を遂げてきた。モンゴル８００やオレンジレンジも沖縄のレコード会社に所
属したまま、多くのアルバムがミリオンセラーを達成している。 
(111) 「沖縄米軍基地所在市町村に関する懇談会（沖縄懇談会）」は、平成８年８月に内閣官
房長官の私的諮問機関として設置され、沖縄振興を中心とした政府が支援すべき３７事業を提
言している。この提言の実施に係る有識者懇談会（座長・島田晴雄慶応大学教授）は、「沖縄懇
談会」の提言に即して米軍基地所在２５市町村が行うプロジェクトの企画、計画、実施について、
その内容を検討し必要な助言を行うなどのフォローアップ活動のために設置された機関であ
る。 
（112） 沖縄独特の「模合」といわれる相互扶助システムで、複数の個人や法人がグループを組
織して一定額の金銭を払い込み、定期的に 1 人ずつ順番に金銭の給付を受け取る金融の一
形態である。 
(113) 山口定(2004  PP262-272) 『市民社会論 ― 歴史的遺産と新展開』有斐閣 
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理事長・照屋幹夫氏、音市場館長・徳山義広氏、沖縄市経済文化部にぎわい創造室 
ミュージックタウン推進担当・与那嶺良一氏、比喜直樹氏をはじめ、多くの方々に
御協力をいただきました。お忙しいところ、快く調査に応じてくださり感謝の念に
たえません。本当にありがとうございました。 
 本論文は、多くの方々のご指導とご協力に支えられ完成できたものであり、ここ
にすべての方々に心から感謝の意を表します。 
 
2013年3月 
狭間惠三子 
 
 
